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第１章 事業の概要 

 
１－１ 事業全体の概要 
 
（１）目的  

本事業は、森林・山村多面的機能発揮対策の取組に関して、各都道府県に設置された地域

協議会の運営状況及び活動組織が実施した森林・山村の多面的機能の維持・向上のための活

動内容やその効果等について調査・分析を行うことにより、対策の内容や支援のあり方を評

価検証するとともに、対策の情報提供・共有のため、活動事例集の作成、現地検討会、活動

事例の発表会や協議会の情報交換会等を開催し対策を推進することを目的とする。 

 
（２）履行期間  

令和元年７月５日から令和２年３月１６日まで 
 

（３）作業フロー  

   森林・山村多面的機能発揮対策に係る地域協議会及び活動組織の取組状況や課題等を、ア
ンケート調査やヒアリング等を通じて把握するとともに、本対策において今後必要と考えら

れる活動効果の把握方策等に関する検討を行った。 
本事業の実施項目と作業フローを次ページに示す。 
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本事業の実施項目と作業フロー 

 地域協議会対象 その他 活動組織対象 
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8
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、
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、
水
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な
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り
に
基
づ
き
検
討

活動組織連絡先提供依頼 活動組織全国リスト作成

モニタリング調査 
報告書提供依頼 

活
動
事
例
集
候
補 

選
定 

モ
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タ
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査
報
告
書
集
計

活動組織向けアンケート調査 
及び効果チェックシート送付 
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補
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活
動
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ー
ト
調
査 

及
び
効
果
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
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報告書作成（業務履⾏期限︓令和２年３月 16 日） 

地域協議会アンケート送付 
新規作成資料収集 

地域協議会 
アンケート集計 

数
字
化
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト 

送
付
・
回
収
・
集
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実
施
状
況
と
り
ま
と
め 

報
告
書
集
計 

解
説
資
料
や
手
引
き
等

の
改
訂
（
案
）
作
成

地域協議会向け 
アンケート案作成 

解
説
資
料
や
手
引
き
等
の

改
訂
（
案
）
作
成

効果チェックシート等の修正、活
用方法の検討 
令和 3 年度以降の提⾔案検討 

第 1 回検討委員会（令和元年９月２日） 

活
動
事
例
集
現
地
調
査 

活動組織向けアンケート案作成 
効果チェックシート案修正 

地
域
協
議
会
ヒ
ア
リ
ン
グ

第 2 回検討委員会（令和元年 12 月４日） 

第 3 回検討委員会（令和２年２月 13 日） 

ガイドライン
現地検討会 

活動事例集 
とりまとめ 

活動事例の発表会および協
議会の情報交換会等の開催 
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１－２ 各実施項目の概要 
 
本事業において実施した内容を、以下のとおり項目別に示す。 

 
（１）各都道府県の協議会への調査、情報収集、分析 

各都道府県の地域協議会を対象に、他の地域協議会の参考となる活動事例や、各地域協議

会が抱える課題等を把握し、森林・山村多面的機能発揮対策の効果や次期対策の内容を検討

するためのアンケート及びヒアリング調査を実施した。また、既存の情報の収集・分析結果

を踏まえて、各地域協議会の組織体制や運営状況等を整理した帳票を作成した。 
 
１）アンケート調査の概要 

地域協議会の組織体制や活動状況等を把握するため、書面によるアンケートを全地域協議

会（45団体）を対象に実施し、回答内容を整理・分析した。 

アンケート調査の概要 

 

 
    
 
 

 
 
 
 
 
 
 
２）ヒアリング調査の概要 

地域協議会の取組状況や課題をより具体的に把握するため、2 地域協議会に対してヒアリ
ングを実施した。 

ヒアリング調査の概要 
 

 
 
  

項目 内容 

目的 本交付金における地域協議会の取組状況や課題の把握 
対象 全ての地域協議会（45団体） 
調査期間 14日間／令和元年 10月 11日（金）～令和元年 10月 25日（金） 
設問数 全 36問 
調査方法 書面（紙原本）、Ｅメール（紙原本の電子ファイル）を併用 
回収率 100％（全 45団体が提出） 

項目 内容 

目的 本交付金における地域協議会の取組状況や課題等に関するより具体的
な内容の把握 

対象 
・いわて里山再生地域協議会／令和元年８月５日（月） 
・千葉県里山林保全整備推進地域協議会／令和元年１月 17日（金） 

実施方法 現地にて対面方式で実施 

［関連する記載箇所］ 

・調査結果の概要 → 第２章 

・アンケート調査票、調査結果 → 資料編 

［関連する記載箇所］ 

・調査結果の概要 → 第２章 
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３）モニタリング調査結果報告書の収集・分析 

活動組織から地域協議会に提出されたモニタリング結果報告書及び活動計画書に記載され

たモニタリング調査方法等を収集し、平成 30年度のモニタリング調査結果（目標達成度）の
取りまとめ・分析を行った。目標達成度が明確に記載されていない活動組織については、当

該活動組織を所管する地域協議会に依頼して記載内容の確認を行った。 
 

モニタリング調査結果報告書の収集・分析状況 

 
 
 
 

 
（２）活動組織へのアンケート調査・整理・分析 

交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握するため、平成 30 年度に交付金の交付
を受けた組織及び令和元年度に活動予定の活動組織に対してアンケートを実施し、回答内容

を整理・分析した。 
 
１）アンケート調査（活動組織）の概要 

活動組織を対象に書面によるアンケートを実施した。 

アンケート調査（活動組織）の実施状況 
 
 
  

項目 内容 

目的 交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握 
対象 全ての地域協議会（45団体） 
調査期間 延べ８か月間／令和元年７月～令和２年３月 
収集資料 平成 30年度分のモニタリング調査結果報告書（様式 19） 

対象団体 
合計 1,279団体（内訳：平成 30年度で活動を終えた団体 293団体、令
和元年度も活動を継続している団体 986団体） 

調査方法 Ｅメール、郵送 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動の効果の把握 

対象 平成 30 年度に活動を実施した活動組織・令和元年度に活動を実施予定の
活動組織（合計 1,363団体） 

調査期間 14日間／令和元年 10月 11日（金）～令和元年 10月 25日（金） 
設問数 30問 
調査方法 郵送（希望する活動組織には E-mailで書式を送信） 
回収率 55.1％（1,363団体に発送し、751団体が提出） 

［関連する記載箇所］ 

・調査結果の概要 → 第２章 

［関連する記載箇所］ 

・調査結果の概要 →第３章 

・アンケート調査票 → 資料編 
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２）アンケート調査（活動組織）に関する補足調査の概要 

（２）の１）でアンケート調査を実施した活動組織のうち、令和元年度に活動を実施予定の

活動組織（今年度作成の活動事例集に掲載する 10団体）を対象に、山村地域における活動の効
果（人的、経済面、環境整備面など）をより具体的に把握するため、補完情報を収集する聞き

取り調査を行い、その内容を取りまとめた。 

 

 
 

 

３）山村地域における活動の効果チェックシートによる自己評価表の収集、分析 

平成 30 年度の本事業で作成した「森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェックシー
ト（以下「効果チェックシート」という。）」等を活用して、平成 30 年度に交付金の交付を受
けた活動組織のうち、平成 30 年度に交付金活動を終了した組織を対象に、交付金による活
動の広がりや持続性、地域貢献に関する効果について取りまとめ・分析を行った。 

 

 
 
 
 
（３）実施状況とりまとめ報告書に記載された内容のデータベース化 

地域協議会から提出された平成 30 年度の本交付金に係る「実施状況とりまとめ報告書」
に記載された内容をデータベース化し、その内容を取りまとめ・分析した。 

 

 

 
 
 
（４）モニタリング調査で数字化できない森林や山村への効果の評価手法の構築に向けた情報 

収集、分析 

平成 30 年度事業で作成した「森林・山村多面的機能発揮に関する活動の変化・成果を数字
化するチェックシート（以下「数字化チェックシート」という。）」等を活用して、地域協議会

から平成 30 年度に交付金の交付を受けた活動組織のうち平成 30 年度に交付金活動を終了し
た組織を対象に、当該活動組織に係る基礎情報を収集し、モニタリング調査で数値化できない

森林や山村への効果の評価手法の構築に向けた取りまとめ・分析を行った。 
          
 
 

［関連する記載箇所］ 

・補足調査の概要 → 第３章 

［関連する記載箇所］ 

・取りまとめ・分析結果の概要 → 第５章 

［関連する記載箇所］ 

・取りまとめ・分析結果の概要 → 第４章 

［関連する記載箇所］ 

・取りまとめ・分析の概要 → 第５章 
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（５）森林・山村多面的機能発揮対策の情報提供・共有 

森林・山村多面的機能発揮対策に関する活動状況等について、地域協議会や活動組織等の関

係者に発信・共有することを目的とした事例集等の各種資料の作成・更新を行った。 
 
１）活動事例集の作成 

（２）の１）のアンケート又はヒアリング調査を実施した活動組織のうち、広く一般に紹

介できるような活動を実施している活動組織（10団体）を選択し、現地で補完情報の聞き
取り調査を行い、その結果を基に活動事例集を作成した。あわせて、平成 30 年度に作成し
た活動事例集に掲載されている活動事例一覧表の記載情報を更新した。 

 

 

 

 
 

２）モニタリング調査のガイドライン普及に向けた現地検討会の開催 

モニタリング調査の意義や方法、目標達成度の記載方法等、ガイドラインの内容の普及や

有効な調査の実施に向けて、静岡県静岡市内（会場：しずおか里山体験学習施設 遊木の
森）において、地域協議会や都道府県の関係者を対象とした現地検討会を令和元年９月 20
日（金）に開催した。開催に際しては、現地での対応をサポートいただく専門家として、静

岡大学教育学部の小南陽亮教授を招聘した。 

 

 

 
  

［関連する記載箇所］ 

・作成の経緯等 → 第６章 

［関連する記載箇所］ 

・現地検討会の概要 → 第６章 

・現地検討会の配布資料 → 資料編 
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３）森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナーの開催 

  地域協議会及び活動組織へのアンケート調査並びにヒアリング調査等の結果を踏まえて、

他地域の活動の参考となる取組を行っている地域協議会と活動組織を抽出し、活動成果等を

関係者で共有することを目的とした普及セミナーを東京都内にて開催した。 

普及セミナーの開催概要 

 

 

 

項目 内容 

目的 本交付金の取組推進の上で参考となる取組や、課題解決の方策等の共有 
対象 地域協議会、都道府県の交付金担当者など 
開催日時 令和２年２月６日（木）10:00～15:00 
会場 としま区民センター（東京都豊島区） 

プログラム 

（敬称略） 

10:00～10:05 開会挨拶 
10:05～10:50 基調講演「森林と災害 森林ボランティアの観点から」 

蔵治光一郎（東京大学大学院 農学生命科学研究科 附属演習林 教授）
10:50～10:55 休憩 
10:55～12:10 活動組織の活動事例報告  
  10:55～11:15 白山瀬波の会（石川県） 
   11:15～11:35 春⽇⼭原始林を未来へつなぐ会（奈良県） 
   11:35～11:55 現川里山保全の会（長崎県） 

11:55～12:10 質疑応答 
12:10～13:00 昼休み 
13:00～15:00 パネルディスカッション 
［コーディネーター］山本信次（岩手大学 農学部 教授） 

［パネリスト］ 

丹羽健司（特定非営利活動法人地域再生機構 木の駅アドバイザー） 

伊藤道男（千葉県里山林保全整備推進地域協議会 事務局長） 

原田 明（一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 業務第２部 

コミュニティービジネスチーム長） 

井野道幸（熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長） 

木下 仁（林野庁 森林整備部 森林利用課 山村振興・緑化推進室 室長） 

［テーマ］ 

（１）モニタリング調査の目標を効果的に設定するにはどのようにしたらよいか 
（２）人と人とのつながりなど、森林整備以外の多面的機能をどのように評価し 

ていくか 

15:00 閉会 

参加者 
計 96名 
［内訳］都道府県担当者 35名、地域協議会担当者 37名、活動組織７名、 

検討委員会委員４名、基調講演１名、林野庁３名、その他９名 

［関連する記載箇所］ 

・普及セミナーの概要 → 第６章 

・普及セミナー配布資料 → 資料編 
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４）森林・山村多面的機能発揮対策交付金の解説資料（案）の作成 

地域協議会や都道府県の新規担当者等向けに、実施要領等の記載内容の理解促進を目的に、

森林・山村多面的機能発揮対策交付金の解説資料（案）を作成した。 

 
 

 

 
 
 
５）森林・山村多面的機能発揮対策交付金の手引きの改訂（案）等の作成 

平成 30年度以降に改正された本交付金の実施要綱、交付要綱、実施要領の内容並びに、本
年度事業で実施した（１）及び（２）の調査により明らかとなった参考事例や課題等を踏ま

えて、現行の交付金の手引きの改訂（案）、写真の撮り方ガイドの改訂（案）、写真の撮り方

ガイドのパンフレット（案）の作成を行った。 
 

 

 

 

 

 

 
  

［関連する記載箇所］ 

・作成経緯 → 第６章 

［関連する記載箇所］ 

・作成経緯 → 第６章 
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（６）検討委員会の開催 

   森林・山村多面的機能発揮対策の内容等について専門的な見地から検討を行い、令和 3 年
度からの次期対策についての提言を行うため、有識者５名からなる「森林・山村多面的機能

発揮対策評価検証事業 検討委員会」を設置し、検討委員会を３回開催した。 
 

森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会 委員一覧 

  〔委託者〕林野庁  〔事務局〕公益財団法人 日本生態系協会 
 

各回の主な検討議題を以下に示す。 
 

検討委員会の開催状況 

氏名（敬称略） 所属・役職 備考 

山本 信次 岩手大学 農学部 教授 委員長 
井野 道幸 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長 

委員 
丹羽 健司 特定非営利活動法人地域再生機構 木の駅アドバイザー 

原田  明 一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 業務第２部 
コミュニティービジネスチーム長 

森本 淳子 北海道大学 大学院 農学研究院 准教授 

回数 開催日時 会場 主な検討議題 

第１回 
令和元年 
９月２日（月） 
14:00～16:00 

農林水産省 
本館 屋上  
共用第６会議

室 

(1)本年度の事業概要、検討事項等について 

(2)平成 30年度実施状況とりまとめ報告書の集計結果報告 
(3)チェックシート案の活用等について 
①今年度の実施概要について 
②チェックシート案の内容について 
③効果チェックシートに基づく評価について 

(4)モニタリング結果報告書について 

(5)「手引き」「写真の撮り方ガイド」等の改訂、「解説資料
（担当者向け）」の作成について 

第２回 
令和元年 
12月４日（水） 
13:30～15:30 

東京国際フォー

ラム  
G503会議室 

(1)モニタリング現地検討会概要報告 

(2)アンケート結果の速報報告 

(3)チェックシート案の活用等について 

①チェックシート結果の速報報告 

②チェックシート案の課題と今後の評価 

方法について 

(4)写真の撮り方ガイド等の改訂について 

  ①「担当者向け解説資料（案）」について 

   ②「写真の撮り方ガイド 改訂版（案）」について 

(5)森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナーについて 
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（７）令和３年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策に向けた提言 

   令和４年度より本交付金は第３期計画を迎えることから、本交付金の趣旨や、これまでの

経緯等を踏まえた本交付金のあり方や方向性等について、森林・山村多面的機能発揮対策評

価検証事業検討委員会 委員等からの意見等を踏まえて、提言として整理した。 
 

第３回 
令和２年 
２月 13日（木） 
13:30～15:30 

東京国際フォー

ラム  
G503会議室 

(1)効果チェックシート結果と今後の評価方法について 

(2)数字化チェックシート結果報告 

(3)モニタリング結果報告書の分析結果について 

(4)写真の撮り方ガイドの改訂等について 

①「モニタリング調査のガイドライン」の改訂について 

 ②「担当者向け解説資料（案）」について 

③「写真の撮り方ガイド 改訂版（案）」等について 

(5)令和３年度以降に向けた提言案について 

［関連する記載箇所］ 

・検討委員会の開催概要 → 第７章 

［関連する記載箇所］ 

・提言 → 第８章 
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第２章 地域協議会への調査・情報収集・分析 

 
各都道府県の地域協議会を対象に、他の地域協議会の参考となる活動事例や各地域協議会が

抱える課題等を把握し、森林・山村多面的機能発揮対策の効果や次期対策の内容を検討するた

めのアンケート及びヒアリング調査を実施した。また、既存の情報の収集・分析結果を踏まえ

て、各地域協議会の組織体制や運営状況等を整理した帳票を作成した。 
 
 
２－１ アンケート調査の概要 

地域協議会の組織体制や活動状況等を把握するため、書面によるアンケートを全地域協議

会（45団体）を対象に実施し、回答内容を整理・分析した。 

 

（１）アンケート項目の検討 

発注者と協議して、アンケート項目及び内容を確定し、調査書式を作成した。（調査書式

は巻末の資料編を参照） 
 

（２）調査方法等 

作成した調査書式は紙原本の郵送及び Eメール（紙書式の電子ファイル）を併用して送
付した。アンケート調査の概要を以下に示す。 

図表 2.1 アンケート調査の概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

［調査時の工夫点など］ 

○送付方法 

より確実にアンケート書式を送付するために、書式は紙原本を郵送後、Eメールにて
書式の電子ファイルを送信した。また、電子ファイルはインターネット上からもダウンロ

ードできるように特設 webサイトを作成し、webサイトのアドレスを Eメールで各地域
協議会に告知した。 

○回収方法 

郵送と Eメールにより受け付けた。なお、締切日を過ぎても回答のない協議会に対
して Eメールによる提出依頼を行い、回収率 100%を達成した。 

 

項目 内容 

目的 本交付金における地域協議会の取組状況や課題の把握 
対象 全ての地域協議会（45団体） 
調査期間 14日間／令和元年 10月 11日（金）～令和元年 10月 25日（金） 
設問数 全 36問 
調査方法 郵送（紙原本）、Eメール（紙原本の電子ファイル）を併用 
回収率 100％（全 45団体が提出） 
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（３）アンケート調査結果の集計及び分析 

地域協議会を対象に行うアンケート調査において確認する項目（調査内容、全 35設問）
を検討し、以下の形で整理した。 

設問 
番号 分類 調査内容 

問 1 
組織体制 

本交付金の担当職員数 
問 2 本交付金の担当職員の保有資格（森林関係） 
問 3 

募集状況 

本交付金の募集開始日（平成 30年度、令和元年度） 
問 4 本交付金の募集回数（平成 30年度、令和元年度） 
問 5 本交付金の説明会の実施回数、実施箇所数（市町村数） 
問 6 本交付金の広報手段 
問 7 本交付金の申請増加に向けた取組 
問 8 

活動組織との連携
状況 

活動組織に対する指導状況（令和元年度の申請時） 
問 9 活動組織間の連携・協力を促進するための支援策 
問 10 活動組織に対する依頼状況（依頼の有無とその内容） 
問 11 活動組織の活動現場の視察・調査回数 
問 12 活動組織の活動現場の視察・調査内容（確認・助言する内容） 
問 13 活動組織から地域協議会への相談内容（実績報告書の提出前） 
問 14 活動組織から地域協議会への相談内容（モニタリング調査） 
問 15 活動組織がモニタリング調査を行う際に支援した内容 
問 16 

モニタリング調査
の実施状況 

モニタリング調査で直面した課題（平成 30年度、令和元年度） 
問 17 モニタリング調査における課題発生状況（令和元年度） 

問 18 
モニタリング調査において対応に苦慮した事例及びその対応内容（他の
地域協議会との情報共有） 

問 19 

活動組織に対する
支援内容 

活動組織の安全対策として実施している事（平成 30年度、令和元年度）

問 20 
活動組織が実施する安全講習や森林施業技術向上のための講習を円滑に
実施するために行った支援の内容 

問 21 
活動組織が安全講習や森林施業技術向上のための講習を進める上での課
題 

問 22 活動組織の撮影写真に関する問題・課題（平成 30年度、令和元年度） 

問 23 
交付金手続きに必要な写真を確保するために活動組織に対して行ってい
ること 

問 24 実施状況報告書等
の書類提出に関す
ること 

実施状況報告書等の書類提出時の問題や課題（平成 30年度） 

問 25 
実施状況報告書等の書類の円滑な提出のために行った具体的な支援内容
（平成 30年度） 

問 26 
活動終了後の活動
組織との連携 

本交付金を活用した活動を終了した活動組織の活動の把握状況 

問 27 
本交付金を活用した活動を終了する活動組織に対する、活動を継続する
ための支援の内容 

問 28 活動組織以外の主
体との連携 

管内の市町村との協力関係 
問 29 本交付金の取組推進における専門家等との連携状況 

図表 2.2 アンケート調査の項目 
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アンケート調査を踏まえて、各都道府県の地域協議会における取組状況や課題等について

分類・整理した結果を次ページ以降に示す。 

  

   
  

問 30 交付金の円滑な運
営に関して行った
こと 

本交付金による活動等を円滑に進めるために地域協議会が独自に作成し
た資料（令和元年度） 

問 31 
本交付金に関する説明会・講習会の実施状況（平成 30年度、令和元年
度） 

問 32 

本交付金に関する
課題・要望等 

教育・研修活動タイプの廃止による影響のうち、特に重要なこと 
問 33 管内の活動組織の活動状況（全体的な状況） 

問 34 
運営上苦労した点及び解決状況、その理由（他の地域協議会との情報共
有が必要と考えられる事項） 

問 35 本交付金に関して今年度以降、国に対して要望する事項 
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１）各地域協議会で事業を実施するに当たり、平成３０年度以降新たに工夫している事項及び

内容 

   

  ①安全講習や森林施業技術向上のための講習を円滑に実施するための支援（問 20） 

地域協議会主催の安全講習会を行うとの回答が 19地域協議会と最も多かったが、「特に支
援を行っていない」との回答も 10地域協議会となっている。 
 安全性の確保については、本交付金に限らず、森林での作業全体で必須であり、事故防止

のための取組支援を全国的に広げていくことが望ましいと考えられる。 
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① 講師の紹介あるいは斡旋

② 講習内容の指導

③ 講習に役⽴つマニュアル等の資料の配布
あるいは紹介
④ 活動組織内の講師候補向けの安全講習の
実施
⑤ 活動組織内の講師候補向けに、他の活動
組織の安全講習の紹介、参加呼びかけ

⑥ 地域協議会主催の安全講習会の実施

⑦ 都道府県が実施する安全講習会の紹介

⑧ 市区町村が実施する安全講習会の紹介

⑨ その他

⑩ 活動組織に義務づけられた講習に関連し
て、特に⽀援を⾏っていない

地域協議会数（n＝45）

図表 2.3 安全講習や森林施業技術向上のための講習を円滑に実施するための支援 
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②平成 30 年度及び令和元年度に実施した説明会や講習会の内容（問 31） 

地域協議会が行った説明会や講習会では、「採択後の書類作成」「モニタリング調査関係」

「申請書類の作成」について、過半数を超える協議会が取組を行っている。 

一方で、「特に説明会・講習会は実施していない」との回答も９地域協議会から寄せられて

おり、取組に関する支援状況の格差を示す結果となっている。 
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25
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9
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① 申請書類の作成

② 交付⾦対象として採択された後の書類作成
（実施状況報告書等）

③ 動⼒付き機械（チェンソー、刈払機など）の
利⽤⽅法、技能習得

④ 森林内での活動についての安全対策（動⼒付
き機械の利⽤以外。熱中症防止など）

⑤ 森林整備の⼿法（施業⽅法の考え⽅、かかり
⽊の処理、大径⽊の伐採⽅法など）

⑥ 活動事例発表、実際に活動を⾏っている団体
の現地視察会など

⑦ モニタリング調査関係

⑧ その他

⑨ 特に説明会・講習会は実施していない

地域協議会数（n=45）

図表 2.4 平成 30年度及び令和元年度に実施した説明会や講習会の内容 
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２）各地域協議会において平成 30 年度以降新たに課題となっている事項及び内容 

   

①安全講習や森林施業技術向上のための講習を進める上での課題（問 21） 

安全講習等に関する課題については、その他の自由記述にて、「技能の低い活動組織に限っ

て、基本をおろそかにし、自己流に走ってしまい、聞く耳を持たない傾向が有る。」との指摘

があるように、実際の講習内容が適切かどうか確認できるようにすることが望ましいと考え

られる。 

 
 
 
「その他」に関する主な自由記述回答 
技能の低い活動組織に限って基本をおろそかにし、自己流に走ってしまい、聞く耳を持たない傾
向が有る。基本に沿った指導をしようとしても「素人だから、そこまで本格的にやりたくない」
との反応を受けることもある。素人だからこそ、基本に忠実に行ってほしい。 
安全講習として、何をテーマとすべき（何を重点にするのか）を理解していない場合がある。 
チェンーソー講習修了（２日間）のみでは、現場での対応が不十分と思われるため、受講者を対
象に現地での実習（１日間）を追加実施している。 
研修会や現地指導時において注意喚起している。 
講習内容が適切であるか判断が難しい。 
本県では活動地の面積が 0.1ha～0.5ha が多く金額が低いため、外部講師に依頼すると安全講習
等の講師料で交付金を使い切ってしまう。内部講師がいない場合は、地域協議会担当者が講師を
担当している。 

10

3

5

1

4

1

15

9

6

7

15

0 5 10 15 20
① 講師の予定者が講師として適任であるかどうか
判断がつかない場合がある

② 活動参加者の人数に対して講師の数が少ない

③ 講習日の日程調整がうまくいかない団体がある

④ 外部講師の所在地が、活動組織の所在地と離れ
ていて認めてよいかわからない
⑤ 活動組織が具体的に何を学ぼうとしているのか
わからない
⑥ 活動組織（内部講師）が提案した講習内容が、
適切な内容ではなかった
⑦ 活動組織（内部講師）で独⾃に⾏う講習が、本
当に適切な内容であるかわからない
⑧ どのような条件を満たせば、講習の義務を果た
したと考えてよいのかわかっていない
⑨ 活動組織の活動対象地が講習に適した場所では
ない場合がある

⑩ その他

⑪ 特に課題と感じるようなことはない

地域協議会数（n=45）

図表 2.5 安全講習や森林施業技術向上のための講習を進める上での課題 
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３）各地域協議会が活動組織に対して平成 30 年度以降新たに指導した事項及び内容 

  

  ①申請に対する修正・指導内容（問８） 

   申請段階での書類についての修正指導では、「記載漏れ、記載ミス」が 88.9%の団体から寄
せられている。一方、記載漏れ以外の具体的な課題としては、「計画図の準備がなされない」

ことと「モニタリング調査」に関することが過半数を超える地域協議会より指摘されており、

特に申請段階における書類作成において、計画図とモニタリング調査が、活動組織にとって

大きなハードルとなっていることを示す結果となっている。 
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① 申請書類の記載漏れ、記載ミスがあった

② 交付⾦対象外の活動が申請されていた

③ 適切な計画図（森林計画図や縮尺1/5,000以
上の図面）が準備されていなかった
④ 0.1ha以上という面積の要件が満たされてい
なかった

⑤ 面積の算定が適切かどうか分からなかった

⑥ 活動対象地に関する協定書が適切な内容では
なかった

⑦ 森林経営計画の対象地が含まれていた

⑧ 交付⾦の使途に適切ではない内容があった

⑨ 添付された写真では対象森林の現況を把握す
ることが困難であった

⑩ 活動スケジュールが適切ではなかった

⑪ 安全のために着⽤する装備が十分ではなかっ
た
⑫ 保険に未加入ないしは、補償内容が不十分
だった

⑬ 安全講習の内容が適切ではなかった

⑭ モニタリング調査の内容が適切かどうか分か
らなかった

⑮ その他

⑯ 特に指導・修正は⾏っていない

地域協議会数（n=45）

図表 2.6 申請に対する修正・指導内容 
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②モニタリング調査を行うにあたり地域協議会に寄せられた相談（問 14） 

モニタリング調査については、「どのような調査を行えばよいのかわからない」との回答が

75.6%に当たる 34地域協議会より寄せられている。そのほかでは、数値目標の決め方や、ど
のような数値を書けばよいのかわからない、あるいは数値目標の大きさをどのように決めれ

ばよいのかわからないという回答があり、数値の設定そのものが大きな課題であることを示

す結果となっている。 
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① どのような調査を⾏えばよいのかわからない

② ガイドラインに、目指す森林の状態を把握す
るのに適した調査⽅法がない
③ 調査区（標準地）をどこに設定すればよいの
かわからない
④ どのように数値目標を決めればよいのかわか
らない
⑤ 数値目標の大きさをどれくらいにすればよい
のかわからない

⑥ いつ初回調査を⾏えばよいのかわからない

⑦ いつ年次調査を⾏えばよいのかわからない

⑧ モニタリング結果報告書にどんな数値を書け
ばよいのかわからない
⑨ モニタリング結果報告書にどんな写真を添付
すればよいのかわからない
⑩ モニタリングの調査⽅法の変更をどのように
すればよいのかわからない
⑪ モニタリングの数値目標の変更をどのように
すればよいのかわからない
⑫ モニタリングの調査区（標準地）の変更をど
のようにすればよいのかわからない
⑬ 積雪や災害被害等で、モニタリング調査を実
施できない
⑭ モニタリング調査の結果が悪く、数値目標を
達成できる⾒込みがない

⑮ 独⾃の調査⽅法でモニタリングを実施したい

⑯ その他

⑰ 特にモニタリング調査について問い合わせは
ない

地域協議会数（n=45）

図表 2.7 モニタリング調査を行うにあたり地域協議会に寄せられた相談 
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③地域協議会で実施したモニタリング調査に対する支援（問 15） 

モニタリング調査については、「参考となる資料の紹介」が過半数の 25地域協議会となっ
ている。モニタリング調査の際に、地域協議会も担当者も参加して適宜、助言を行うケース

も 14地域協議会となっている。モニタリング調査については活動場所、活動組織ごとに異な
る課題が生じている可能性もあり、そのような個別の活動組織の課題状況を把握する上では

有効であると考えられる。 
 45地域協議会中、41地域協議会で何らかの支援が行われており、モニタリング調査につい
ての支援体制は全国的に広がりつつある。モニタリング調査は、活動組織にとって、非常に

実施に当たって特に課題が生じやすい面もあるため、より効果的な支援策について、全国的

な共有を行うことが望ましいと考えられる。 

 
  
 
  
 
 
  

14

7

25

3

3

0

13

3

4

0 10 20 30

① モニタリング調査の際に、地域協議会の担当
者も参加し、適宜助⾔を⾏う

② モニタリング調査を実施する上で参考となる
資料を独⾃に作成した

③ モニタリング調査を実施する上で参考となる
資料の紹介を⾏っている（独⾃作成除く）

④ モニタリング調査についての助⾔や⽀援が可
能な個人（専門家）の紹介を⾏う

⑤ 本交付⾦を取得している活動組織から、モニ
タリング調査について助⾔や⽀援が可能な団体を
紹介している
⑥ 本交付⾦を取得していない団体から、モニタ
リング調査について助⾔や⽀援が可能な団体を紹
介している

⑦ モニタリング調査の実施⽅法に関する講習
会・学習会を実施する

⑧ その他

⑨ モニタリング調査に関連して、特に⽀援を
⾏っていない

地域協議会数（n=45）

図表 2.8 地域協議会で実施したモニタリング調査に対する支援 
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④活動組織が撮影した写真に関連して生じた課題（問 22） 

写真については「集合写真」や「遠景写真」が特に不足しているケースが多いことを示す

結果となった。集合写真については作業開始時点で全員がそろっているとは限らないこと、

「遠景写真」については作業場所の状況によっては撮影が困難なケースがあることも原因で

あると考えられる。 
 写真の不足も過半数の 26 地域協議会より寄せられている。できる限り写真を多く撮って
いただくことが望ましい一方で、活動組織側から見た場合は写真撮影者の確保や写真の整理

負担という課題もあり、必要な写真の確保については、今後検討が必要であると考えられる。 
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① 撮影された写真が少なかった

② 目印がないなどで、森林の状態の変化が分から
ない状態の写真があった

③ 作業日ごとの写真の整理ができていなかった

④ 写真がない、あるいは撮影枚数の少ない作業日
があった

⑤ 参加人数がわかる集合写真がない場合があった

⑥ 作業前の写真がない場合があった

⑦ 作業中の写真がない場合があった

⑧ 作業後の写真がない場合があった

⑨ 購入物品に関する写真がない場合があった

⑩ 活動場所の遠景写真がない場合があった

⑪ 活動場所の近景写真がない場合があった

⑫ モニタリング結果報告書に必要な写真が不⾜し
ていた
⑬ 同一日の活動記録に、明らかに違う日に撮影さ
れた写真が混在していた
⑭ 作業前後の写真が、明らかに異なる場所となっ
ている写真があった
⑮ ⼿振れなどで不鮮明な写真が活動記録に利⽤さ
れていた

⑯ その他

⑰ 特に写真に関連して問題は生じていない

地域協議会数（n=45）

図表 2.9 活動組織が撮影した写真に関連して生じた課題 
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４）各地域協議会が活動組織に対してモニタリング調査に関して指導した事項及び内容 

  

  ①モニタリング調査に関連して実際に生じた課題（問 16） 

モニタリング調査については、「活動組織にモニタリング調査の方法を理解してもらうこと

が難しい」という回答が 30地域協議会より寄せられている。モニタリング調査については、
実施に至るまでが非常に大きなハードルになっていることを示す結果となっている。 
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① モニタリング調査の⽅法が妥当であるかどうか判断ができない

② 提案された独⾃調査が適切であるかどうか判断ができない

③ 承認されていない独⾃調査のみを実施する団体がいる

④ モニタリング調査の調査場所が適切であるかどうか判断ができ
ない

⑤ 混み合っていない森林など、モニタリング調査のガイドライン
で想定されていない状態の場所を調査場所とする団体がいる

⑥ 初回調査の調査結果が適切であるかどうか判断ができない

⑦ 初回調査に不備があった際の対応⽅法が分からない

⑧ 活動組織にモニタリング調査の⽅法を理解してもらうことが難
しい

⑨ 活動組織がモニタリング調査に必要な道具を準備することがで
きない

⑩ なぜモニタリング調査が必要であるのかを説明ができない

⑪ 調査⽅法について助⾔や指導を⾏うことのできる地域協議会の
担当者がいない

⑫ 調査⽅法について助⾔や指導が可能な個人・団体に協⼒を仰ぐ
ことができない

⑬ 活動組織の決めた数値目標が妥当であるかどうか判断ができな
い

⑭ 数値目標を決める際の前提となる「活動組織が実現可能な作業
量」を評価できない

⑮ 初回調査実施後に、数値目標の達成が難しいと判明した団体に
どう指導すればよいのかわからない

⑯ その他

⑰ 特に課題と感じるようなことはない

地域協議会数（n=45）

図表 2.10 モニタリング調査に関連して実際に生じた課題 
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②モニタリング調査における課題の発生状況（問 17） 

 モニタリング調査は平成 29年度から導入され、令和元年度で 3年目となるが、課題の量は
昨年、一昨年と比較して横ばいと回答した地域協議会が全体の６割を占めた。 
 

 
 

 
  

①

5

11%

②

29

64%

③

9

20%

④

2

5%

①去年、一昨年に比べ、モニタリング調査に関する課題の量が増えている

②去年、一昨年に比べ、モニタリング調査に関する課題の量はほぼ変わらない

③去年、一昨年に比べ、モニタリング調査に関する課題の量は減っている

無回答

図表 2.11 モニタリング調査における課題の発生状況 
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５）他の地域協議会と情報等を共有している事項及び内容 

 

①モニタリング調査に関連して、印象に残った問題あるいは、対応が難しかった事例（問 18） 

具体的な回答内容について以下に記載する。 

 

 

モニタリングに対する問題 実際に行った対応 解決の 
有無 

・林野庁作成のガイドラインがやや難しく、活

動組織が十分理解できない。（平成 30、31年
版では大きく改善されている） 

・地域協議会独自のモニタリングの手引き

を作成し、講習会や現地実習を開催し

た。 

解決 

・モニタリング調査の実施そのものに疑問があ

る。特に、令和元年度の事業見直しにより、

「同じ場所で同じ内容の活動」が認められな

くなったことから、モニタリング調査は不要

とするか、少なくとも２年目以降の調査内容

等を変えるべき。 

・特に行っていない。 無回答 

・多様な森林で多様な活動を実施しているた

め、モニタリングの方法がガイドラインだけ

では対応できない。 

・他地域のモニタリングの方法を参考にし

ながら、できるだけ多くのモニタリング

の方法を設定した。 

未解決 

・モニタリング調査において、「モニタリングの

調査ガイドライン」に記されている標準地の

設定方法及び、専門用語（相対幹距比等）が

理解できない。 

・現地へ出向き助言・指導を実施したが、

過疎山村の高齢者が構成員に多く含ま

れる活動組織は、全く理解できず交付金

申請を取り下げた団体もあった。（平成

29年度） 

未解決 

・モニタリングの方法、目標の設定方法に問題

がある。 
・モニタリング研修会への参加。 不明 

・団体独自で設定する目標値の根拠（妥当性を

第三者に説明できるもの）が不明のものがあ

る。 

・平成 29 年度に国が示した目標値を参考
に、地域における経験を参考にするよう

指導した。 

不明 

・３年間で達成すべき「数値目標」を設定する

ための基準または目安がない。 
・森林の状態により異なることから「正解」

はないものとして現場で複数人で決定

している。 

未解決 

・目標達成率が 100％に至らず３年間を終了し
た場合のその後の団体への指導のあり方が

問題。 

・活動組織には口頭で「100％達成するま
で自力で活動を続けるように」と指導し

ている。 

未解決 

・活動組織のレベルに大きな差があり、共有す

る以前の問題で苦労している。基本的なモニ

タリング調査の必要性を説明しているが、円

滑な実施につながりにくい。 

・現地調査の際に説明しているが、理解さ

れる段階にまで到達できていない。 
未解決 

・問 16の課題について共有すべき。 ・特になし。 不明 

  

図表 2.12 モニタリング調査に関連する問題及び、問題解決のために実際に行った対応 
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②協議会運営を行う上で特に苦労したこととその解決策（問 34） 

具体的な回答内容について以下に記載する。 

 
 
 

苦労したこと 解決の 
有無 解決方法／解決困難理由 独自の取組 

・書類（実績報告書）作

成等の整理が十分行

えない活動組織があ

る。 

解決 ・地域協議会の人員体制を強化

して実績報告書の審査及び

活動組織に対する指導を行

った。 

・現地確認を行う際に、資料の整

理や書類の作成、モニタリング

調査等について個別指導を行

っているが、活動組織の数が多

く、地域が広大で遠隔地も多い

ことから、限られた人員では十

分な指導ができていない。 
・森林経営計画につい

て、森林簿で確認して

いたが、情報が未記載

だったために活動を

実施してしまった森

林がある。 

対応中 ・終了しているため、どのよう
に対応するべきか苦慮して

いる。 

・市町村から意見を求める際に、

森林経営計画有無の確認を強

く要望している。 

・「モニタリング調査は、

目標林型と作業内容

の方向性が科学的に

間違っていなければ

良し」と言われるが、

林学的な知識がない

ので指導・判断が難し

かった。 

解決 ・正木隆著『森づくりの原理・

原則』を指導・判断の参考と

している。現場で森林のこと

を考えるためのヒント集的

な一冊として地域協議会の

皆様にお勧めしたい。 

（特になし） 

・台風 15 号の被害が著
しく、各現場は多数の

倒木が折り重なった

状況。復旧に取り組ん

でいるが、活動組織で

は手に負えず、予定さ

れた活動日数では終

了できない状況であ

り、今後の対応につい

て各団体から問合せ

が殺到している。 

対応中 ・安全第一に無理な作業をしな
いことを徹底した。また、所

定の面積を対象として何ら

かの整備活動が行われてい

れば実績として認められる

こと、結果的に来年以降に倒

木処理が残っても問題がな

いことを周知した。 

（特になし） 

図表 2.13 協議会運営を行う上で特に苦労したこととその解決策 



  

2-15 
 

苦労したこと 解決の 
有無 解決方法／解決困難理由 独自の取組 

・地域の特性上、降雪に

より、活動組織の作

業、協議会の現地確認

が難しくなる。 
・一部、催促しても必要

書類が提出されない

団体がある。 
・活動組織にパソコン操

作が不得手な高齢者

が多く、書類作成に苦

労している面がある。 

対応中 ・降雪自体はどうにもならない
ため、早期作業等で対応して

いる。 
・書類提出については、市町村

を通じて催促をしている。該

当する団体を管轄する市町

村の担当職員が団体に聞き

取りを行い、代理で作成して

いるケースもある。 

（特になし） 

・活動組織から申請のあ

った交付金を満額確

保できず、事後の調整

に苦慮した。 

未解決 ・予算状況により協議会単独で
は解決できない。 

（特になし） 

・申請書、実績報告書の

記載が不十分で、修正

に苦労した。 

解決 ・当方で記載内容を示した。 （特になし） 

・交付金事務と活動組織

に対し、指導（技術・

事務）できる技術者の

確保 
※該当職員は平成 30  
年度途中で退職。 

未解決 ・交付金事務と森林管理に精通
した技術者がいない。県職員

退職者に依頼しているが、再

雇用制度が充実している関

係で人材確保が難しい（市も

同様）。 
・人材を育てる余裕がなく、即

戦力のスタッフがいないと

事務作業が中断する。 

・ない。助言をお願いする。 

・新規活動団体の掘り起

こし 
対応中 ・森林整備を進めたいという地

域の声はあるが、本事業に取

り組むには、事務の内容・量

が高いハードルとなり、取組

を断念ケースが多い。 

（特になし） 

・活動組織の事務能力が

低いところがあり、指

導に苦労した。 

解決 ・何度も事務所に来訪してもら

い、指導した。 
（特になし） 

・モニタリングに関して

人工林でない山林で

のモニタリングの設

定場所、設定場所の評

価の継続期間の説明。 

対応中 （特になし） （特になし） 
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苦労したこと 解決の 
有無 解決方法／解決困難理由 独自の取組 

・４年目以降の活動につ

いて同一タイプ・同一

内容での申請を不可

とした点をご理解い

ただけない団体もあ

り、新規施業地を見つ

けてもらう等の対応

が発生した。 
・施業地の図面提出の際

に、面積を確認可能な

図面を用意できない

団体があった。 

解決 ・変更点を説明するための独自

資料を作成し、必要があれば

直接話し合いを行って、活動

組織に理解をしていただい

た。また、新しい施業地を探

してもらい、再度申請しても

らう等の対応も行った。 
・1/5000の図面に統一し、必要
があれば活動組織に施業場

所を再度図示してもらった。

（特になし） 

・モニタリング調査への

対応 
対応中 （特になし） （特になし） 

・新規団体の募集に関

し、市町村の協力がな

かなか得られない。 
・団体の自立について指

導を行っている中で、

「産業」を目指す団体

に対しての「出口対

策」が不足しており、

モデルとなるスキー

ムが確立できない。 

対応中 ・竹林整備に取り組む活動組織
が多いので、たけのこを出

荷、加工等で自立化をはかる

ケースが多い。情報共有や活

動組織の連携などを促し、あ

る程度までのスキームは確

立できつつあるが、自立化、

地域の産業化まではなかな

か到達しない状況。 

（特になし） 

・要領の変更で対象とな

る活動が変わるたび

に対応に苦慮。（要領

が変更したと回答す

るしかなかった） 

対応中 （特になし） （特になし） 

・森林経営計画と活動場

所の重複 
対応中 ・活動中に森林経営計画が樹立

されることがあるため重複

の確認が困難 

・森林経営計画対象地は交付金

の対象外であることの、森林所

有者、活動組織、市町担当者へ

の周知 
・知らない間に、活動地

の森林が森林経営計

画に組み込まれた。 

解決 ・意見書に森林経営計画確認欄

を設けた。 
（特になし） 

・何度お願いしても報告

書を期限内に提出で

きない団体があった。 

解決 ・事務処理が出来る人に依頼し

て事務処理をしていただい

た。 

（特になし） 
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６）地域協議会が活動組織を対象に実施している支援・指導等の事項及び内容 

  

①安全対策を推進するために活動組織に対して行っている取組（問 19） 

安全対策について、「特に安全対策を推進するための取組を実施していない」との回答は１

協議会のみであり、44地域協議会は、何らかの安全対策推進のための取組を行っている。本
交付金に限らず、森林内での作業を行う上では、安全性の確保が最も重要である。特に本交

付金については、林業を専門としていない方も参加することが多いため、安全対策の推進は

特に重要であると考えられる。 
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① 安全講習会の実施（地域協議会（事務局団体
を含む）が主催あるいは共催するもの）

② 他団体（⾃治体等）が主催する安全講習会へ
の参加呼びかけや案内の送付

③ 安全装備購入などの安全対策に交付⾦を利⽤
するように指導

④ 保険加入の斡旋

⑤ 安全対策の不備が⾒つかった場合は事情聴取
する

⑥ 安全マニュアルの配布・紹介

⑦ 記録写真による活動組織の安全対策の実施状
況の確認と指導

⑧ 現地確認の際の活動組織の安全対策の実施状
況の確認と指導

⑨ 事故情報に関する周知などの安全に関する注
意喚起

⑩ その他

⑪ 特に安全対策を推進するための取り組みを実
施していない

地域協議会数（n=45）

図表 2.14 安全対策を推進するために活動組織に対して行っている取組 
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７）地域協議会が交付金活動を終了した活動組織を対象に実施している指導や情報提供等の事

項及び内容 

   

①本交付金の活動を終了した活動組織の活動状況の把握状況（問 26） 

地域協議会における、本交付金終了後の活動組織の活動状況の把握状況については、「一部

について活動状況を把握している」との回答が、全体の過半数の 24 地域協議会となってい
る。交付金終了を境に地域協議会との関係が薄くなっていることを示す結果となっている。 

 
 
 
   
  
  
  

①

4

9%

②

5

11%

③

24

53%

④

12

27%

①交付金活動終了後の活動組織のほとんどについて活動状況を把握している

②交付金活動終了後の活動組織の半数程度について活動状況を把握している

③交付金活動終了後の活動組織のうち一部について活動状況を把握している

④交付金活動終了後の活動組織の活動状況はほぼ把握していない

図表 2.15 本交付金の活動を終了した活動組織の活動状況の把握状況 
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②本交付金の活動を終了した活動組織が活動を継続していくための支援（問 27） 

本交付金終了後に活動を継続していくための支援については、19地域協議会が、活用可能
な補助制度の紹介を行う一方で、「特に支援は行っていない」も 21地域協議会となっている。 
交付金終了後にも、何らかの交流関係を確保することで、該当地域全体での森林の活動の活

性化につながることが期待できる。また、活動の継続が実現できているかどうかを把握する

上でも重要であると考えられる。 

 

 

 

  
  

 

 

  

19

0

1

2

2

3

21

0 10 20 30

① 本交付⾦以外に活⽤可能な補助制度を紹介

② 林産物の販売収入に関する情報を提供

③ ⾃⽴的な活動に向けた協⼒団体を紹介

④ 過去に⾃⽴化に成功した活動団体の事例を紹介

⑤ 該当団体のwebサイトへのリンクを地域協議会

のwebサイトに掲載

⑥ その他

⑦ 特に⽀援は⾏っていない

地域協議会数（n=45)

図表 2.16 本交付金の活動を終了した活動組織が活動を継続していくための支援 
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８）地域協議会が平成 30 年度以降新たに国に対して要望する事項及び内容 

    

①地域協議会からの国に対する要望（問 35）  

主な回答内容について以下に記載する。 

 
■制度全般に関すること（９地域協議会） 
・森林経営計画が策定された森林で全て公共事業等が実施できる状況にはない。制度と現

実の乖離があり、活動組織に対して納得いく説明ができない。森林経営計画が策定され

ている森林であっても、当面公共事業等を実施する予定がない森林は、公共事業等の実

施が可能となるまでの間、森林・山村多面的機能発揮対策交付金を活用できるように制

度の緩和をしてほしい。 
・他の補助金事業と比べて制約が少なく使い勝手が良い交付金だが、（関係者の間で事業の

趣旨や目的を必ずしも共有できていない面があることから）本事業の実施に至った経緯

と基本的な考え方を今一度整理してはどうか。 
・モニタリングを出来高管理とし、活動実績は現地で成果のみの確認とする等の対応につ

いて検討できないか。 
・一般の方が地域の森林整備に関与でき、森林に対する一般の方の関心を高める上で大変

有効な施策。活動組織には林業の素人や高齢者が多いことから、規制等はできるだけ緩

和してほしい。 
・本交付金の活動期間（３年で一区切りの見直し）や、交付金の使途について柔軟な運用

を希望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５件 

 

■本交付金の支援対象（５地域協議会） 
・森林環境譲与税を活用した事業実施について検討してほしい。 
・新たに間伐や広葉樹の大径木伐採を想定した単価を設定してほしい。また、里山林の整

備は、３年間で効果を上げることは困難なので、ニーズがあれば新たなタイプ（里山二

次林の更新を目的とした活動等）の設定について検討いただきたい。 

・今年１年目又は２年目の組織が自然災害に見舞われた場合は残りの期間で復旧が完了し

ない恐れもある。このような場合の支援措置を検討いただきたい。 

・丸太や林産物の買取などのプラットホームづくりなど、活動が経済的に自立できるよう

な支援対策をしてほしい。 
・教育・研修活動タイプの復活を希望する。 

 
■事務関連（６地域協議会） 
・多くの活動組織が３月末まで活動を行うため、地域協議会が各活動組織の実績を取りまと

めて 4 月 10 日までに国に実績報告書を提出することが非常に困難。活動組織向け交付金

は、都道府県と同様に報告期限を 6月 10 日までとしてほしい。 

・資機材に関して備品台帳を整備しているが利用実績などの報告は義務付けられていない。

会計検査院の調査項目になっているか不安な面がある。会計検査院の調査内容に関する情

報がほしい。 
・所有者特定が困難な土地に対して、活動同意書に代わる添付書類を作成してほしい。 

・活動組織に係る事務手続きの負担軽減を希望・・・・・・・・・・・・・・・・・・３件 
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■市町村等との連携 （１地域協議会） 
・本交付金の運用に際して、都道府県を介して市町村に対する協力要請を行うことも重要で

はないか。 

 
■モニタリング関係（１地域協議会） 
・過疎地域の活性化を目的とした活動で、モニタリング調査以外の方法で評価することを検

討してほしい。 
 
■情報発信・情報共有（２地域協議会） 
・現在はブロック会議に合わせて地域協議会が集まっているが、地域協議会同士で協議する

時間がなく、他の地域協議会の活動状況を知る機会がない。今後は地域協議会単独のブロ

ック会議開催をお願いしたい。 
・共通の広報媒体（ポスターなど）の作成、配布も必要ではないか。 
 
■その他（８地域協議会） 
・本事業の継続を希望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５件 
・交付金の増額を希望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２件 
・本事業による高い効果を創出するために、活動組織の自立を目指す、または誘導する出口

対策や、「森林サービス産業」に向けたスキームづくりが重要ではないか。 
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９）その他交付金の評価検証に有効な事項 

  

 ①市町村からの協力（問 28） 

市町村との協力については、「森林経営計画の範囲内かどうかの確認」が最も多く、86.7%
の地域協議会が実施していた。市町村が申請書類の事前確認等を行うケースも 17 地域協議
会で行われている。市町村との協力関係がない地域協議会は５地域協議会のみであり、地域

協議会にとっては、市町村が特に重要な協力対象となっている実態を示す結果となっている。 

 

 
 
主な自由記述回答 
・一部市町村では活動区域の面積算定を手伝っている。 
・一部市町村では活動組織の立上げを支援している。 
・本交付金の実施に当たっては市町村の助成を必須としており、支援内容の差はあるもの

の、現場確認への同行や、提出資料のチェック等、市町村から各種の協力を得ている。

17

9

39

4

1

2

16

1

11

4

1

3

5

0 20 40 60

① 活動組織の申請書類の事前確認／作成⽀援

② 活動組織の具体的な作業状況の確認

③ 活動組織の活動対象地が、森林経営計画の範囲
内かどうかの確認

④ 活動組織の活動場所の提供、斡旋

⑤ 安全講習や森林施業技術の向上に向けた講習・
指導の実施

⑥ 森林内での作業に対する助⾔

⑦ 本交付⾦の募集に関する広報

⑧ 活動組織の活動に関する広報

⑨ 年度末書類（実施状況報告書等）の作成に関す
る事前確認／作成⽀援

⑩ 活動組織向けの資機材の貸与

⑪ 森林・林業関係（新たな森林管理制度の取扱い
等）の情報の提供

⑫ その他

⑬ 特に本交付⾦に関連した協⼒は⾏っていない

地域協議会数（n=45）

図表 2.17 市町村からの協力 
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②どのような団体とどのような内容での協力関係にあるか（問 29）   

市町村以外で協力関係にある主体としては、最も多いのが都道府県となっている。特に、都

道府県との協力関係では、過半数の地域協議会が広報活動で協力があると回答していた。 
大学・研究機関との協力があると回答した地域協議会は３地域協議会のみであった。ただし、

地域の状況を踏まえた活動の指導などでは、研究者の協力は非常に重要であることから、今後、

より協力が進展するような取組が必要であると考えられる。 
 

 

 

 
書
類
作
成
の
指
導 

作
業
や
活
動
に
つ
い
て
の
助
言 

安
全
等
の
講
習
の
実
施 

資
機
材
の
貸
与 

広
報
活
動 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査
の
支
援 

特
に
協
力
関
係
は
な
い 

①都道府県 15 17 12 1 23 12 5 

②別の地域協議会 4 5 0 0 1 1 31 

③森林組合 2 4 3 1 4 0 25 

④公益法人、ＮＰＯ 1 0 4 0 3 0 31 

⑤大学・研究機関（研究者） 0 1 0 0 1 1 36 

⑥その他 1 1 2 2 2 1 17 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

  

協力団体 

協力内容 

図表 2.18 他団体との協力関係 
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２－２ ヒアリング調査の概要 

アンケート調査の結果を受けて、より具体的な活動状況等を確認するための補足的なヒアリ

ング調査を 2地域協議会に対して実施し、その内容を整理した。 

（１）ヒアリング項目の検討 

アンケート調査の結果を踏まえて、地域協議会に補足的にヒアリングする項目及び内容の案

を以下のように整理した。 
 

 

 
  

地域協議会へのヒアリング項目案 

［申請段階］ 

○申請団体の募集開始時期及び募集方法 

○申請団体を増やすための取組・工夫 

○申請団体を増やすための広報の内容 

○申請書類の作成・提出時における問題点やミスの発生状況 

○申請書類の不備を防止するために、申請団体に対して行っている指導や支援の内容 

○地域協議会の管内で多数の申請がある理由 

［他の主体との協力］ 

○市町村、市町村以外の主体との協力関係及びその内容 

○手続上の課題（交付金採択後～実施状況報告書提出まで） 

○活動組織に対する現地調査の実施頻度（採択後） 

○現地調査における確認・指導内容 

○安全講習の開催に伴う問題の有無 

○活動組織による安全講習の円滑な実施のために支援・指導をしている内容 

○作業実施段階における問題点や問合せ内容について 

［モニタリング調査関連］ 

○活動組織からの相談内容（活動組織が難しいと感じる点） 

○活動組織から問合せを受けるタイミング 

○モニタリング調査に関する支援の有無と内容 

○活動組織におけるモニタリング調査の実施、モニタリング結果報告書の作成に関して指

導に苦慮している点 

○モニタリング調査方法に関する、地域協議会から国への要望 

［書類提出段階］ 

○活動組織における提出書類の作成上の問題点及び、その後の対応内容 

○数値目標に関する活動組織からの問合せ内容と、問合せ後の対応内容 

［その他］ 

○本交付金を活用した取組を円滑に進める上で工夫している点 

○交付金の手引き等の説明資料の作成時に説明が必要な点 

○本交付金に関する国への要望事項 
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（２）調査方法 

上記（1）で整理した項目及び内容について、対面式でヒアリングを行った概要を以下に示
す。 

A地域協議会は、活動組織数が全国の中でも特に多い特徴があるため、交付金に関する解説
資料等の作成の参考とするために、具体的に活動組織が参加しやすい仕組み等の有無を確認し

た。B地域協議会は、今後の災害対応に向けた参考情報を得るため、令和元年度に生じた災害
被害の実情を中心に、状況の確認を行った。 
 

図表 2.18 ヒアリング調査の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

（３）調査結果の整理 

ヒアリング結果の概要を以下に示す。 

  
■対象団体：Ａ地域協議会 
 
 １）申請段階における工夫・状況 

●具体的な申請段階における取組 

 新規の団体を増やすために、特別な広報等は実施していない。コーディネートしてくれ
る既存の組織が、団体に呼び掛けを行っているため、地域協議会から積極的に広報する

ことはない。特に市町村を通じた広報等も行っていない。既存の組織による口コミがほ

とんどである。 

 新規の団体から申請があった場合に不採択にすることはない。もし、交付金の枠を超え
てしまった場合は、各団体の活動面積を減らすなどの調整を行い、全ての団体が活動を

行えるようにしている。 

 追加募集の際は、予算の関係上、県・市町村の負担について留意していることがある。
各団体には、追加募集で申請した場合は、県・市町村の負担がなくてもよいかと、確認

することもある。 
 地域協議会としては、市町村に対象地が森林経営計画の対象かどうかを確認してもらえ
るだけでも助かっている。 

 書類の記載について面積が異なっている場合は、各団体に確認するように指導している。 
 
２）他の主体との協力 

●市町村との協力 

 県が市町村との連絡・調整を担っているため、地域協議会は市町村とのやり取りはほと

項目 内容 

目的 
森林・山村多面的機能発揮対策における地域協議会の取組状況や課題等に
関するより具体的な内容の把握 

対象 
・A地域協議会（令和元年 8月 5日） 
・B地域協議会（令和元年 1月 17日） 

実施方法 現地にて対面方式で実施 



  

2-26 
 

んどない。県が関与することになってからは、地域協議会に対して細かい指摘をするこ

とも出てきた。 
 県内の市町村は協力的で 9 割は前払い（概算払い）している。当初見込んだ予算で足り

なかった場合は、補正予算で対応している。 
 直接、市町村から地域協議会に問合せがくることが稀にある。 
 
●活動組織間の協力 

 「活動する場所を確保できない」、「活動メンバーが高齢」、「活動団体代表の健康上の理
由」などの理由で活動を中止する団体もある。ただし、交付金が採択された団体が年度

途中で活動できなくなった場合は、近隣で活動する団体が応援して支え合うことがある。

小さな団体の場合は、周辺の団体が応援することもある。 
 チップ化するための機材を団体間で貸出を行っている。トラックに積んで運べるタイプ
の機材である。 

 自伐型林業が盛んになっているため、県外の自伐型林業関連の組織と繋がっている例が
ある。林道作業道に関する研修会なども行っている。 

 
●森林経営計画に関する確認状況 

 活動団体には、事前に市町村に確認した方が良いとの助言を行っている。前期計画のエ
リアに該当しているかどうかの確認や、証明証を用意する必要がある場合は、市町村に

お願いしている。 
 
３）作業実施段階 

●現地調査 

 可能な限り年 1回は現地確認を行っている。現地では平均 1時間程度費やしている。夏
場を避けて 9~10月に現地をまわっている。 

 （現地調査では）エリア（位置）の確認やモニタリングのやり方などの確認を行ってい
る。 

 
●作業実施段階の支援策 

 年 1 回、初心者向けの講習を行っている。団体からの依頼があれば講習を行っている。
講師は、地域協議会の職員が行う場合もあれば、外部に依頼することもある。 

 
●書類作成上の対応や課題 

 作業日報の様式は独自で作成している。様式はホームページで公開している。 
 （課題として）いつ撮影した写真かわかないケースがある。そのため作業看板の様式を
作成した。 

 岩手県では面積に応じて、写真撮影の箇所数を決めている。作業前、作業中、作業後の 3
回撮影することになっている。 

 （購入可能な物品について）補助率が 1/2 か 1/3 かを取り間違えているケースがある。
また、業者による値引きにより、見積額と購入額が異なるケースがある。値引きがあっ

た場合は、額に応じて後で交付金を返還してもらっている。 
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４）モニタリング関連 

●モニタリングに関連して、活動組織からの相談内容／活動組織が難しいと感じる点 

 標準地の取り方が難しいとの声がある。 
 既に環境が良い場所でも「見通し調査」が行われている。また山奥でも行われているが、
そのような場所での「見通し調査」の実施には疑問を感じる。 

 独自に林分調査票を作成している。それを基に初回調査、2 次調査の状況を記入するよ
うにしている。 

 安全講習会の際にモニタリングの説明も地域協議会で行っている。 
 
●モニタリング結果報告書の目標達成度が定量的に記載されていない場合、報告書の記載事

項の修正や現地での指導等を行っているか 

 数値が記載されずに報告された場合も、既に作業を終えてしまっているので、来年から
は記載するように指導している。 

 定量的に示すことは難しいと思っている。まず「モニタリング」とは何かを理解してい
ない人も存在する。 

 下層の植生調査を実施したい団体もある。学校の先生などは植生調査を希望する傾向が
ある。ただし、植生調査は専門的な知識がないと実施できない。 

 
●数値目標に関して、活動組織から寄せられた質問・意見と、それに対する対応 

 特にないが、地域協議会からは 3 年間で達成できる目標を記載するように指導・助言を
行っている。 

 除伐、間伐にあまりこだわると、コスト単価的に合わないと思う。ヘクタールあたり 16
万円くらいだと、実際には費用を賄えない。無理しなくて済むような目標数値がないか

悩ましく感じている。無理しない目標を立てるように指導している。 
 広葉樹の目標を立てることが難しいとの意見がある。素人では目標を立てることができ
ない。 

 
５）年度末の書類提出書類段階 

●具体的な指導や支援について 

 （Excel で入力が可能な）独自に作成したシステムがあるので助かっているとの声があ
る。 

 転記ミスはよくある。その際は指導している。 
 これまで年 1 回の講習会を開催しているが、今後はより参加しやすくなるよう回数を増
やしていきたい。 

 
６）その他 

●交付金全体に関連して、国への要望について 

 交付金で山に手を入れるようになってから、これまで山に見向きしなかった山主が自ら
手入れを行うようになった良いケースがある。 

 本交付金によって活動組織が立ち上がったことは良いことだと思う。 
 ぜひ本交付金の制度を今後も継続して欲しい。この制度が無くなってしまうと、今まで

積み上げてきたものが無くなってしまう。 
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■対象団体：Ｂ地域協議会 

 
１）災害への対応について 

●災害の発生状況 

 県全域の活動組織で台風被害が生じている。状況については、活動組織に報告をしてい
ただいた上で、実際に現地確認を行っている。 

 100 本を超えるレベルで樹木が倒れた活動組織もあり、活動計画やモニタリング調査に
ついては見直しが必要な状況にある。 

 被害についても、倒木がかかり木になるなど、ボランティア団体が対応するには難しい
問題も発生している。 

 
●活動組織からの要望 

 「活動期間の延長（3 年間までという縛りをなくしてほしい）」「被害木除去についての
追加支援が欲しい」といった声が 6割程度の団体からきている。 

 2団体ほどは、災害対応ができず、活動の中止を要望している。 
 
●モニタリング調査への影響 

 モニタリングの標準地が被害を受けるケースも出ている。軽微な事例では、モニタリン
グの標準地を被害の少ない場所にずらして調査を進めることを推奨している。 

 被害が大きいところでは、倒木が多すぎて、当初のモニタリング計画の全面見直しが必
要となるケースもある。相対幹距比調査を実施しているケースにおいて、倒木で樹木が

なくなってしまっては調査はできない。 
 倒木が発生した場所では、森林内が明るくなりすぎて、アズマネザサが繁茂するような
ケースも生じている。アズマネザサ対応が必要となるが、そうなると当初の活動計画や

モニタリング調査計画とは全く違う内容にならざるを得ない。 
 
●地域協議会や活動組織が直面している課題について 

 モニタリング調査は平成 29 年度から始まったが、3 年間かけて行うはずの計画を立て、
2 年半かけてやってきたことが、台風の影響で最後の半年で大きく変化してしまった。
残り半年の状態で、活動計画やモニタリング調査を大きく変えることが認められるのか、

という点について懸念を抱いている。 
 もともとの活動計画で行う予定だった活動面積については、災害被害木の対応だけで大
きな負担が生じており、計画どおりの面積の作業ができなくなることも懸念される。こ

の場合の交付金額はどうなるのかということも懸念している。 
 
●災害への対応 

 被害状況の確認を依頼している。 
 また、風倒木、危険木の状況について確認をして、被害木の処理をするように伝えてい
る。被害木の処理については、何よりも安全性を重視するように指導し、今年度内に処

理をしきれなくても良い旨を伝えている。 
 被害状況を把握する取組をしていれば、交付金の活動として認めると指導している。 
 作業面積については、風倒木が発生した箇所であっても、草刈りなどの何らかの作業を
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行うように伝えている。交付金が面積単位で出ることから、従来の活動計画どおりの面

積で作業をしたという実績を作ってもらっている。 
 モニタリング調査については、今年度（令和元年度）が第一次のモニタリング調査の実
施期間であるので、来年度以降は大幅に変更することを認めることになるのではないか。 

 
●災害に関連した国への要望 

 災害被害対策について、対応マニュアルのようなものがあればよい。何が認められるの
か、何が認められないのかについて、活動組織なども非常に不安な状態となっている。 

 
２）他の主体との協力 

 B県では、書類作成に当たっては、市町村と相談して作成していただく形をとっている。
そのため、書類についての問合せはまず市町村に行く。 

 
３）モニタリング調査について 

●モニタリング調査に関する課題への対応について 

 平成 29 年度時点で活動を行っていた団体については、平成 29 年度時点のモニタリン
グ・ガイドラインに基づいて調査を行うように指導をしている。そのため、相対幹距比

調査を推奨している。 
 新規の団体には平成 30年度以降のガイドラインに沿って、「見通し調査」を薦めている。 
 
●モニタリング調査に関する指導について 

 説明会を開催するとともに、モニタリング結果報告書の記載例も示し、個別指導も行っ
ている。 

 現地調査については、モニタリングの実施状況のチェックと位置付けている。 
 モニタリングの実施状況については、市町村にも確認をしてもらうため、どのような点
を見ればよいのかをチェックするための現地調査マニュアルを作成している。（その場で、

電子データでの提供を依頼） 
  
●モニタリング調査計画書に関連する課題と対応 

 調査の標準地の写真を撮るのは実際にやってみると、非常に難しい。 
 ポールを立てて目印にしようとしても、遠景写真として取ろうとすると、ポールが目立
たなくなってしまう。 

 黒板に何の写真であるのかを記入してもらい、それと一緒に撮影すると、何の写真なの
かは判別しやすくなる。 

 
４）数字化チェックシートと効果チェックシートによる活動組織の評価について 

 効果チェックシートの方は活動組織にとっても活動を広げる上で役に立つ可能性がある
と思うが、数字化チェックシートによる経済価値評価についてはわかりにくい。 

 効果チェックシートは、自分たちで何ができて何ができないのかを確認することで、今
後どのような活動をしていけばよいのかを決めていく上で役立つかもしれない。 

 数字化チェックシートについてなどは、誰が評価を行うのかが問題かと思う。エクセル
に数字を入れるだけであれば地域協議会でも可能だと思う。 
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２－３ モニタリング調査結果報告書の収集・分析 
 
活動組織から地域協議会に提出されたモニタリング結果報告書及び活動計画書に記載された

モニタリング調査方法等を収集し、平成 30 年度のモニタリング調査結果（目標達成度）の取
りまとめ・分析を行った。また、モニタリング結果報告書の各項目について内容を確認し、記

載状況や記載の有無について確認した。 
 

（１）モニタリング結果報告書及び活動計画書の収集 

地域協議会（全 45団体）から、平成 30年度のモニタリング結果報告書及び活動計画書を
収集した。収集状況を以下に示す。 

 

図表 2.19 モニタリング調査結果報告書の収集・分析結果の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 内容 

目的 交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握 

対象 全ての地域協議会（45団体） 

調査期間 延べ 8か月間／令和元年 7月~令和 2年 3月 

収集資料 平成 30年度分のモニタリング調査結果報告書（様式 19） 

対象団体 
合計 1,279 団体（内訳：平成 30 年度で活動を終えた団体 293 団体、令和
元年度も活動を継続している団体 986団体） 

調査方法 各地域協議会が所管する 

目標達成度 82.6％（80％以上達成した団体は 254団体） 
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（２）取りまとめ項目の検討 

発注者と協議し、取りまとめ項目及び内容を以下のように整理した。 

 

図表 2.20 モニタリング調査結果報告書のとりまとめ項目及び内容 

項目 内容 

活動タイプ 
・地域環境保全タイプ(里山林保全活動) 
・地域環境保全タイプ(侵入竹除去、竹林整備活動) 
・森林資源利用タイプ 

モニタリング方法 

・相対幹距比（木の混み具合）調査 
・胸高断面積（木の混み具合）調査 
・植生調査 
・樹木の本数調査 
・見通し調査 
・萌芽再生率調査 
・竹の本数調査  
・幹材積量調査 
・特用林産物等利用調査 
・上記以外の調査 

活動の目標 
・定量的な目標設定ができているか 
・活動の取組の背景に合致した目標となっているか 
・未記入 

標準地の状況 

活動前 
・定量的に標準地の状況を把握できているか 
・目標に合わせた状況把握ができているか 
・未記入 

活動１年目 
・定量的に標準地の状況を把握できているか 
・目標に合わせた状況把握ができているか 
・未記入 

活動２年目 
・定量的に標準地の状況を把握できているか 
・目標に合わせた状況把握ができているか 
・未記入 

目標の達成度 

行政事業レビューに用いる目標達成度を把握するため、平成 30 年度
で活動を終了した活動組織を対象に、各組織の目標達成度を分析した。
とりまとめにあたっては、以下の達成度区分で整理した。 
 
＜達成度区分＞ 
1. 達成度 100％以上 
2. 達成度 80～99％ 
3. 80％以下 
4. 0％ 
5.その他の記載 
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（３）地域協議会に対する補足情報の収集 

地域協議会（全 45団体）から収集した平成 30年度のモニタリング結果報告書から目標達
成度が明確に記載されていない場合は、該当する活動組織の目標達成度について地域協議会に

記載内容の確認や保管情報の追加収集を行った。なお、対象とした活動組織は、行政事業レビ

ューに用いる目標達成度を把握するため、平成 30年度で活動を終了した活動組織とした。 
 

図表 2.21 補足情報の収集結果の概要 

 
 

 

（４）取りまとめ・分析 

１）活動タイプ 

全活動団体（1,279団体）のうち最も多い 70％（899団体）が「地域環境保全タイプ(里山
林保全活動)」の活動を実施していた。次いで「地域環境保全タイプ(侵入竹除去、竹林整備
活動)」が 35％（443団体）、「森林資源利用タイプ」が 24％（306団体）であった。平成 29
年度報告書と比較した結果、ほぼ同様の比率であった。 
 

 

図表 2.22 活動タイプ別の活動組織数 ※複数回答可 

 
 
 
 
 

24%

35%

70%

26%

37%

71%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

森林資源利用タイプ

地域環境保全タイプ(侵入竹除去、竹林整備活動)

地域環境保全タイプ(里山林保全活動)

H29

H30

項目 内容 

目的 
収集した平成 30年度のモニタリング結果報告書から明確に把握できなかっ
た活動組織の目標達成度 

対象 

下記の道府県の地域協議会（22団体） 
北海道、青森県、秋田県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、新潟

県、富山県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、香川県、佐賀県、熊本県、鹿児島県 

調査期間 延べ１か月間／令和２年２月～令和２年３月 

収集情報 
平成 30年度分のモニタリング調査結果報告書（様式 19）の目標達成度にか
かわる補足情報 

調査方法 Ｅメール 
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２）モニタリング方法 

「竹の本数調査」が 31％（402団体）最も多く、次いで「相対幹距比（木の混み具合）調
査」が 26％（330団体）多かった。「上記以外の調査」は平成 29年度報告書が 2.7％であっ
たが、平成 30年度報告書は 17％で大きな違いが見られた。 
平成30年度調査において「上記以外の調査」に分類した調査例としては、ササの侵入率、

間伐利用率、間伐率、鳥獣の掘り起こし、草丈（高さ）、芝の厚さ、枝打ち高、照度、森林

散策や森林学習に適したエリア面積、針葉樹と広葉樹の割、登山者数、シイタケの売上高、

などがあった。 

 

 
図表 2.23 モニタリング方法別の活動組織数 ※複数回答可 

 

 
３）活動の目標 
約半数の活動組織が、定量的な目標（数値目標）を記載していた。残りの半数は目標が記

載されているものの、定量的な記載がなかった。一方、平成 29年度報告書に比べて、定量的
な目標（数値目標）の記載は大幅に増加した。 

 
図表 2.24 「活動の目標」の記載状況 
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定量的な目標設定ができているか
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４）標準地の状況（活動実施前） 

82％の活動組織が、標準地の状況（活動実施前）についての定量的な記載があった。平成
29年度報告書に比べて、定量的な目標（数値目標）の記載は約 20％増加した。 

 
図表 2.25 「標準地の状況（活動実施前）」の記載状況 

 
５）標準地の状況（活動１年目） 

83％の活動組織が、標準地の状況（活動１年目）についての定量的な記載があった。平成
29年度報告書に比べて、定量的な目標（数値目標）の記載は約 25％増加した。 

 

 
図表 2.26 「標準地の状況（活動 1年目）」の記載状況 
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６）達成状況の確認根拠となる記載 

平成 30 年度のモニタリング調査結果報告書において、目標の達成状況を把握するために

必要な「数値目標」、「標準地の状況（実施前）」、「標準地の状況（実施後）」の３箇所全てに

定量的な記載があった団体は、全体の 46％であった。一方で、３箇所全てに記載がなかっ
た団体は 22％であった。 
また、「活動の目標」のみ定量的な記載がなかった団体は 30％で、標準地の状況（実施前、
実施後）に比べて多かった。 

 
図表 2.27 定量的な達成目標の記載状況 

 
 
７）目標達成度 

行政事業レビューに用いる目標達成度を把握するため、平成 30 年度で活動を終了した活

動組織を対象に、各組織の目標達成度を分析した。対象となった活動組織は、293 組織であ

り、そのうち複数の活動タイプで目標を設定した場合は、それぞれの活動を１組織として集

計した場合、対象となる組織数は、316 組織であった。取りまとめに当たっては以下の達成

度区分で整理した。 

 

＜達成度区分＞ 

1. 達成度 80～100％以上 

2. 達成度 80％以下 

4. 不明 
3. その他の記載 

 

達成度の集計の結果、80％以上達成した団体の割合（目標を達成した活動組織数／目標

を設定した活動組織数）は、82.6％であった。また、その他の記載に該当する事例として、

「モニタリング調査が予定どおり実施できなかった」、「台風被害で活動が中断した」など

の状況が地域協議会を通じて報告された。 

 

 

 

 

 

 

 

2%

1%

30%

22%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

標準地の状況（実施後）のみ記載されていない

標準地の状況（実施前）のみ記載されていない

活動目標のみ記載されていない

すべてに記載がない

すべてに記載がある
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図表 2.28 平成 30 年度の目標達成状況 

目標達成度 活動組織数 

1. 達成度 80～100％ 256 

2. 達成度 0～79％ 52 

3. 不明 2 

4. その他の記載 6 

 
 
８）課題と分析 

平成 30年度報告書を収集・分析した結果、平成 29年度報告書に比べ、必要事項の記載
件数が増加し、モニタリング調査報告書の記載方法に対する理解が高まっているが、一部

の活動組織については「定量的な記載がまったくない」などの課題が見られる。このため、

「様式」の修正・変更についても検討の余地があると考えられる。修正・変更について検

討が必要と考えられる事項を以下に示す。 
 
図表 2.29 モニタリング報告書の様式の修正・変更についての検討事項（案） 

 
○「活動の目標」に数値目標の記載が少ない。 
⇒様式の改善（定量的な目標を記載するための記載欄の追加等が考えられる。）  

 
○数値目標の記載が、１年間の目標か３年間を通じた目標かの判別が困難。 
⇒様式の改善（３年間の目標を記載するための記載欄の追加等が考えられる。）  

 
○記入欄に写真だけを貼付する例が見られた。 
⇒様式の改善（写真の貼付と文字をそれぞれ記載するための記載欄の追加等が 
 考えられる。）  

 
○定量的な記載ではなく、「ほぼ」「全て」「おおむね」「~に近い」「かなり」など 
のあいまいな表現を使った記載が見られた。   
⇒様式の改善（具体的な数値を記載する欄を追加する。） 

 
○達成状況とその根拠を把握するための記載がない。 
⇒様式の改善（数値・算出式等を記載する欄を追加する。） 
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第３章 活動組織へのアンケート調査・整理・分析 

 
交付金で実施した活動内容や活動の効果等を把握するため、平成 30 年度に交付金の交付を

受けた組織及び令和元年度に活動を実施予定の活動組織に対してアンケート調査を実施し、そ

の内容を整理・分析した。 
 
３－１ アンケート調査の概要 
 

（１）アンケート項目の検討 

発注者と協議して、アンケート項目及び内容を確定し、調査書式を作成した。 
 

 

（２）調査方法 

作成した書式は郵送及びＥメールを併用して送付した。アンケート調査の概要を以下に示

す。 

 

図表 3.1 アンケート調査（活動組織）の概要 

 

［調査時の工夫点など］ 

○送付方法 

より確実にアンケート書式を送付するため、書式は紙原本の郵送後に Eメールにて書式
の電子ファイルを送信した。また、電子ファイルはインターネット上からもダウンロード

できるように特設 webサイトを作成し、webサイトのアドレスをＥメールで各地域協議
会に告知した。 

○回収方法 

郵送と Eメールにより受け付けた。なお、締切日を過ぎても回答のない協議会に対し
て、Eメールによる提出依頼を行い、回収率の向上を図った。 

 
 

  

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動の効果の把握 

対象 
平成 30 年度に活動を実施した活動組織・令和元年度に活動を実施予定の活
動組織（合計 1,363団体） 

調査期間 14日間／令和元年 10月 11日（金）～令和元年 10月 25日（金） 
設問数 30問 
調査方法 郵送（希望する活動組織には E-mailで書式を送信） 
回収率 55.1％（1,363団体に発送し、751団体が提出） 
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（３）調査結果の集計及び分析 

アンケート調査の結果を以下に示す。 

１）活動組織の形態 

活動組織の形態は任意団体が過半数を占め、過年度と同様の傾向が見られたが、今年度は

任意団体の比率が初めて全体の８割を超えた。「学校・幼稚園・保育園」が２団体のみとなっ

ているが、教育・研修活動タイプの廃止が影響していると考えられる。 

 
 
 
２）交付金のタイプ 

活動組織向けアンケートでは過年度より継続的に尋ねている質問である。過年度同様に、

「地域環境保全タイプ 里山林保全活動」を取得している団体が最も多い。平成 30年度に比
べて、令和元年度は「活動推進費」を取得する団体及び、新規団体が増加傾向にあることを

示す結果となっている。 

 
 

599

14

82

28

8

2

9

0 500 1000

① 任意団体

② 財団法人・社団法人

③ NPO法人

④ 森林組合

⑤ 企業

⑥ 学校・幼稚園・保育園

⑦ その他

活動組織数（n=751）

103

491

238

169

86

230

163

8

76

136

460

222

169

92

0

172

55

54

0 100 200 300 400 500 600

① 活動推進費（初年度のみ）

② 地域環境保全タイプ ⾥⼭林保全活動

③ 地域環境保全タイプ 侵入竹除去、竹林整備活動

④ 森林資源利⽤タイプ

⑤ 森林機能強化タイプ

⑥ 教育・研修活動タイプ

⑦ 資機材への支援

⑧ 本交付⾦を取得していない（しない予定である）

無回答

活動組織数（n=751）

平成30年度 令和元年度

図表 3.2 アンケート調査の項目 

図表 3.3 交付金のタイプ 
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３）活動対象地となる森林 

対象としている森林の樹種としては、「広葉樹林」が「針葉樹林」よりも多い結果となって

おり、本交付金の特徴といえる。最も多いのは「針広混交林」であった。「その他」では、原

野状態にある場所における森林再生などが挙げられる。 

 
 
 
 
４）使用している動力付き機械  

およそ 9割の団体がチェーンソーや草刈機を使用しており、「特に動力付き機械は使用して
いない」との回答は 1%に満たない。 

 
 
 

○「その他」の主な回答 

・バックホウ（ユンボ、油圧ショベル、グラップルなど）・・・・・・82団体 
・運搬車、集材機、フォワーダ等・・・・・・・・・・・・・・・・ 44団体 
・林内作業車（林内車）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34団体 
・ウィンチ（ポータブルウィンチ等）・・・・・・・・・・・・・・  22団体 
・ユニック、クレーン車・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6団体 

  
 
 

267

281

305

285

47

0 100 200 300 400

① 針葉樹林

② 広葉樹林

③ 針広混交林

④ 竹林

⑤ その他

活動組織数（n=751）

690
657

13
195

137
134

389
164

7

0 500 1000

① チェーンソー
② 草刈機（刈払機）

③ 枝打機
④ チルホール（けん引器具）

⑤ チッパー
⑥ 薪割機

⑦ トラック（小型含む）
⑧ その他

⑨ 特に動⼒付き機械は使⽤していない

活動組織数（n=751）

図表 3.4 活動対象地となる森林 

図表 3.5 使用している動力付き機械 
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５）活動日１日当たりの参加人数 

参加者の年齢層では 60代が最も多い。70歳以上の参加も多く、本交付金の活動は、60代
以上の高齢者の参加によって支えられている傾向が強い。また、各年代共に「1～5人」が参
加と回答した比率が多かった。 

 

 
 
６）地元住民の参加状況 

「大字」単位程度で見て、活動対象地と同じまたは隣接集落の場合は「活動対象地周辺の

集落」と考えて回答していただいたところ、約 70%の団体は構成員の過半数が地域住民とい
う結果となった。本交付金での活動は、地域での取組が非常に大きな比率を占めていること

が分かる。一方で、地域住民は 25%未満という回答も 20%を超えており、外部からの参加に
よる共助的な活動についても、重要な役割を果たしていることを示す結果となっている。 

 

22
279

439

444

357

6 16

47

137

96

4

4

13

27

35

2

3

4

19

5

0 100 200 300 400 500 600 700

① 未成年(20歳未満)

② 20〜39歳

③ 40〜59歳

④ 60〜69歳

⑤ 70歳以上

活動組織数（n＝751）

１〜５人 ６〜10人 11〜20人 21人以上

①

294

39%

②

150

20%

③

88

12%

④

58

8%

⑤150

20%

無回答6

（1%）

① ほぼ100%が地元住民である
② 75%以上99%未満程度が地元住民である
③ 50%以上75%未満程度が地元住民である
④ 25%以上50%未満程度が地元住民である
⑤ 地元住民は25%未満である。
無回答

図表 3.6 活動日１日当たりの参加人数 

図表 3.7 地元住民の参加状況 
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７）女性の参加比率 

女性の参加比率については、いずれの活動タイプでも低い結果となっている。地域環境保

全タイプでは、里山林保全でも侵入竹除去・竹林整備においても「ほぼ 0%」が過半数近くを
占める。 

 
 
 

6

1

1

27

15

11

54

23

25

199

94

92

285

147

103

2

4

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① 地域環境保全タイプ ⾥⼭林保全

② 地域環境保全タイプ 侵入竹除去・竹林整備

③ 森林資源利⽤タイプ

A_75%以上 B_50～75% C_25~50％ D_1~25% E_ほぼ0% F_わからない

図表 3.8 女性の参加比率 
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８）活動の目的 

活動組織にとって、本交付金を用いる目的については、大多数の 86.2%の団体が「景観を
よくしたい」と回答している。この他、過半数を超えた取組として「活動に関係する人々の

間の交流を深めたい」（61.3%）、「森林から得られる森林資源を活用したい」（57.4%）となっ
ている。「特に目標とすることはない」との回答は 0件であった。 

 

○「その他」の主な回答 

・森林保全、環境意識の向上（環境教育など）・・・・・・・・14団体 
・木材・竹材資源利用（林業促進など）・・・・・・・・・・・13団体 
・森林再生／荒廃森林整備・・・・・・・・・・・・・・・・ 11団体 
・森林空間利用（癒しの場づくりなど）・・・・・・・・・・・ 8団体 
・地域活性化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7団体 
・非木材資源利用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6団体 

  ・生物多様性保護関連・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5団体 

643

225

281

428

248

229

236

230

231

262

457

347

194

123

78

0

0 200 400 600 800

① 景観を良くしたい

② 地球温暖化防止に貢献したい（大気中のCO2を減らしたい）

③ 地域の生物多様性を守りたい

④ 森林から得られる森林資源を活⽤したい

⑤ 対象となる森林での⿃獣被害を軽減したい

⑥ 対象となる森林周辺の農地等における⿃獣被害を軽減したい

⑦ 森林の近くの道路を安⼼して通れるようにしたい

⑧ 森林の有する⽔源涵養機能を守りたい

⑨ 森林で⼟砂災害等の災害が発生しないようにしたい

⑩ 道路、住宅、農地等への樹木や竹の倒伏・侵入の被害を防ぎたい

⑪ 活動に関係する人々の間の交流を深めたい

⑫ 森林を利⽤した教育活動や⾃然体験活動を⾏いたい

⑬ 森林に関連する雇⽤を生み出したい

⑭ 森林に関わる取り組みと農業との連携を進めていきたい（肥料づく
りなど）

⑮ その他

⑯ 特に目標とすることはない

活動組織数

図表 3.9 活動の目的 
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９）活動資金の捻出方法 

活動組織向けアンケートでは過年度より継続的に尋ねている質問である。「個人からの会

費・寄付金」が過年度から継続して最も多い結果となっている。本交付金以外の資金源を確

保することが、本交付金の採択の条件の一つとなっているにもかかわらず、「特に資金源はな

い」との回答も、平成 30年、令和元年度合わせて 62回答見られた。 
 

 
  

466

51

2

48

32

136

193

45

55

154

63

40

42

62

66

490

48

1

53

29

136

198

40

51

175

54

43

39

62

49

0 200 400

① 個人からの会費・寄付⾦

② 企業からの会費・寄付⾦

③ インターネット募⾦

④ 公益法人からの助成⾦

⑤ 国からの交付⾦・助成⾦

⑥ 都道府県からの交付⾦・助成⾦

⑦ 市区町村からの交付⾦・助成⾦

⑧ 企業からの助成⾦・支援⾦

⑨ ⾃治会・町内会からの支援

⑩ 森林から得られる生産物（薪、炭、⼭菜など）の販売収益

⑪ イベント・講習会の参加費

⑫ 他の収益事業部門からの収益

⑬ その他

⑭ 特に資⾦源はない

無回答

活動組織数

平成30年度 令和元年度

図表 3.10 活動資金の捻出方法 
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10）他団体からの協力 

活動組織と他の主体との協力関係を見ると、書類作成では、「市町村」、「都道府県」との協

力関係が多く、安全講習では「地域の森林組合等の林業関係団体」との協力が多い。 
森林内での活動においても「地域の森林組合等の林業関係団体」に協力を仰いでいるケー

スが多数みられる。大学や研究機関との協力については、他の主体と比べると少なく、活動

組織の協力先としてハードルが高い実態を示している。 
 

 
 Ａ 

書
類
作
成 

Ｂ 

森
林
内
で
の
活
動
（
助
言
） 

Ｃ 

安
全
講
習 

Ｄ 
資
機
材
の
貸
与 

Ｅ 

広
報
活
動 

Ｆ 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
調
査 

Ｇ 

特
に
協
力
関
係
は
な
い 

①都道府県 161 110 133 31 43 99 269

②市町村 214 107 50 35 90 64 230

③地域の森林組合等の林業
関係団体 

97 153 208 46 22 69 252

④NPO、森林ボランティア団
体 

50 111 92 22 37 41 312

⑤大学や研究機関（研究者） 7 48 8 1 6 17 378

 
 

  

協力団体 

支援を受けた

内容 

図表 3.11 他団体からの協力 
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11）修正指示を受けた書類 

申請段階で指導を受けた書類で最も多いのが『様式第 12号 活動計画書の「８．モニタリ
ング調査方法」』となっており、活動開始前に、モニタリング方法を選び活動計画書に記載す

ることが、活動組織にとって非常に大きな負担となっていることを示す結果となっている。 

 
 
  

104

58

49

71

34

79

231

60

128

132

52

39

49

43

79

27

256

0 100 200 300

① 様式第9号 事前着手届（採択決定前着手届）

② 様式第10号 活動組織規約（新規参加組織のみ）

③ 様式第10号 団体への参加同意書（構成員や代表、役員を記載した書類）

④ 様式第11号 協定書（森林所有者が活動組織以外の場合等）

⑤ 様式第12号 活動計画書の「６．地域活性化への寄与」

⑥ 様式第12号 活動計画書の「７．年度別スケジュール」

⑦ 様式第12号 活動計画書の「８．モニタリング調査方法」

⑧ 様式第12号 活動計画書の「９．安全講習等の名称及び内容」

⑨ 様式第12号 活動計画書の「12．計画図（5,000分の1の地図など）」

⑩ 様式第12号 活動計画書の「13．その他（１）写真」

⑪ 様式第12号 活動計画書の「13．その他（２）収入」

⑫ 様式第12号 活動計画書のうち、上記⑤〜⑪以外の内容

⑬ 様式第13号 採択申請書の「６．月別スケジュール」

⑭ 様式第13号 採択申請書のうち、上記⑬以外の内容

⑮ 資機材の購入予定に関する書類

⑯ その他

⑰ 特に指導を受けた書類はない

活動組織数

図表 3.12 修正指示を受けた書類 
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12）修正指示の内容 

具体的な修正指示の内容は、「添付書類の不足」、「誤字脱字や計算ミス」、「記載漏れ」が多

いが、次いで「モニタリング調査の内容が適切ではなかった」との回答が、23.1%にあたる 113
件寄せられている。活動に当たり、モニタリング手法の選択が課題となっていることを示唆

する結果となっている。 

 
 
 
 
 

  

36

115

148

156

77

20

25

14

12

11

6

7

113

52

0 100 200

① 交付⾦の使途に適切ではない内容があった

② 必要な添付書類を⽤意できなかった／必要な添付書類が不⾜してい
た

③ 誤字脱字や計算ミスがあった

④ 必要箇所についての記載漏れがあった

⑤ 使⽤した写真が不適切であるといわれた

⑥ 記載内容が交付⾦を取得するための必要条件を満たしていなかった

⑦ 協定書の内容が適切でなかった

⑧ 森林経営計画が策定された森林が含まれていた

⑨ 内容が交付⾦の期間中には実現が難しいといわれた

⑩ 安全のために着⽤する装備が十分でなかった

⑪ 安全講習の内容が適切ではなかった

⑫ 保険に未加入、または、保障内容が不十分であった

⑬ モニタリング調査の内容が適切ではなかった

⑭ その他

活動組織数

図表 3.13 修正指示を受けた書類 
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288

199

138

133

27

46

70

53

58

228

72

23

38

141

0 200 400

① 活動計画書など必要な書類を作成することが難しかった

② 活動対象地の面積を算定することが難しかった

③ 活動計画図を⽤意することが難しかった

④ ⼟地の境界が不明でどこまで活動対象地にできるのかわからなかった

⑤ 活動組織の規約を作ることが難しかった

⑥ 名簿（参加同意書）に記載する参加者を集めることが難しかった

⑦ 活動対象地を確保することが難しかった

⑧ 活動の候補地が、交付⾦の要件を満たしているかどうかの確認が難しかった

⑨ どのような保険に加入すればよいのかわからなかった

⑩ どのようなモニタリング調査を選べばよいのかわからなかった

⑪ 希望する森林づくりの目的に適したモニタリング調査方法がガイドラインになかった

⑫ 地元の市町村から有効性、妥当性の同意を得ることが難しかった

⑬ その他

⑭ 特に苦労したことはない

活動組織数

271

121

215

73

27

126

18

8

0 100 200 300

①地域協議会に相談した

②都道府県（地方事務所を含む）に相談した

③市町村に相談した

④他の市⺠団体や活動組織に相談した

⑤学識経験者など、関連の問題に知⾒を持つ個人（専門家）に相談した

⑥活動組織の構成員のみで解決した

⑦その他

⑧いまだ問題は解決できていない

活動組織数

13）申請時に苦労したこと 

申請の際に苦労したことについては、「活動計画書など必要な書類を作成することが難しか

った」との回答が最も多く、38.6%を占める。次いで、「どのようなモニタリング調査を選べば
よいのかわからなかった」との回答が 30.6%となっている。活動組織が申請しやすい環境づく
りに際しては、事務負担の軽減と、モニタリング調査への留意が重要になると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

14）申請時に苦労したことの解決方法 

申請時に苦労したことの解決策として、地域協議会や市町村への相談が多数を占めている。 
 
 

 

 

 

  

図表 3.14 申請時に苦労したこと 

図表 3.15 申請時に苦労したことの解決方法 
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15）活動を行う上で苦労したこと 

活動実施段階において、活動組織が苦労していることとしては、「作業時における写真撮影

（集合写真、作業前、作業中、作業後）が難しい」との回答が 46.2%を占め、写真撮影が活動
組織にとっても非常に大きな負担となっていることを示す結果となった。ただし、活動記録の

ためには、写真撮影は必須であり、今後、活動記録としての信頼性を確保しつつ、写真に関連

した負担軽減をどのように実現するのかについて、検討を行うことが望ましいと考えられる。 

 
○その他の主な回答 

・事務作業に関すること・・・・・・・・・・・・・・・11団体 
・危険生物対応（クマ、ハチなど）・・・・・・・・・・・6団体 
・費用負担上の問題（想定以上の出費など）・・・・・・・6団体 
・作業日の日程確保・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6団体 
・災害被害による影響・・・・・・・・・・・・・・・・ 5団体 
 

181

345

221

145

143

59

60

178

27

31

5

183

80

116

19

17

62

115

0 200 400

① 活動記録の作成が難しい

② 作業時における写真撮影（集合写真、作業前、作業中、作業後）が難しい

③ 作業写真整理帳の作成が難しい

④ ⾦銭出納簿の作成（領収書の整理含む）が難しい

⑤ 作業員・参加者の人数の確保ができない

⑥ 必要な技術を持つ作業員・参加者の確保ができない

⑦ 交付⾦をどのような使途で利⽤できるのかが分からなかった

⑧ 活動資⾦が不⾜している

⑨ 資機材・安全装備を⽤意できない

⑩ 作業中・活動中に病人・けが人が発生した

⑪ 周辺の物品（家屋や電柱・電線等）の破損事故が生じた

⑫ 急傾斜地など、活動対象地の地形的な理由で作業が難しい

⑬ 対象地においてシカやイノシシ等による⿃獣被害が生じた

⑭ 大雨、地震、台風等により、活動対象地で倒木や斜面崩壊等の被害が生じた

⑮ 活動組織内の人間関係でうまくいかないことがあった

⑯ 活動組織内で、目指す森林の目標像が⼀致しなかった

⑰ その他

⑱ 特に苦労したことはない

活動組織数

図表 3.16 活動を行う上で苦労したこと 
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16）活動の際に苦労したことの解決方法 

活動実施段階で苦労したことについては、他団体との協力ではなく、「活動組織の構成員の

みで解決した」ケースが多い。 

 
 
 
 

  

158

66

96

49

24

25

12

48

264

31

54

0 100 200 300

① 地域協議会からの支援を受けた

② 都道府県（地方事務所を含む）からの支援を受けた

③ 市町村からの支援を受けた

④ 他の市⺠団体や活動組織からの支援を受けた

⑤ 学識経験者など、関連の問題に知⾒を持つ個人（専門家）か
らの支援を受けた

⑥ ⾃治会や町内会などの地縁団体より支援を受けた

⑦ 企業からの支援を受けた／企業に業務委託をした

⑧ 森林組合からの支援を受けた／森林組合に業務委託をした

⑨ 活動組織の構成員のみで解決した

⑩ その他

⑪ いまだ問題は解決できていない

活動組織数

図表 3.17 活動の際に苦労したことの解決方法 
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17）安全対策の実施状況 

安全対策については、ほぼ全ての活動組織が何らかの取組を行っている。安全意識が普及

していることは、本交付金の一つの成果と言えると考えられる。 

 
 
 
 
 

  

572

625

686

504

555

447

358

573

421

224

641

227

596

248

458

297

590

27

1

0 500 1000

① 作業実施前に活動参加者間で注意事項の確認をしている

② 参加者全員が森林内に入るときにはヘルメットを着⽤する

③ 参加者全員が⻑袖・⻑ズボンの作業に適した服装をする

④ 動⼒付き機械を使⽤する際は必ず、関連した安全装備を装着する

⑤ 機械・⼯具のメンテナンスを適切に⾏う

⑥ 機械・⼯具は、外部の安全講習会へ参加するなど適切な使い方を
学んだうえで利⽤する

⑦ 活動の際には必ず救急⽤医薬品を⽤意する

⑧ 熱中症対策のための飲料を⽤意する

⑨ 活動対象地周辺における緊急時のための病院の場所や連絡先を把
握している

⑩ 応急手当／応急処置の講習を受けたものが作業に参加している

⑪ 参加者全員が対象となる形で、傷害保険に加入している

⑫ 賠償責任保険に加入している

⑬ 木を倒すなどの危険作業時には、危険範囲内に人がいないことを
確認する

⑭ 指さし安全確認を⾏っている

⑮ 参加者に対象森林内の危険生物（クマ、ハチ、ヘビ等）について
の周知を⾏う
⑯ 作業終了後に、安全上、ヒヤリ・ハットしたことがないかを参加
者間で確認する
⑰ 悪天候時に作業を中止するなど、最新の気象情報を把握するよう
にしている

⑱ その他

⑲ 特に安全対策は⾏っていない

活動組織数

図表 3.18 安全対策の実施状況 
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18）安全講習の内容 

動力付き機械であるチェーンソーや草刈機を利用している団体の 9 割以上が「動力付き機
械（チェ－ンソー、刈払機など）の使用方法」について講習を行い、約 75%が「点検・メン
テナンス方法」についての講習を実施している。講習を通じて、チェーンソーや草刈機の利

用・点検・メンテナンスができる参加者が増えることにより、日本全体における森に関わる

人の森林作業の効率がより向上し、かつ安全性を高めることに寄与していると考えられる。 

 
 
問４で把握可能な、チェーンソー、草刈機の使用団体における関連の講習実施状況を以下に

示す。 

 

 該当団体数 該当機材使用団体比での講習実施率 

チェーンソーを使用している団体で「② 動力付き機械（チェ－ンソー、
刈払機など）の使用方法」に回答 

631 91.4%

チェーンソーを使用している団体で「③ 動力付き機械（チェーンソー、
刈払機など）の点検・メンテナンス方法」に回答 

518 75.1%

刈払機を使用している団体で「② 動力付き機械（チェ－ンソー、刈払機
など）の使用方法」に回答 

603 91.8%

刈払機を使用している団体で「③ 動力付き機械（チェーンソー、刈払機
など）の点検・メンテナンス方法」に回答 

491 74.7%

489

672

551

196

154

518

173

281

195

357

24

2

0 200 400 600 800

① 安全装備の着⽤および安全装備が必要な理由

② 動⼒付き機械（チェ－ンソー、刈払機など）の使
⽤方法
③ 動⼒付き機械（チェーンソー、刈払機など）の点
検・メンテナンス方法

④ 手⼯具（ノコギリ、鉈、鎌など）の使⽤方法

⑤ 手⼯具（ノコギリ、鉈、鎌など）の点検・メンテ
ナンス方法

⑥ 樹木の伐倒時の安全対策

⑦ 樹木の運搬時の安全対策

⑧ 森林内の危険生物（クマ、イノシシ、ハチ、ヘビ、
ツタウルシ等）対策

⑨ 急病や負傷時の応急措置

⑩ 熱中症対策

⑪ その他

⑫ まだ、安全講習の内容は決まっていない

活動組織数

図表 3.19 安全講習の内容 

図表 3.20 作業機械の使用に際する講習の実施状況 
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 19）モニタリング調査の内容  
モニタリング調査では、「木の混み具合調査（相対幹距比調査）」が最も多い結果となって

いる。一方、「その他」では、ササの侵入率調査や風倒木、危険木調査などの回答が寄せられ

た。  
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105

62

202

170

48

251

93

18

48

40

3

0 100 200 300

① 木の混み具合調査（相対幹距比調査）

② 木の混み具合調査（間伐率調査）

③ 木の混み具合調査（胸高断面積調査）

④ 植生調査（下層植生調査）

⑤ 萌芽再生率調査

⑥ 樹木の本数調査

⑦ ⾒通し調査

⑧ 苗木の活着状況調査

⑨ 竹の本数調査

⑩ 木材資源利⽤調査

⑪ 特⽤林産物等利⽤量調査

⑫ 植生調査（植栽木の成⻑量調査）

⑬ その他

⑭ 活動計画書と異なる調査を⾏うが、まだ
具体的な調査方法は決まっていない

活動組織数

図表 3.21 モニタリング調査の内容 
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20）モニタリング調査を選んだ理由  

該当のモニタリング調査を選んだ理由については、「目指す森林づくりの進捗状況を把握す

る上で適切であったため」という回答が最も多い。「調査に当たっての作業負担が少ないと考え

られたため」との回答も 18.4%に当たる 137団体から寄せられており、実際に目指す森づくり
に適した調査が行われていない団体が存在する可能性が懸念される。目的と調査が一致するよ

うに、モニタリングについての理解を広げる必要がある。 

 
 
  
 
  

421

224
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141
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137

51

17

19

4

0 200 400 600

① 目指す森林づくりの進捗状況を把握する上で適切であったため

② 地域協議会より勧められたため

③ 具体的に必要な作業量が分かりやすかったため

④ 交付⾦取得期間中に数値で結果を⽰すことができる⾒込みが大
きかったため

⑤ 調査の仕方が分かりやすかったため

⑥ 調査に当たっての作業負担が少ないと考えられたため

⑦ もともと該当の調査を実施していたため

⑧ 他の活動組織が実施しているので、相談等がしやすかったため

⑨ その他

⑩ 活動計画書と異なる調査を⾏うが、まだ具体的な調査方法は決
まっていない

活動組織数

図表 3.22 モニタリング調査を選んだ理由 
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21）モニタリング調査で苦労したこと  

モニタリング調査において苦労したこととして、最も多いのが「どのように数値目標を決

めればよいのかわからなかった」との回答であった。活動組織が安全な作業によって、可能

な範囲で目標を決めていただくことになるが、初期段階では、具体的にどれだけできるのか、

どれだけ作業を行えばよいのか等を把握することは容易ではないと考えられる。 数値目標

が理由となって、安全性を損う作業とならないように、地域協議会が指導を行う際には留意

が必要であると考えられる。 
 

 
 
  
 
  

47

62

162

105

126

130

246

109

16

26

20

36

200

20

0 100 200 300
① モニタリング調査を⾏うのに必要な資機材がない、ある
いは不⾜していた

② モニタリング調査を⾏うのに必要な人手が不⾜していた

③ モニタリング調査の目的や必要性の理解を構成員内で共
有することが難しかった

④ モニタリング調査を⾏うのに必要な技術がなかった

⑤ モニタリング調査を⾏うのに必要な専門知識がなかった

⑥ 何を対象として調査を⾏えばよいのかわからなかった

⑦ どのように数値目標を決めればよいのかわからなかった

⑧ 想定される作業量からみて、実現可能な数値目標の設定
が難しかった

⑨ 過大な数値目標を⽴ててしまい、目標を達成するのに必
要な作業負担が大きかった

⑩ 調査対象地がモニタリング調査を⾏うことができるよう
な状態になかった

⑪ 調査区（円形調査区、方形調査区）の面積が広すぎて負
担が大きかった

⑫ その他

⑬ 特にモニタリング調査で苦労したことはない

⑭ まだモニタリングの初回調査を実施していない

活動組織数

図表 3.23 モニタリング調査で苦労したこと 
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22）モニタリング調査の課題解決方法  

モニタリング調査で苦労した点に対する解決方法について、最も多いのが「地域協議会の

助言・支援を受けた」だった。地域協議会の役割が、モニタリング調査においても極めて重要

であることを示す結果となっている。 

  
 
  

231
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51

44

34

105

14
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0 200 400

① 地域協議会の助言・支援を受けた

② 地域協議会より調査について詳しい方の斡旋・紹介を受けた

③ 都道府県（地方事務所を含む）からの助言・支援を受けた

④ 市町村からの助言・支援を受けた

⑤ 大学や研究機関等からの助言・支援を受けた

⑥ 調査について経験や知⾒を持つ別の団体の助言・支援を受けた

⑦ 調査について経験や知⾒を持つ個人（専門家）の助言・支援を受けた

⑧ 外部の講習会等を通じて、活動組織の参加者の能⼒や知識を高めるこ
とで対応した

⑨ 他の助言・支援を受けずに、活動組織内での努⼒で対応した

⑩ その他

⑪ まだ、モニタリング調査で森林・竹林の状態を把握することができて
いない

活動組織数

図表 3.24 モニタリング調査の課題解決方法 
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23）写真撮影および写真の整理で指導を受けたこと  

写真についての指導では、「必要な写真が不足していた」と「作業前、作業中、作業後の写

真が同じ場所かどうかの判別がつかない状態だった」が多数となっている。 
「作業前、作業中、作業後の写真が同じ場所かどうかの判別がつかない状態だった」こと

については、同じ場所からの撮影が適切になされていないことなどが原因と考えられる。何

のための写真であるのかという点について、周知することが重要であると考えられる。 
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① 必要な写真が不⾜していた

② 作業前、作業中、作業後の写真が同じ場所かどうかの判
別がつかない状態だった

③ 写真の整理ができていなかった

④ いつ撮影した写真なのか判別できなくなった

⑤ 手振れ等で、写真が状況を判別できる状態ではなかった

⑥ 写真の解像度が荒すぎた

⑦ 看板や目印など、写真撮影の際に必要とされるものが
写っていなかった

⑧ 縮小や加⼯等で画像を改変した結果、該当の日付の写真
ではないと判断された

⑨ その他

⑩ 特に写真撮影で指導を受けたことはない

活動組織数

図表 3.25 写真撮影および写真の整理で指導を受けたこと 
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24）写真撮影および写真の整理に当たって苦労したこと  

今年度は「写真の撮り方ガイド」の改訂を行うため、具体的にどのような点について課題

が生じているのかを把握するために、写真に関連して苦労したことを尋ねた。「作業前と作業

後の差が分かるようにするための目印になるようなものがない」については、ポールやビニ

ールテープなどで目印を付けるなどの対応を行うことが想定される。「撮影した写真の整理が

難しい」などの解決には、「写真の撮り方ガイド」だけでなく、写真の提出方法などについて、

改善に向けた検討を行うことが必要であると考えられる。 
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①参加者がバラバラに集まるなど、作業前の集合写真が撮りづらい

② 写真撮影係を確保できない（参加人数が少ない）ため、作業中の
写真が撮れない

③ 参加者がバラバラに解散するなど、作業後の集合写真が撮りづら
い

④写真を撮る際に安全を確保しにくい場所がある（急傾斜など）

⑤どこの場所からどのような写真を撮ればよいのかわからない

⑥ 被写体となるものが多すぎて、どこにピントを合わせればよいの
かわからない

⑦ 作業前と作業後の差が分かるようにするための目印になるような
ものがない

⑧手振れやピンぼけなどで不鮮明な写真が生じている

⑨パソコンの不具合などで、写真の電子データが消えてしまった

⑩「作業写真整理帳」「モニタリング結果報告書」などの必要な書
類の様式に、撮影した写真のデータを貼り付けることができない

⑪撮影した写真の整理が難しい

⑫撮影した写真を保管する場所がない

⑬ フィルム式カメラを使っているので、現像するまで使えるかどう
かわからない

⑭その他

⑮特に写真で苦労したことはない

活動組織数

図表 3.26 写真撮影および写真の整理に当たって苦労したこと 
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25）写真撮影および写真の整理に当たって工夫していること  

具体的に「写真の撮り方ガイド」に反映できる方策等がないかどうか、あるいは実施する

ことが望ましいのに行われていないことはないかどうかを確認するために、写真撮影に関す

る工夫を尋ねた。今回、アンケートの結果からは、「写真の撮り方ガイド」に反映する工夫は

なかったが、多くの団体が、写真についてトラブル防止のための工夫を行っていることが明

らかとなった。 
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① 写真撮影係を毎回決めている

② 撮影した写真は撮影日ごとにフォルダに分けて整
理している
③ 撮影する写真についての情報を記した看板等と⼀
緒に撮影している

④ 複数の参加者が写真を撮るようにしている

⑤ できる限り多くの写真を撮るようにしている

⑥ 必要な写真に漏れがないかどうかについて、現地
で確認をしている
⑦ 作業前、作業後の写真撮影に際しては、同じ場所
で撮影するように目印をつけている

⑧ その他

⑨ 特に写真撮影で⼯夫していることはない

活動組織数

図表 3.27 写真撮影および写真の整理に当たって工夫していること 
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21
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① 様式第17号 活動記録

② 様式第17号（別添１） 作業写真整理帳

③ 様式第17号（別添2） 作業写真整理帳（デジカメ写真の場合で主要でないもの）

④ 様式第18号 ⾦銭出納簿

⑤ 様式第19号 モニタリング結果報告書

⑥ 様式第20号 実施状況報告書

⑦ 様式第20号（別紙） 実施状況整理票

⑧ その他

⑨ 特に年度末に提出する書類で修正の指⽰は受けてはいない

活動組織数

61

155
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34
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26

36

35

69

18

31

0 100 200

① 提出書類が不⾜していた

② 必要事項の記入漏れがあった

③ 計算間違いがあった

④ 名簿や領収書などの必要な添付書類が不⾜していた

⑤ 領収書等の必要な書類に不備があった

⑥ 必要な写真が不⾜していた

⑦ 適切な写真が使われていなかった

⑧ 書類の内容と写真の内容が合っていなかった

⑨ 本交付⾦の対象とならない活動や物品を含めていた

⑩ 活動記録や⾦銭出納簿などの書類間の記載内容の整合性が合っていなかった

⑪ 提出期限に遅れた

⑫ その他

活動組織数

26）年度末の書類に関する修正指示  

一番多くの団体が年度末の関連書類で修正指示を受けた書類は金銭出納簿であった。書類

作成に関する課題に対しては、書類の作成方法などについて、改善に向けた検討を行うこと

が必要であると考えられる。 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27）年度末の書類に関する修正指示の内容 
年度末書類に関する修正・指導の内容として、最も多いのは「記入漏れ」「計算間違い」であ

った。次いで多いのが「必要な写真が不足していた」であり、普段の作業段階より、写真につ

いての指導が必要であることを示す結果となっている。 
 

 
  
 
 
  

図表 3.28 年度末の書類に関する修正指示 

図表 3.29 年度末の書類に関する修正指示の内容 
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① 必要な書類（添付書類含む）が何かわからなかった

② 領収書など必要な書類の保管・整理が難しかった

③ 必要な写真を⽤意するのが難しかった

④ フィルム式のカメラを使っているため、報告書様式に合わせるのが
難しかった

⑤ パソコンの利⽤が分からなかった（慣れていなかった）ため、書類
作成に苦労した

⑥ 活動日数が多いため、記述する内容も多数で書類作成の負担が大き
かった

⑦ 作業写真整理帳などに掲載（利⽤）できる写真が少なかった

⑧ ⾦銭出納簿などで必要な計算が難しかった

⑨ 本交付⾦の対象となるのかどうかの判断が難しい内容があった

⑩ 年度末の書類をまとめる際に必要な記録を十分に取っていなかった

⑪ 書類作成を⾏うことのできる構成員が少なかった

⑫ モニタリング調査など、必要な作業を必要書類作成時点で実施して
いなかった

⑬ その他

⑭ 特に苦労したことはなかった

活動組織数

28）年度末の書類を作成する上で苦労したこと 
 年度末書類で苦労したことについては、作業日報等は活動日数分作成しなければならないこ

とから、「活動日数が多いため、記述する内容も多数で書類作成の負担が大きかった」が最も多

い結果となっている。また、「書類作成を行うことのできる構成員が少なかった」との回答から

は、書類作成等の事務が一部の参加者に集中している実態を示していると考えられる。 
  

図表 3.30 年度末の書類を作成する上で苦労したこと 
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29）年度末の書類を作成する上で苦労したことの解決方法 
 年度末の書類に関して、苦労したことの解決方法としては「地域協議会に相談した」と「活

動組織の構成員のみで解決した」がほぼ同数となっている。 

 
 
 

○主な相談内容（相談内容全体は多数のため割愛） 

・書類作成全般・・・・・・・・・・・・・・19団体 
・金銭出納簿・経理関連・・・・・・・・・・16団体 
・写真に関連すること・・・・・・・・・・・12団体 
・モニタリングに関連すること・・・・・・・10団体 
・支出内容が交付金の対象となるか否か・・・8団体 
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① 地域協議会に相談した

② 都道府県（地方事務所を含む）に相談した

③ 市町村に相談した

④ 他の市⺠団体や活動組織に相談した

⑤ 学識経験者など、関連の問題に知⾒を持つ個人
（専門家）に相談した

⑥ 活動組織の構成員のみで解決した

⑦ その他

⑧ 結局、課題は解決できないままだった

活動組織数

図表 3.31 年度末の書類を作成する上で苦労したことの解決方法 
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30）本交付金に関する意見・要望 
「特になし」など内容のないものを除くと 311件の自由記述回答が得られた。 

 
・交付金の延長・継続希望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63団体 
・書類作成負担が大きい。書類の簡素化希望・・・・・・・・・・・・・57団体 
・交付金への感謝・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32団体 
・教育・研修活動タイプの廃止についての批判、疑問、再開の要望・・・21団体 
・交付金ルールについての意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20団体 
・補助率の上昇／交付金額の増額希望・・・・・・・・・・・・・・・・18団体 
・今後に向けた決意・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14団体 
・活動時期に関する要望（交付金支給時期への要望）・・・・・・・・・ 13団体 
・作業成果報告等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13団体 
・アンケートそのものへの意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12団体 
・日本の森林政策への意見・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10団体 
・モニタリング調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10団体 
・災害関連・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9団体 
・写真関連・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6団体 
・地域協議会への批判・要望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6団体 
・参加人数確保の課題（高齢化等）・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6団体 

 
   過年度の調査と比較した場合の特徴的な内容として、以下の点が挙げられる。 

同一の場所で 3 年までしか活動を行うことができなくなったことについて、より長期に継
続して交付金を交付してほしい旨の回答が多く寄せられた。また、教育・研修活動タイプが

廃止されたことへの批判や再開の要望が複数寄せられている。災害被害による影響で、活動

対象地が被害を受けたとの報告も寄せられている。 
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３－２ 補足調査結果の集計及び分析 

アンケート調査等の結果を受けて、より具体的な活動状況等を確認するための補足的なヒア

リング調査を 10 活動組織に実施し、その内容を整理・分析した。 

 
１）補足調査の内容 

発注者と協議して、補足調査の内容については、「今年度の事例集掲載団の数字化チェック

シートの算定結果」をお知らせし、算定結果に対する分かりやすさや、想定される使途等につ

いてアンケート形式で聞き取る形とした。聞き取り項目は以下の８項目とした。 

図表 3.31 補足調査における調査項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）補足調査の方法 

補足調査の概要を以下に示す。 

図表 3.32 補足調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）補足調査結果の概要 

  数字化チェックシートへの記入に係る負担については少ないと回答した団体が過半数を超え、

評価金額についても過半数の団体が概ね妥当と回答した。評価金額の活用方法については、各

活動組織内部での利用（活動の意義を確認・共有する場面での利用など）や、都道府県や市町

村等の行政機関への PR材料としての利用が想定されるとの回答が過半数の団体からあった。  
一方で、活動内容の見直しや今後の計画立案の際の指標として用いにくい、活動金額の内容

や意味等を内部・外部に説明できない等の回答も複数あったことから、評価金額を活動組織に

提示する際には、金額の持つ意味や取扱等の「評価金額の使い方」についての補足説明を添え

る必要があると考えられる。次ページ以降に補足調査結果を示す。 

設問 内容 

問１ 今回のアンケートに要する作業負担の有無 
問２ 活動効果の経済価値評価についての感想 
問３ 経済価値評価の活用可能性 
問４ 追加で経済価値評価を希望する事項 
問５ 想定される経済価値評価の活用方法 
問６ 経済価値評価への不満・懸念 
問７ 経済価値評価を全活動組織に対して実施することの是非 
問８ 林野庁に対する要望 

項目 内容 

目的 本交付金で実施した活動内容及び活動効果の経済価値の活用可能性の把握 
対象 令和元年度の活動事例集に掲載する活動組織（合計 10団体） 

調査期間 令和２年２月 28日（金）～令和２年３月 16日（金） 
設問数 8問 
調査方法 Eメール 
回収率 70％（７団体が提出） 



  

3－28 
 

0

1

4

1

0

1

0 1 2 3 4 5 6 7

① ⾃分たちの活動の評価としては、とても高い⾦額（過大評価）だと感じた

② ⾃分たちの活動の評価としては、高い⾦額（過大評価）だと感じた

③ おおむね妥当な⾦額であると感じた

④ ⾃分たちの活動の評価としては、低い⾦額（過小評価）だと感じた

⑤ ⾃分たちの活動の評価としては、とても低い⾦額（過小評価）だと感じた

⑥ 高いか低いか、よくわからない

４）補足調査結果 
１）経済価値評価の取り扱いについての検討 

数字化チェックシートの経済価値評価に対するアンケート調査票を用いて、数字化チェックシ

ートに回答いただいた 10団体（今年度の活動事例集掲載団体）を対象として、活動の経済価値評
価の結果とその算定に用いた計算シートを送付し、具体的な結果を見た上での感想等を尋ねるア

ンケート調査を実施した。活動の経済価値評価の結果は、活動について算出された金額とともに、

本交付金による国庫支出額に対する費用対効果についても記載した。質問数は全 8 問とした。ア
ンケートには 7団体から回答があった。以下にその結果を記載する。 

 

問１︓皆様の活動の効果をお⾦の価値に換算して評価するために、「活動・打合せの参加人数」「活動・
打合せの平均時間」、「活動・打合せの年間回数」「メディアでの掲載回数」「イベント実施回数」「整
備面積」をお伺いいたしました。今回お伺いした内容について、回答のための負担について、次の
選択肢から⼀つだけ選んでご回答ください。 

現時点での数字化チェックシートへの回答については、各団体ともに特に負担は大きくないと

の結果となっている。 

 
 

問２︓今回皆様にお配りした皆様の活動の効果をお⾦に換算した評価結果について、その⾦額は高
いと感じましたか、それとも低いと感じましたか。⼀つだけ選んでご回答ください。 

経済価値評価の結果については、過半数である 4 団体が、「おおむね妥当な金額であると感じ
た」と評価している。「とても高い」「とても低い」といった回答はなく、おおむね、活動組織の認

識から見て妥当な金額が算出されたと推測される。 
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0 1 2 3 4 5 6 7

① とても負担が大きかった

② 負担が大きかった

③ どちらともいえない

④ 負担は小さかった

⑤ ほとんど負担は感じなかった

図表 3.33 今回の質問の回答に要する負担の有無 

図表 3.34 評価結果に対する感想 
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① 活⽤していきたい

② どちらともいえない

③ 特に活⽤したいとは思わない

④ よくわからない（どう活⽤すればよいのかわからない）

問３︓皆様の活動の効果をお⾦に換算した評価結果をみて、今後の活動内容等に活かしていきたい
と感じましたか。当てはまるものすべてにご回答ください。 

活用の意志について尋ねたところ、7団体中 6団体が「活用していきたい」と回答している。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問４︓今後、皆様の活動の効果をお⾦に換算した評価を続けるとした場合、追加で評価の対象にし
てほしいと感じたことについて、⾃由記述にてご回答ください。特にない場合には、空欄のま
まで、次の質問に移動してください。 

 自由記述にて 2 件の回答があった。該当の回答を記載する。なお、回答のうち、地名等団体名
が把握できる箇所は削除した形で掲載した。 

・当活動組織が H26 年から取り組んだ森林・里山の整備を通じて成果と考えている点は公園内ヒ
ノキ人工林（10.6ha）が、かつては遊園地的機能を備えていたが、約 40 年間維持管理されず、
階段等施設が朽ちた状態、歩道沿いは枯れ木で危険、灌木の密集で見通しが悪く、人も入れない
状況であった。これを約 10 年間で 3,350 人・日を投入し、市民が安全で安心して散策できる森
林公園にした。今では高齢な市民が散策、アスリートも運動等多様な利用がされている。このよ
うな、価値が向上した点の評価も加味してもらいたい。  
・四種のメニューを実施して、何がどの様に変わったのか(改善したこと、成長したこと、効果が
あったこと等)、活動して整備した森林の姿を評価し、お金と比較出来れば評価価値が上がり、
活動員や関係団体、国民の納税者にも必要性の可否が具体的に示されるものと考える。 

  

図表 3.35 評価結果の活用可能性 
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① 都道府県、市町村などの⾏政への説明資料に使いたいと思った

② 活動組織の内部で、⾃分たちの活動の意義を確認するために使いたいと持った

③ 別の参加者を集めるための資料として使いたいと思った

④ 本交付⾦とは別の交付⾦・助成⾦等に応募する際に使いたいと思った

⑤ その他

⑥ どのように活⽤・利⽤できるかはまだわからないが、何かに使えそうだと思う

⑦ 活⽤・利⽤をする意思はない

問５︓皆様の活動の効果をお⾦に換算した評価結果について、どのように活⽤・利⽤したいと思い
ましたか。当てはまるものすべてにご回答ください。 

 
回答した全団体が「活動組織の内部で、自分たちの活動の意義を確認するために使いたいと持

った」と回答している。また、過半数の 4 団体が「都道府県、市町村などの行政への説明資料に
使いたいと思った」と回答している。「活用・利用をする意思はない」との回答は０件であり、活

動組織が、今回の経済価値評価の活用を希望している実態がみられる。 
 具体的な活用方法と結果を活用できるようにするために、どのような支援の仕組みづくりを行

うのかが、今後の課題となると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

その他回答 

・当活動組織のような団体は、当今で言えば、自助・共助・公助のうち、共助の部類に入り、

政府・地方自治体が手を付けず放置していた森林環境の整備を行っているとの自負がある。

県・市等行政に成果をアピールし、ボランティア等の共助組織の活動が行政を支援している

ことを認識してもらい、今後行政も共助組織をより強力に支援するよう働きかけていきたい。

・費用対効果が活動組織や地域住民等に示せる内容になれば、社会の目からして、税金が適正

に運用され、森林環境が的確に守られた社会構造につながっていると理解され、賛同者も増

えてくると思う。 
 
  
 
  

図表 3.36 想定される評価結果の活用策 
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① 結果について信⽤できるものなのかわからない（計算根拠が

分からない）

② 本交付⾦での活動の効果について、十分に評価できていると

は思えない

③ お⾦に換算した評価では、どのように活動を改善すればよい

のかわからない

④ お⾦に換算した評価をもらっても、どのように利⽤すればよ

いのかわからない

⑤ お⾦に換算した評価の内容が難しい

⑥ ⾃分たちで計算できるようにしてほしい

⑦ お⾦に換算した評価を⾏う理由が良くわからない

⑧ その他

⑨ 特に不満や懸念は感じない

⑩ 内容が良くわからず、不満や懸念を考えるための情報が不⾜

している

問６︓皆様の活動の効果をお⾦に換算した評価結果について、不満や懸念などがございましたら教
えてください。当てはまるものすべてにご回答ください。 

不満や懸念についての回答は分散し、特に特定の選択肢に回答が集中することがなかった。た

だし、まだ実際には利用などもされていない状態であるため、具体的な課題等については、今後、

実際に活用を行う過程で明らかになっていくものと考えられる。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

その他回答 

・間伐による森林育成・間伐材利用・土砂流出防止、落葉広葉樹の植樹による生物多様性

の確保・土壌涵養・温暖化防止、森林・竹林の整備による景観改善と市民による利用価

値向上等、森林の多面的機能の経済的価値のウェイト付けが困難と思うが、活動組織の

活動目標と達成度の評価も評価要素に入れるとよい。 
・活動組織のモチペーシヨンを向上させるためにも必要な評価方法であり、当方の決算書

と対比するなど活用方法はある。民間に実施してもらう外注費と自分たちで行う費用

対効果の判断材料にもなる。 
 
  
  

図表 3.37 評価結果に対する感想 
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問７︓今回の活動の効果をお⾦に換算した評価について、仮に、今後、すべての団体を対象と
して実施していくこととした場合、どのように思われますか。 

 

 
 

 
 
今後の対象団体については意見が分かれた。ただし、「全体」か「希望する団体」に限るのかの

違いに関わらず、回答した全ての団体が経済評価値評価を行うことについて、実施が望ましいと

いう回答をする結果となった。 
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① すべての団体を対象として実施したほうがい
いと思う

② 希望する団体に限定して実施したほうがいい
と思う

③ 今の内容であれば、お⾦に換算した評価を⾏
う意義を感じない

④ お⾦に換算した評価そのものを⾏う意義を感
じない

⑤ わからない（賛成とも反対ともいえない）

図表 3.38 経済価値の導入の是非 
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問８︓皆様の活動の効果をお⾦に換算した評価に関連して、貴団体が林野庁に要望することについ
て、⾃由記述にてご回答ください。 

 
具体的な回答は 4件寄せられている。寄せられた回答の全文を掲載する。 
 
・国土の 7 割を占める森林を、いかに活用していくかが我が国に課せられた命題であり、
強みであると感じている。地域が持続的なものになることが我が国の発展にもつながる

と考えるが、森林と共生する文化がなくなってしまえば、地域は衰退するばかり。地域住

民として森林と関わるきっかけを作ってくれた本交付金の価値は絶大。大型化した業者

ではなく、山林所有者をはじめとした地域の人たちが、自らの手で直接的に森林とかか

わりをもてていることに大きな価値がある。森林と共生することこそ、人間の原点であ

るように感じる。 
  
・多くのお金と人工を投入しても、継続して維持管理しないと元に戻り勿体ない。間伐や

放置竹林整備は活動後数年間は改善効果が続きますが、多くの市民が利用する公共的性

格を持つ空間は、継続的な維持管理が欠かせないが、自治体は予算的に地元自治会は高

齢化により手が付けられないために環境悪化が進んでいる。当活動組織のようなボラン

ティア団体も公的な支援がない限り、持続的な活動は困難な状況に直面している。一度

取り組んだフィールドにおける継続的な維持管理活動に対して交付金の額を減額してで

も、ぜひとも継続をお願いしたい。 
  
・この交付金事業は、画期的な里山地域（高齢化・過疎化・疲弊化の進行地域）の活性化に

つながる事業になっている。その理由として①コミュニティ形成につながっている、②

会員にとっていくらかの収入（小遣い銭）になっている。③多面的な活動要素があり取り

組み幅が広い。３年間の活動では、以上のような効果がはっきり出るが、その後の活動継

続で自立型の活動を目指したいが、そのアイディア・方策等がなかなかうまく出てこず、

私としても一番苦慮しているところ。（地域内は井の中の蛙、外部の目線が必要）たとえ

ば、地域おこし等に例えれば、地域おこし協力隊員のような役割を、地域協議会・もしく

は各県森林センタ－などが行ってくれれば、自立化の方向が確立していくのではないか

と考える。今後もこの事業はぜひ継続していただき、かつ自立化支援ということで、支援

制度を作っていただきたい。よろしくお願いしたい。 
  
・Q7について、①を選択した理由は、本交付金を税金で、賄っている以上、必要な活動に
必要な資金を投下している根拠を各団体が示す意味からも重要な事と思う。一過性に終

わらないよう、取り組みの目標や継続性を重視して投下した税金が将来にわたって森林

環境の維持、改善に活かされ未来志向の要素が含まれていることを実証する道しるべに

なると考える。今後、益々、高齢化・少子化が進み森林は荒廃化、放置化され、一方では

地球温暖化、生物多様性、防災・減災など森林機能に求められるニーズは高まってきてい

るこの大切な時期に、本制度が活用できることは地域にとって大変重要で大切な事。地

域の森林環境を守ろうとしている、意欲ある地域団体への裾野を広げ、森林に関わる人

口の拡大に努めて欲しい。 
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５）数字化チェックシートの取り扱いについて 

昨年度、数字化チェックシートの対象団体となった 3 団体に、数字化チェックシートの調査
票の記載項目等について、電話ヒアリングによる聞き取りを行った。なお、今年度実施した効

果チェックシートについても同様に、調査票や調査項目について、記入した感想等を中心に聞

き取りを行った。以下にその概要を示す。 
 
 
活動組織Ａ 

 

（ヒアリング日） 

令和２年１月 24

日 

■数字化チェックシートについて 

 交付金取得額の倍以上の効果があったことが示されてよいと思った。 
 オーソライズされていれば、県や市などにも話せるのだが、あくまで試行

段階の状態では、活動の効果を示すものとしては利用できない。 
 内容についても、出された金額について、本当に自分たちの活動が評価さ

れたと言えるのかという点について疑問があった。 
 高い金額の評価が得られたものの、金額が高い理由は活動面積が広いとい

うことであった。活動面積だけでは、活動の質を評価するというわけでは

ないのではないか。 
 打合せ回数も評価の対象とされていたが、1年目は頑張って議論をしたと

しても、2年目以降、お互いの認識が共有されることで、打合せをしなく
てもわかる状態になることもある。構成員の意識が向上して、お互いの理

解が深まるほど、経済価値が下がってしまうことになるのではないか。 
 メディアへの紹介については、その地域に関心を持つメディアがいるかど

うかによって左右される。関心を持つ新聞記者がいるかいないかで評価が

決まるのであれば、活動組織の努力ではどうにもならない面もある。 
 経済価値についても、数字が実態と合っていない可能性があるのではない

か。打合せなどは労務単価で金額が決められているが、ベースとなる賃金

は地域によって異なるのではないか。 
■効果チェックシートについて 

 活動を行う場所などによって、記入できない項目がある。 
 地域、目的の違い等によってチェックのしやすさが異なり、もともと（本

交付金抜きでも）活動を行っているところが有利になるのではないか。 
 教育・研修活動タイプ廃止で、マイナスの影響が生じるのではないか。 

活動組織Ｂ 

 

（ヒアリング日） 

令和２年１月 16

日 

■数字化チェックシートについて 

 数字化チェックシートの結果を出されても、活動組織側としては意味が分

からなかった。たとえば、「活動・打合せ実施」で 148 万円の価値がある
と回答団体に告げられても、それがどのような意味があるのかが分からな

い。 
 経済価値について、地域に知ってもらえるのであれば、他の方に活動につ

いて知っていただける機会になるかもしれないが、それは、行政など他の

団体の手によって広報をしてもらわねば意味はない。 
■効果チェックシートについて 

 選択肢の中では「伝統工芸品づくり」があるが、自分たちは森林資源を活

図表 5.24 活動組織へのヒアリング概要 
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用しているものの（注・枝をつかったパチンコやネームプレート等を販

売）、伝統工芸品と言えるものは作っていない。表現の仕方を改めること

でチェック数は増えるのではないか。 
 数字化チェックシートは何を意味するのかが分からなかったが、効果チェ

ックシートの方は、結果を見ると、全国や県の平均点がどれくらいで、そ

れに対して自分たちがどの位置にあるのかが把握できるので、意味が分か

りやすい。 
活動組織 C 

 

（ヒアリング日） 

令和２年１月 27

日 

■数字化チェックシートについて 

 評価については、活動目的とは異なるのではないかという印象があった。

 数字化チェックシートの経済価値評価では、地域への貢献度合いが分から

ない。 
■効果チェックシートについて 

 分量としては、質問数としてはこれくらいはないと評価ができないのでは

ないかと感じた。 
 内容としては、わかりにくいということはなかった。 
 地域への貢献について広めていけるように、地域への貢献の部分をもっと

評価してほしい。 
 効果チェックシートにより数字で出たことで、（自分たちの活動が）森林

の多面的機能発揮に貢献していることが明確になり、良かったと思う。 
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第４章 実施状況とりまとめ報告書に記載された内容のデータベース化  

 
地域協議会から提出された平成 30 年度の本交付金に係る活動組織の活動状況等を記載した

「実施状況とりまとめ報告書」の記載内容をデータベース化し、その内容を取りまとめ、分析

した。 
 
 
４－１ 作業の概要 
（１）実施状況とりまとめ報告書の収集 

地域協議会（全 45団体）より、平成 30年度の「実施状況とりまとめ報告書」を収集し、ケ
ート項目及び内容を確定し、調査書式を作成した。 
 

図表 4.1 ヒアリング調査の概要 

 

  （注）東京都、埼玉県、神奈川県の事業実施主体は一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構で

あるが、集計及び分析結果については１都２県ごとに示している。 

 

 

  

項目 内容 

目的 森林・山村多面的機能発揮対策における協議会の取組状況の把握 

対象 全国の協議会（全 45団体） 

調査方法 
実施要領の様式第 22 号により、地域協議会から提出された「平成 30 年分
森林・山村多面的機能発揮対策交付金に係る実施状況とりまとめ報告書」
を集約・データベース化したうえで、その結果を取りまとめ・分析した。 

回収率 100％（45団体） 
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（２）結果の集約及び分析 

  実施状況とりまとめ報告書の集計及び分析結果を以下に示す。 

１）都道府県別の活動組織数 

  平成 30 年度の都道府県別の活動組織数は「岩手県」が 88組織と最も多く、次いで「新潟
県」が 72組織、「北海道」が 68組織であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

全国団体数合計 
平成 29 年度：1,233 団体 
平成 30 年度：1,282 団体（1,275 団体） 
※カッコ内は申請取り下げを除外した団体数 
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図表 4.2 都道府県別の活動組織数 
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２）活動タイプ別の団体数 

 全国における活動タイプ別の団体数は、メインメニューである「地球環境保全タイプ（里山

林保全）」が 918組織と最も多く、次いで「地球環境保全タイプ（侵入竹除去・竹林整備）」が
459組織であった。 

図表 4.3 平成 30年度の活動タイプ別の都道府県別活動組織数 
（単位：団体数） 

 
  

都道府県 全体 ⾥⼭林整備 侵⼊⽵除去・⽵林整備 森林資源利⽤ 森林機能強化

北海道 68 58 0 32 32
⻘森県 5 4 0 1 0
岩手県 95 85 1 20 11
宮城県 20 17 6 5 4
秋田県 24 18 6 7 0
⼭形県 19 15 2 8 6
福島県 16 14 6 5 3
茨城県 25 18 10 3 3
栃木県 45 43 10 3 7
群馬県 24 14 4 11 2
埼玉県 4 3 1 0 0
千葉県 31 22 21 0 3
東京都 6 5 2 2 0
神奈川県 7 4 4 0 0
新潟県 72 48 28 6 3
富⼭県 15 10 4 7 1
石川県 10 6 4 7 5
福井県 55 41 27 13 12
⼭梨県 2 2 0 0 0
⻑野県 45 28 9 16 4
岐阜県 32 26 6 16 1
静岡県 35 28 13 9 4
愛知県 5 5 0 1 1
三重県 18 10 7 8 5
滋賀県 26 20 9 9 1
京都府 41 29 17 11 1
大阪府 36 32 19 2 4
兵庫県 62 50 15 10 13
奈良県 23 20 7 4 1
和歌⼭県 13 10 4 4 1
鳥取県 4 1 1 2 0
島根県 43 17 28 15 10
岡⼭県 5 3 2 2 0
広島県 25 16 11 16 11
⼭口県 5 4 1 0 0
徳島県 32 14 17 4 1
香川県 15 10 9 2 2
愛媛県 20 5 18 2 0
高知県 58 42 28 19 5
福岡県 43 22 30 7 3
佐賀県 10 9 2 1 0
⻑崎県 48 42 14 2 1
熊本県 36 10 31 12 15
大分県 12 7 9 3 2
宮崎県 33 24 16 7 7
⿅児島県 3 3 0 0 1
沖縄県 4 4 0 0 0
全国 1,275 918 459 314 186
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   （単位：ヘクタール） 

 
 
 
 
 
 
  

日本全国の対象面積 

 里山林整備：4,981.49ha 

 侵入竹除去・竹林整備：795.69ha
 森林資源利用：1,197.95ha 

 合計：6,975,13ha 
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図表 4.4 都道府県別対象面積 
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長期にわたり手入れをされていなかったと考

えられる里山林を整備した面積（日本全国） 

平成 29 年度：3,011.18ha 

平成 30 年度：2,147.55ha 

図表 4.5 長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林を整備した面積 
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 （単位：団体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※複数の活動タイプの交付金を取得している団体を含む 
 

 （単位：ヘクタール） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※カッコ内はその年の交付金全体の面積に占める比率 
 
 

 （単位：ヘクタール） 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※カッコ内はその年の交付金全体の面積に占める比率 
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図表 4.6 活動タイプ別の団体数推移 

図表 4.7 活動タイプ別の全国面積推移 

図表 4.8 長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林を整備した面積と 
全体に占める比率 
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（単位：回数） 

 
 
 
 
 
  

教育・研修活動タイプ活動回数合計 
平成 29年度：2,022回、平成 30年度：1,656回 
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図表 4.9 都道府県別教育・研修活動タイプ実施状況 
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※構成員数が記載された 1,275団体分で集計 

 
平均値：29.1名 
中央値：13名 
最頻値：10名（86団体。なお、2番目に多いのが構成員数 6名の 82団体） 

 
※平均値の算出に当たっては、構成員数が 1,000名を超える団体を除外（３団体。A団体：59,248
名、B団体：2,039名、C団体 1,577名）した上で集計を行った。 

 
  

図表 4.10 活動組織の構成員数（平成 30年度） 
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４－２ まとめ 
 

 平成 30 年度の交付金申請団体数は微増したものの、本交付金の対象面積については平成
29年度の 7,193.2haから平成 30年度の 6,975.1haへと微減している。 

 活動組織数は、岩手県(95団体）、新潟県（72団体）、北海道（68団体）と 60団体を超え
る地域もある一方で、少ない方では、山梨県（2団体）、鹿児島県（3団体）など 5団体未
満の都道府県も見られる。活動組織数については非常に地域格差が大きくなっている。 

 団体数、面積ともに里山林保全活動が最も多い。 
 平成 30年度は、地域環境保全タイプの里山林保全活動の面積が微増している。 
 都道府県別の活動対象地の面積は、岩手県、北海道、高知県の順で多い。（侵入竹除去・
竹林整備については、四国、九州での活動が多い。） 

 
図表 4.11 活動タイプ別の対象面積上位 5自治体 

順位 
里山林保全 侵入竹除去・竹林整備 森林資源利用 合計 

都道府県 面積 都道府県 面積 都道府県 面積 都道府県 面積 

1 岩手県 947.6 高知県 88.2 北海道 160.0 岩手県 1,083.9

2 栃木県 434.5 熊本県 78.8 岩手県 136.0 北海道 563.7

3 北海道 403.7 新潟県 62.6 岐阜県 124.2 高知県 533.5

4 高知県 323.1 愛媛県 61.8 高知県 122.2 栃木県 450.8

5 大阪府 294.4 福岡県 58.4 長野県 96.6 新潟県 367.5
 
 「長期にわたり手入れをされていなかったと考えられる里山林を整備した面積」について
は、平成 29年度の 3,011.18haから平成 30年度の 2,147.55haへと大きく減少している。 

 活動組織の構成員数については、中央値が 13名で、最頻値が 10名となっている。本交付
金の最小構成員数である 3名の団体が約 3%の 40団体あった。 

 構成員数が 10名以下の団体が、全体のおよそ 40%となっている。 
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第５章 モニタリング調査で数字化できない森林や山村への効果の評価
手法の構築に向けた情報収集・分析  

 
モニタリング調査では数値化が難しい「森林や山村における活動の成果や効果の評価」の手

法構築に向けて、効果チェックシートや数字化チェックシートを用いて関連する情報の収集・

取りまとめを行った。 
 
 
５－１ 効果チェックシートによる自己評価表の収集・分析 

平成 30 年度の本事業で作成した「森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェックシート
（以下「効果チェックシート」という。）」等を活用して、平成 30 年度に交付金の交付を受け
た活動組織のうち、平成 30 年度に交付金活動を終了した組織を対象に、交付金による活動の
広がりや持続性、地域貢献に関する効果について取りまとめ・分析を行った。 

  交付金を取得していない状態と比較するため、令和元年度から交付金を取得した団体の回答

も集計した。 
 

（１）効果チェックシートの最終結果と今後の評価方法 
１）効果チェックシートの目的 

本交付金の政策目標である「自主的に横展開を図る取組を行うなど地域コミュニティの 維

持・活性化につながる活動を行った活動組織の割合を毎年度増加」の達成状況を評価するため

の基礎情報として活用する。 
 

 

２）効果チェックシートによる調査の実施概要（令和元年度調査） 

  25 項目のチェック欄への記入と、自由記述式の「自慢できること」への回答を依頼。 

 
 

項目 内容 

チェックシート送付日 令和元年 10月 11日（金） 

チェックシート送付方法 郵送発送及び調査票ダウンロードサイトを紹介するメールを
送付。（メールについては、判明分のみ） 

チェックシート回収締切日 令和元年 10月 25日（金） 
※回収締切後も令和元年 12月末まで回収を継続して集計。 

チェックシート送付数 1,363通 
チェックシート回収数 734通〔回収率：53.9%〕 

※交付金取得年数が 0 年で、自由記述欄に「本年度設立」の旨の回答があるケースは、交
付金取得前後の比較に利用できないため、集計対象外とした。（7団体が該当） 

※交付金取得年数が 0年で、他の項目に記載内容がない団体についても、「本年度設立」に
準じるとみなし、集計対象外とした。（5団体が該当） 

 
３）効果チェックシート調査の結果概要 

図表 5.1 効果チェックシートによる調査の実施概要 
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8
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項目 効果 チェック数 チェック率

活動の広がり
（横展開）

活動組織の構成員数が増加した 271 36.9%
幅広い年齢層が協⼒して活動を⾏った 379 51.6%
新聞や雑誌、広報誌などで活動を紹介された 196 26.7%
他団体（活動団体、企業、自治体等）との協⼒関係がうまれた 280 38.1%
外部（異なる集落や都市）の住⺠も森林整備活動に参加した 212 28.9%

活動の持続性
（自⽴性）

構成員が森林整備のための技術や安全管理の資格を取得した 303 41.3%
森林整備のための機材や道具を使⽤できる構成員数が増えた 459 62.5%
森林整備のために利⽤可能な本交付⾦以外の資⾦が増えた 122 16.6%
若い世代（40歳未満）が参加しており、⻑期的な活動が可能である 198 27.0%
本交付⾦終了後に森林整備活動を継続できる⾒込みがある 326 44.4%

地域貢献
（景観）

対象森林が明るくなり、⾒通しが良くなった 657 89.5%
活動組織の構成員以外から景観が良くなったと⾔われるようになった 501 68.3%
対象森林や周辺で不法投棄されるゴミの量が減った／ゴミのない状態を維持している 237 32.3%
対象森林が、観光資源としても利⽤できるようになった 134 18.3%
在来種や歴史性を考慮した地域ならではの景観を守っている 167 22.8%

地域貢献
（文化・教育）

対象森林が、地域の憩いの場として活⽤されている 256 34.9%
対象森林が、地域の⼦供たちの自然体験活動や学習・教育の場となっている 270 36.8%
地域の幼稚園、保育園、⼩中学校のいずれかと協⼒関係にある 150 20.4%
対象森林から得られた資源を伝統⼯芸品づくりに活⽤した 84 11.4%
伝統文化の維持や郷⼟⾷づくりに貢献する活動を⾏った 69 9.4%

地域貢献
（その他）

鳥獣被害が軽減された（野生鳥獣の出没・侵入が減った） 212 28.9%
地域の農業と連携した活動を⾏った 129 17.6%
希少動植物の保護や生物多様性の保全に貢献している 196 26.7%
⼟砂流出が軽減されるなど自然災害の防⽌に役⽴った 151 20.6%
特産品の開発や地域の雇⽤創出など地域経済の活性化に貢献している 103 14.0%
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  効果チェックシートの調査結果の概要を以下に示す。 

 

（２）調査結果 
 調査結果の概要を以下に示す。 

 
 １）選択肢別の回答状況（n=734） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２）得点分布（団体別のチェック数の分布） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 5.2 個別選択肢への回答状況 

図表 5.3 効果チェックシートの得点分布 
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３）活動タイプ別のチェック数の平均点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）交付金取得年数別の平均点 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.5 交付金取得年数別の平均点 

図表 5.4 活動タイプ別のチェック数の平均点 
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271

379

196

280

212

0 50 100 150 200 250 300 350 400

活動組織の構成員数が増加した

幅広い年齢層が協⼒して活動を⾏った

新聞や雑誌、広報誌などで活動を紹介された

他団体（活動団体、企業、自治体等）との協⼒関係がうまれた

外部（異なる集落や都市）の住⺠も森林整備活動に参加した

活動組織数

（36.9%）

（51.6%）

（26.7%）

（38.1%）

（28.9%）

活動の広がり（横展開）

303

459

122

198

326

0 100 200 300 400 500

構成員が森林整備のための技術や安全管理の資格を取得した

森林整備のための機材や道具を使⽤できる構成員数が増えた

森林整備のために利⽤可能な本交付⾦以外の資⾦が増えた

若い世代（40歳未満）が参加しており、⻑期的な活動が可能である

本交付⾦終了後に森林整備活動を継続できる⾒込みがある

活動組織数

活動の持続性（自⽴性）

（41.3%）

（62.5%）

（16.6%）

（27.0%）

（44.4%）

 

５）活動の広がり（横展開）の状況 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６）活動の持続性（自立性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 5.6 活動の広がり（横展開）の状況 

図表 5.7 活動の持続性（自立性） 
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順位
回答数の多い選択肢 回答数の少ない選択肢

選択肢 回答数 回答率 選択肢 回答数 回答率

1位 対象森林が明るくなり、⾒通しが
良くなった 657 89.5% 伝統文化の維持や郷⼟⾷づくりに貢献

する活動を⾏った 69 9.4%

2位 活動組織の構成員以外から景観が
良くなったと⾔われるようになった 501 68.3% 対象森林から得られた資源を伝統⼯芸

品づくりに活⽤した 84 11.4%

3位 森林整備のための機材や道具を使
⽤できる構成員数が増えた 459 62.5% 特産品の開発や地域の雇⽤創出など地

域経済の活性化に貢献している 103 14.0%

4位 幅広い年齢層が協⼒して活動を
⾏った 379 51.6% 森林整備のために利⽤可能な本交付⾦

以外の資⾦が増えた 122 16.6%

5位 本交付⾦終了後に森林整備活動を
継続できる⾒込みがある 326 44.4% 地域の農業と連携した活動を⾏った 129 17.6%

 

７）効果チェックシートで確認できた本交付金の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８）「自慢できること」の進捗状況 

効果チェックシートでは、2 ページ目において、各団体別に自慢できることと、関連する目
標、その進捗状況について記入いただいた。自由記述欄に未記入の団体が全体の約 27%（196
団体）あった。 
  
 
  

団体数
得点分布 

平均点 
5点 4点 3点 2点 1点 0点 無記入

「自慢できること」と「達成し

たい目標」の双方を記入 
445 35 97 162 82 50 4 15 2.9 

「自慢できること」のみ記入 57 7 15 20 5 3 1 6 3.3 

「達成したい目標」のみ記入 36 1 4 11 9 8 0 3 2.4 

「自慢できること」と「達成し

たい目標」の双方未記入 
196 15 19 19 11 5 11 116 2.9 

全体 734 58 135 212 107 66 16 140 2.9 

※進捗状況を無記入の団体は平均点から除外した。 
 
 
 

図表 5.8 効果チェックシートで確認できた本交付金の効果 

図表 5.9 自慢できることの進捗状況 
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（３）効果チェックシートの見直し 

１）評価方法に関して求められる効果チェックシートの条件 

・年度ごとの団体数の多寡にかかわらず、年度別の比較が可能であること。 
・評価を行うにあたり、活動組織や地域協議会に過度な負担が生じないこと。 
・個別の団体における点数を個別の団体の評価に用いないこと。評価は必ず交付金取得団体

全体を見た場合の本交付金の効果を測るために用いること。（「点数が低い＝悪い団体」で

はない。） 
・評価結果を数値により示すことができること。 
 

２）効果チェックシートに関する修正 

効果チェックシートは、検討委員会等での議論を経て以下の点について修正等を行った。 
・第２回検討委員会での指摘を踏まえ、３年分を記載していただく方式に記載内容を変更。合

わせて、レーダーチャート方式で経年変化を把握できるように変更したが、報告様式には反

映させず、別途地域協議会が作成するフィードバック用の様式として整理した。 
・「自慢できること」欄を廃止。 
・災害等の事情により、やむを得ない理由で活動を計画どおりに行うことができなくなる場

合を想定して、「特筆事項」の欄を追加。 
 
３）効果チェックシートの令和２年度以降の取扱 

・今年度は試行のため、効果チェックシートを活動組織向けアンケート調査と並行して実施

したが、令和２年度以降は、修正版を実施要領の実施状況報告書（様式第 20号）の報告様
式に追加する予定。 
・活動組織は、毎年度の事業完了に伴い効果チェックシートを提出する。 
・地域協議会は、提出されたチェックシートの記載内容に齟齬等がないか確認する。 

 
 
※上記を踏まえて検討を行った効果チェックシートの書式（報告様式、フィードバック用）

について、次ページ以降に示す。 
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１．活動組織の概要

年

□H25 □H26 □H27 □H28 □H29 □H30 □R1 □R2

　□活動推進費 □里山林保全 □竹林整備 □森林資源利用

　□森林機能強化 □資機材購入 □交付金取得なし

  ○90%以上 ○75～90% ○50～75% ○25～50% ○25%未満

※③～⑤欄は、該当する□又は○にチェックを付けてください。

※「地域住民」とは、活動対象地と大字単位で同じか隣接する場所に居住する方を指します。

２．活動の変化・成果の確認（※本交付金の取得前と比較の上でご回答ください。）

1年 2年 3年

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

※災害等が発生し、計画どおりに活動ができなかった場合には、その理由を次ページにご記入ください。

（
そ
の
他

）

地
域
貢
献

 鳥獣被害が軽減された（野生鳥獣の出没・侵入が減った）
 地域の農業と連携した活動を⾏った
 希少動植物の保護や生物多様性の保全に貢献している
 ⼟砂流出が軽減されるなど自然災害の防⽌に役⽴った
 特産品の開発や地域の雇⽤創出など地域経済の活性化に貢献している

（
文

化

・

教

育

）

地
域
貢
献

 対象森林が、地域の憩いの場として活⽤されている
 対象森林が、地域の⼦供たちの自然体験活動や学習・教育の場となっている

 地域の幼稚園、保育園、⼩中学校のいずれかと協⼒関係にある
 対象森林から得られた資源を伝統⼯芸品づくりに活⽤した
 伝統文化の維持や郷⼟⾷づくりに貢献する活動を⾏った

（
景
観

）

地
域
貢
献

 対象森林が明るくなり、⾒通しが良くなった
 活動組織の構成員以外から景観が良くなったと⾔われるようになった
 対象森林や周辺で不法投棄されるゴミの量が減った／ゴミのない状態を維持している

 対象森林が、観光資源としても利⽤できるようになった
 在来種や歴史性を考慮した地域ならではの景観を守っている

（
自
立
性

）

活
動
の
持
続
性

 構成員が森林整備のための技術や安全管理の資格を取得した
 森林整備のための機材や道具を使⽤できる構成員数が増えた
 森林整備のために利⽤可能な本交付⾦以外の資⾦が増えた
 若い世代（40歳未満）が参加しており、⻑期的な活動が可能である
 本交付⾦終了後に森林整備活動を継続できる⾒込みがある

項目 効果
チェック欄

（
横
展
開

）

活
動
の
広
が
り

 活動組織の構成員数が増加した
 幅広い年齢層が協⼒して活動を⾏った
 新聞や雑誌、広報誌などで活動を紹介された
 他団体（活動団体、企業、自治体等）との協⼒関係がうまれた
 外部（異なる集落や都市）の住⺠も森林整備活動に参加した

※以下の項目について、実現ができていると思う場合には、右側の□にチェックを入れてください。

森林・山村多面的機能発揮に対する効果チェックシート
≪報告様式≫

①活動組織名 取得年数

②主な対象森林
の所在地

都道
府県

市区
町村

③交付金取得年度

④活動タイプ等
（令和２年度）

⑤地域住民の比率

⑥活動目標

（別紙２）

図表 5.10 効果チェックシート（表面） 
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■ 特筆事項（災害等の状況）

　自然災害等により、活動を計画どおりに行うことが困難な状況が生じた場合は、期待どおりの効果が得られな
いことも想定されます。
　災害等が発生し計画どおりに活動ができなかった場合には、その理由を簡単にご記入ください。

図表 5.10 効果チェックシート（裏面） 
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図表 5.11 効果チェックシート（案）<フィードバック用>（表面） 
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図表 5.11 効果チェックシート（案）<フィードバック用>（裏面） 
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（４）効果チェックシートを活用した評価方法の検討 

１）評価方法案 

【１案】前年度と最新の結果について、全体の平均点を比較する。 

【２案】今年度の調査結果（令和元年度調査）における全国の活動組織の平均点から基準点

を設定し、基準点をクリアしている団体の比率を前年度と比較する。 

【３案】個別の団体ごとに過年度の調査結果と最新の調査結果を比較して、ポイント数が増

えた団体数（あるいは比率）を前年度と比較する。 

 
※評価方法イメージは次ページを参照。 

 
 
２）今後の方向性 

基本的には、1案（平均点の比較）をベースに評価を行うことを想定しているが、2案、3
案による評価方法による結果の確認も併せて行い、次年度以降の検討委員会等で報告・議論

を経て確定することを想定している。 
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効果チェックシートを用いた評価手法について（案） 
 

政策目標である「地域コミュニティの維持・活性化につながる活動を行った活動組織の割合を

毎年度増加」を評価する方法について、以下の手法が考えられる。 

 ①全体の平均点を確認する。 
 （例） 

令和元年度調査平均

点 

 

令和２年度調査平均点 
 

令和３年度調査平均

点 

8.3 点 8.5 点 8.8 点 

②基準点を超えた団体の比率を確認する。 
  仮に令和元年度の平均点である 8.3点を基準点とした場合の評価イメージ 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③個別の団体ごとに、過年度の調査結果と最新の調査年度の効果チェックシートの
得点結果を比較して、得点が増えた団体数を確認する。（過年度比の得点変化で
評価） 

（評価のイメージ：下の事例では、5団体中 4団体が評価の対象となり、2団体が条件達成） 

  
該当の年の活動成果によるチェックシートの得点

点数の変化 条件達成の是非 
令和 2 年度 令和 3 年度

Ａ団体 5 6 1 〇（条件達成）
Ｂ団体 10 12 2 〇（条件達成）
Ｃ団体 15 13 -2 ×（条件未達成）
Ｄ団体 8 8 0 ×（条件未達成）
Ｅ団体 なし 11 － 評価対象外

21
44

66
71
73

58
63

56
56

46
40

0 50 100

4点
5点
6点
7点
8点
9点

10点
11点
12点
13点
14点

活動組織数

効
果
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
の
得
点

令和元年度調査による得点分布（抜粋） 令和２年度調査による得点分布（仮） 

9 点（8.3 点）以上の団体数は 319 団体 

約 43%の団体が目標を達成
仮に全団体が 2 点点数を上げたと仮定すると

約 60%の団体が目標を達成

66
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63

56
56

46
40

29
26
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活動組織数
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果
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の
得
点
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５－２ 数字化チェックシートを用いた経済価値評価 
 

（１）数字化チェックシートの記載項目の確認 

昨年度に作成した数字化チェックシートを用いた金額算定にあたり、シートの記載項目の

経済価値の妥当性等について以下の点から再検討を行った。 

 

・平成 30 年度第３回検討委員会の資料４「森林・山村の多面的機能の発揮に対する効果の評価

手法の検討について」の記載内容に基づいて数字化チェックシートの内容を確認し、記載項

目の更新・修正等を行った。 

 

・昨年度は、整備した森林面積から算出する「自然から恵みを受ける」と活動・打合せ実施か

ら算出する「森林整備活動・地域コミュニティが広がる」、イベント参加者から算出する「市

民が森林・山村を楽しむ、学ぶ」により、それぞれ分けて分析が行われている。この際、「メ

ディアでの紹介」については、効果算定結果からでは明らかではないが、メディアへの掲載・

広報によって算出される結果である「認知度・イメージ向上」については、「森林整備活動・

地域コミュニティが広がる」に組み込まれているため、「メディアでの紹介」は「森林整備活

動・地域コミュニティが広がる」に組み込むこととした。 

 

・昨年度の計算式に準じて内容を確認したが、以下の点についてより現状に即した内容となる

よう、修正を行った。 

○算定に当たっては、昨年度報告書の 106 ページのチェックシートでは「今年度、長期にわ

たり手入れをしていなかったと考えられる里山林を整備した面積」とある一方で、99 ペー

ジのヒアリング項目では、「今年度整備した森林のタイプ別面積」とされており、異なる数

値となるため、双方の結果で算定した。 

○昨年度版の「二酸化炭素吸収」については、20 年生以上のスギの成長量（㎥）によって算

出されている。ただし、実際の森林は令和元年度の活動組織向けアンケート調査からも把

握できるように、活動対象地は針葉樹林ばかりではないことから、二酸化炭素吸収は「温

室効果ガスインベントリ報告書」における ha 当たりの「転用のない森林」の 2017 年（現

状の最新値）のヘクタール当たり吸収量に基づいて、二酸化炭素当たりのトン数を算出す

ることとした。また、炭素価格は平成 27 年度の値が採用されていたが、炭素取引価格につ

いては、年度ごとに大きく異なるため、価格は Jクレジット制度の「省エネ等」の平成 31

年 4 月の値を利用した。 

○「メディアでの紹介」について、平成 30 年度第３回検討委員会の資料４「森林・山村の多

面的機能の発揮に対する効果の評価手法の検討について」では、新聞への掲載が「段数」

で算定することとされているが、数字化チェックシートやヒアリング項目など報告書の記

載では、「回数」で尋ねることとされている。今回の評価では、「段数」を「掲載回数」と読

み替えて評価を行った。 

○費用対効果については、国の支出分だけでなく、都道府県などが支出する分も含まれる。

そのため、国の支出分のみの費用対効果と、都道府県等の本交付金関連の補助総額の 2 種
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類で費用対効果を算出することとした。 

  上記の点を踏まえて修正を行った箇所を以下に示す。修正箇所は赤枠で示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
表
5.12 

昨
年
度
の
効
果
算
定
シ
ー
ト
 

 

 

 

国
の

支
出

だ
け

で
な

く
都

道
府

県
支

出
分

も
含

む
形

で
評

価
を

修
正

 

「
段

数
」

を
「

掲
載

回
数

」
と

読
み

替
え

て
評

価
を

修
正

 

森
林

計
画

書
等

の
ス

ギ
の

成
⻑

量
で

は
な

く
、「

温
室

効
果

ガ
ス

イ
ン

ベ
ン

ト
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（２）数字化チェックシートを用いた活動効果の評価 

更新した数字化チェックシートを用いて、令和元年度の活動事例集掲載団体の活動効果に

ついて経済価値評価を実施した。費用対効果の算出するに当たり、交付額は、平成 30年度の
実施状況とりまとめ報告書の結果を用いた。以下、各団体の活動効果の経済価値評価の結果

を示す。 
 

図表 5.13 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ａ） 

団体名 活動組織Ａ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 66
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 60
新たに整備した森林面積（単位：ha） 3.7

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／
年） 

1,611,714 

森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

613,160 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 255,600 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 2,480,474 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 644,500 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 848,967 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 3.85 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 2.92 

 
 

図表 5.14 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｂ） 

団体名 活動組織Ｂ 

作業結果 活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 210
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 0 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 7.9

活動の効果 自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／
年） 

3,441,227 

森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

2,370,940 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 0 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 5,812,167 

交付額 国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 1,457,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 1,822,000 

費用対効果 費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 3.99 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 3.19 

※活動組織Ｂについては、メディアへの紹介について、テレビで５回、新聞で３回、雑誌で２回（現

代林業）との回答があったが、年間ではなくこれまでの累計との回答であったため、メディアへの

紹介分の金額は算定対象外とした。 
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図表 5.15 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｃ） 

団体名 活動組織Ｃ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 97 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 11 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 3

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／
年） 

1,306,795 

森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

1,315,246 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 130,776 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 2,752,817 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 634,332 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 634,332 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 4.34 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 4.34 

 
 

図表 5.16 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｄ） 

団体名 活動組織Ｄ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 80 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 0 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 1.6

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／
年） 

696,957 

森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

634,580 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 0 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 1,331,537 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 447,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 596,000 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 2.98 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 2.23 

※活動組織Ｄの数字化チェックシートでは、広葉樹林 10haと針葉樹林４haを整備したこととされ
ているが、平成 30 年度の『実施状況とりまとめ報告書』では、竹林のみ 1.6ha となっている。 
また、数字化チェックシートのとおりだと、「活動の効果 合計額」は 6,732,958 円となり、費用
対効果は、国からの支出比で 15.06、国・地方からの支出比で 11.3 と非常に高い成果となる。 

※ここでは数字化チェックシートではなく、実施状況とりまとめ報告書に準拠して、結果を算出。 
※ヒアリング結果でも竹林整備の内容となっており、数字化チェックシートの記載に間違いがある
と考えられるため、平成 30 年度実施状況とりまとめ報告書に基づいて計算を行った。 
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図表 5.17 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｅ） 

団体名 活動組織Ｅ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 380 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 80 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 18

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 7,840,771 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

4,015,280 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 955,320 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 12,811,371 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 1,557,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 1,557,000 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 8.23 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 8.23 

※「整備した面積」について、18haとの回答に基づいて、計算した。 
※ただし、実施状況とりまとめ報告書によると、「新たに整備した森林面積」は 1.3haとなり、その
場合の活動効果総額は 5,536,878円で、費用対効果は 3.56となる。 

 
 

図表 5.18 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｆ） 

団体名 活動組織Ｆ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 1,084 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 60 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 3.6

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 1,568,154 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

7,515,944 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 490,560 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 9,574,658 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 341,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 445,000 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 28.08 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 21.52 
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図表 5.19 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｇ） 

団体名 活動組織Ｇ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 290 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 100 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 7

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 3,049,189 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

2,199,800 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 618,360 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 5,867,349 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 1,840,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 2,224,000 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 3.19 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 2.64 

図表 5.20 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｈ） 

団体名 活動組織Ｈ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 530 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 160 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 20

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 8,711,968 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

5,183,740 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 1,335,680 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 15,231,388 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 2,628,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 2,628,000 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 5.80 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 5.80 

図表 5.21 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｉ） 

団体名 活動組織Ｉ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 130 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 30 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 3

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 1,306,795 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

1,551,160 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 319,500 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 3,177,455 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 760,892 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 936,892 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 4.18 

費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 3.39 
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図表 5.22 数字化チェックシートを用いた経済価値評価（活動組織Ｊ） 

団体名 活動組織Ｊ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 296 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 200 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 2

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 871,197 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

1,695,296 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 2,427,000 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 4,993,493 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 282,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 376,000 

費用対効果 
費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 17.71 
費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 13.28 

※イベント参加者数が非常に多いが、実際に実施しているイベントは 1回のみで、「地区の祭りで地
元出身者が帰ってくる」ことが理由とされており、本交付金による整備効果との関連性について
は疑問がある。 
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（３）評価対象の違いが金額に及ぼす影響  

金額算定の聞き取り項目が、昨年度報告書の 99 ページと 106 ページで異なっていたため、
聞き取り項目の違いが金額に及ぼす影響について整理した。その結果、対象 10団体（令和元年
度の活動事例集掲載団体）のみで、約 2,170万円分の価値の差額が生じる結果となった。 
差異が生じる項目として、活動対象地の面積についての回答が「実施状況とりまとめ報告書」

と「数字化チェックシート」で異なることが大きな要因となっている。 
 
１）面積の差異が経済価値評価に及ぼす影響 

  面積の違いが経済価値評価に及ぼす影響について、実施状況とりまとめ報告書、数字化チ

ェックシートの 2 つの資料に基づいて「自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積か
らの利益）」試算を行った結果を示す。 

図表 5.22 実施状況とりまとめ報告書と数字化チェックシートでの回答の違い（単位：ヘクタール） 

活動組織名 
実施状況とりまとめ報告書 

数字化チェッ
クシート 

里山林 竹林整備 森林資源 合計 
手入無の 
里山林 

手入無の 
里山林 

活動組織Ａ 2.1  1.7 3.8 3.8 3.7

活動組織Ｂ 4.5 0.6 3.2 8.3 4.5 7.9

活動組織Ｃ 1.5 0 0.5 2 2 3

活動組織Ｄ  1.6  1.6 0 14

活動組織Ｅ 10.6 1  11.6 1.3 18

活動組織Ｆ 2.6 0 0 2.6 0 3.6

活動組織Ｇ 5.5 0 1 6.5 0 7

活動組織Ｈ 20   20 20 20

活動組織Ｉ 4.4   4.4 0 3

活動組織Ｊ 1.4 0.4  1.8 0.8 2
 
 
図表 5.23 実施状況とりまとめ報告書に基づく数値と数字化チェックシートでの回答の違いによる 

「自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）の金額」の違い（単位：円） 

 活動組織名 
「自然から恵みを受ける」の評価金額 

実施状況とりまと
め報告書 

数字化チェックシ
ート 

差額 

活動組織Ａ 1,655,274 1,611,714 43,560 

活動組織Ｂ 1,960,193 3,441,227 -1,481,035 

活動組織Ｃ 871,197 1,306,795 -435,598 

活動組織Ｄ 0 6,098,378 -6,098,378 

活動組織Ｅ 566,278 7,840,771 -7,274,493 

活動組織Ｆ 0 1,568,154 -1,568,154 

活動組織Ｇ 0 3,049,189 -3,049,189 
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活動組織Ｈ 8,711,968 8,711,968 0 

活動組織Ｉ 0 1,306,795 -1,306,795 

活動組織Ｊ 348,479 871,197 -522,718 

合計値 14,113,388 35,806,188 -21,692,800 

 
２）実施状況とりまとめ報告書に基づくと、自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積

からの利益）の金額が 0円となる団体の経済価値評価 

実施状況とりまとめ報告書に基づくと、自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面

積からの利益）の金額が 0円となる団体の経済価値評価についても参考値として試算した。 

図表 5.24 自然からの恵みの金額が 0円になる団体の経済価値評価（活動組織Ｄ） 

団体名 活動組織Ｄ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 80 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 0 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 0

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 0 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

634,580 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 0 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 634,580 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 447,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 596,000 

費用対効果 

費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 
1.42

（2.98） 

費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 
1.06

（2.23） 

図表 5.25 自然からの恵みの金額が 0円になる団体の経済価値評価（活動組織Ｆ） 

団体名 活動組織Ｆ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 1,084
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 60 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 0

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 0 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

7,515,944 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者） 
（単位:円／年） 

490,560 

活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 8,006,504 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 341,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 445,000 

費用対効果 

費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 
23.48

（28.08） 

費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 
17.99

（21.52） 
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図表 5.26 自然からの恵みの金額が 0円になる団体の経済価値評価（活動組織Ｇ） 

団体名 活動組織Ｇ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 290 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 100 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 0

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 0 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

2,199,800 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 618,360 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 2,818,160 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 1,840,000 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 2,224,000 

費用対効果 

費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 
1.53

（3.19） 

費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 
1.27

（2.64） 
 

図表 5.27 自然からの恵みの金額が 0円になる団体の経済価値評価（活動組織Ｉ） 

団体名 活動組織Ｉ 

作業結果 

活動・打合せへの累計参加人数（単位：人／年） 130 
環境教育・自然体験イベント等への累計参加人数（単位：人／年） 30 
新たに整備した森林面積（単位：ha） 0

活動の効果 

自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）（単位:円／年） 0 
森林整備活動・地域コミュニティが広がる 
（活動・打合せ実施、メディア紹介）（単位:円／年） 

1,551,160 

市民が森林・山村を楽しむ、学ぶ（イベント参加者）（単位:円／年） 319,500 
活動の効果 合計額（単位:円）（Ａ） 1,870,660 

交付額 
国からの総額（単位:円／年）（Ｂ） 760,892 
国・地方分も含めた総額（単位:円／年）（C） 936,892 

費用対効果 

費用対効果（国からの支出額比）（A／Ｂ） 
2.46

（4.18） 

費用対効果（国・地方からの支出額比）（Ａ／Ｃ） 
2.00

（3.39） 
※「費用対効果」のカッコ内は「自然から恵みを受ける（新たに整備した森林面積からの利益）」につ

いて、数字化チェックシートのまま評価した場合の費用対効果額。 
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（４）今後、数字化チェックシートを用いた活動評価を行う際に想定される主な課題点 

 

１）信頼性確保のため、評価に用いる指標の再検討が必要 

 評価に当たり、何を尋ねる必要があるのかについて、明確にする必要がある。（現在は、資

料によって、評価に当たって利用する数字が異なるケースも見られる。） 
 活動対象地の場所や樹種などによって、森林のもたらす機能・効果は異なることに留意す

る必要がある。（例えば、海岸林の価値を水源涵養機能で評価することは適切ではない等。） 
 どのような森林の機能を発揮することを目的とする作業を行うのかについても、森林の機

能に影響することに留意が必要。 
 活動実施回数等の評価に用いる人件費等は地域差があることに留意が必要。 
 実際の活動の実態に合っていない評価項目があることが懸念される。例えば、現在、打合

せ回数が金額の算定根拠に用いられているが、参加者間で目指す森づくり像が共有されて、

適切な活動が問題なく進行すれば、打合せ回数は少なくなると考えられる。 
 
２）活動タイプごとの評価方法の検討が必要 

 「森林」整備の効果と、「竹林」整備に伴う効果は異なることが想定されるため、別の評価

方法の構築を検討する必要がある。 
 例えば、竹林については竹を皆伐するケースが多数見られるが、竹の皆伐によって、少なく

とも短期的に、二酸化炭素の吸収量が増加することは考えにくいと考えられる。 
 
３）結果の利用方法（経済評価の利用目的）の明確化が必要 

 何のために、誰に対して示すのかなどの、目的や利用方法について検討が必要。 
 活動組織からは、数字化チェックシートの結果について、あまり肯定的な評価は得られて

おらず、その後の活動への影響も見られない。 
 信頼性のある数値でなければ、行政等への説明資料としての有効性を確保できない懸念が

ある。 
 利用目的に応じて、「個別団体」の結果が必要であるのか、「交付金全体の結果」が必要で

あるかが異なる。それに応じて、調査方法も収集する情報も異なると考えられる。 
 
 ４）費用を測ることが困難な活動を行う団体に留意することが必要 

 本交付金の取得団体が目指す森づくりでは、景観や生物多様性など、費用で測ることがで

きない価値を目的とすることが少なくない。そのため、個別団体の結果を費用対効果で示

す際には、個別団体の活動の過小評価が生じる懸念がある。 
 
５）調査、情報収集など、評価を行う際の負担を考慮することが必要 

 必要な情報を収集する際、地域協議会と活動組織への負担を考慮する必要がある。 
 地域協議会や活動組織に情報提供を依頼する場合には、どの団体であっても報告が可能な

レベルに情報収集用のチェックシートをわかりやすい内容とすることが必要。 
 現在の数字化チェックシートについては、「負担が大きい」という指摘はなかったが、信頼

性を確保するために集める情報が多くなれば、その分負担も増大する。 
 評価を行うことそのものに必要な労力と、利用する目的に応じた評価そのものの費用対効

果を考慮する必要がある。 
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第６章 森林・山村多面的機能発揮対策の情報提供・共有  

 
森林・山村多面的機能発揮対策に関する活動状況等を地域協議会や活動組織等の関係者に発

信・共有することを目的とした事例集等の各種資料の作成・更新を行った。 
 
 
６－１ 活動事例集の作成 

 
森林・山村多面的機能発揮対策交付金を取得した活動組織のうち、広く一般に紹介できる

ような活動を実施している活動組織（10団体）を選択し、現地で補完情報の聞き取り調査を
行うとともに写真の提供依頼を行い、その結果を基に活動事例集を作成した。 
また、事例集の作成に併せて、平成 30 年度に作成した活動事例集に掲載されている活動事
例一覧表の記載情報を更新した。 
 

（１）事例集の構成、掲載団体の検討 

対象とした活動組織は、事前に行った地域協議会へのアンケート調査時に、全国の活動組織が

参考とできるような取組とその活動組織について聞き取りを行った結果を踏まえて選定した。 
 
（２）補完情報の現地聞き取り 

聞き取り調査は、今年度アンケート調査を実施した活動組織の中から、活動事例集への掲載

にふさわしいと考えられる活動組織 10団体を選び、実施した。聞き取り調査の概要を下表に示
す。 

 
図表 6.1 聞き取り調査の概要 

 活動組織名 所在地 実施日 

1 冷水峠森づくりの会  北海道余市郡余市町 令和元年11月18日
2 Linkers 群馬県利根郡みなかみ町 令和元年12月18日
3 白山瀬波の会 石川県白山市 令和元年 10月 1日
4 徳光町里山保全の会 福井県福井市 令和元年 9月 11日
5 NPO法人環境整備・森と竹で健康クラブ 静岡県焼津市 令和元年 10月 7日
6 NPO法人みえ里山自然ふれあい会 三重県津市 令和元年 9月 4日 
7 平松区森林愛好会  兵庫県丹波市 令和元年12月12日
8 春日山原始林を未来へつなぐ会  奈良県奈良市 令和元年 9月 4日 
9 現川里山保全の会  長崎県長崎市 令和元年 11月 6日
10 諏訪会山林整備活動組織 大分県大分市 令和元年10月10日

 
活動事例集の作成に当たっては、アンケート調査と聞き取り調査の結果を基に作成を進め、

必要に応じて適宜活動組織に事実関係の確認を行った。特に、掲載可能な連絡先及び写真につ

いては別途提供を依頼した。また、完成後、活動組織に掲載ページのイメージを送付し、内容

確認を依頼した。活動事例集の概要を下表に示す。 
 



  

6－2 
 

図表 6.2 活動事例集の概要 
項目 内容 

名 称 令和元年度 森林・山村多面的機能発揮対策交付金 活動事例集 

事例集の構成 
表紙、目次（掲載団体一覧）、掲載活動組織の所在地地図 
活動事例紹介 1団体 2ページ  

活動事例紹介

の 構 成 

活動組織名／活動タイプ／活動の経緯／活動内容／特徴的な取組 
活動の成果／今後の活動／団体情報 

掲 載 団 体 

冷水峠森づくりの会 
Linkers 
白山瀬波の会 
徳光町里山保全の会 
NPO法人環境整備・森と竹で健康クラブ 
NPO法人みえ里山自然ふれあい会 
平松区森林愛好会 
春日山原始林を未来へつなぐ会 
現川里山保全の会 
諏訪会山林整備活動組織 

 
 
（３）原稿の作成・編集 

アンケート調査、聞き取り調査の結果より、今回選定した 10団体の活動組織の森林整備活動
の内容を紹介する活動事例集を作成した。作成原稿を次ページ以降に示す。 
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（４）活動事例一覧表の更新 

平成 30 年度に作成した活動事例集について、平成 25年度から平成 29年度までの活動目的
や活動効果等ごとに分類した活動事例一覧表の項目等に応じて整理・分析し、活動事例一覧表

に情報を追記・更新した。次ページに結果を示す。
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図表 6.3 情報を追記・更新した活動事例一覧表 

森林・山村多面的機能発揮対策交付金　平成30年度活動事例一覧表 （※1 平成25・26年度は森林空間利用タイプ　※2 平成27年度より新設された活動タイプ）

里山林
保全

侵入竹
・竹林
整備

77 H30 山形県 西根森づくりの会 長井市 ○ ○ ○

・大学生のフィールドワー
クで森林整備の体験
・チェーンソーのメンテナ
ンス技術の向上

･大学生のフィールドワーク
･メンテナンス技術の向上 ○ ○ ○ ○ H30 P.8,12

78 H30 茨城県
認定NPO法人宍塚の自然と歴史の
会 土浦市 ○ ○

・里山生態系と歴史・文化
の保全、継承
・継続的な会報発行、行
政・学校との連携
・企業CSRと連携しての里
山保全

･生物多様性保全
･行政・学校との連携
･企業CSRとの連携

○ ○ ○ ○ ○ H30 P.8,10,17

79 H30 群馬県 南草津里山クラブ 吾妻郡草
津町 ○

・林産材をクッキング用薪
材や、木工クラフトで活用

･間伐材の活用
･木工クラフト ○ ○ H30 P.6

80 H30 千葉県 松戸里やま応援団　樹人の会 松戸市
○

・森林を整備し、住民が集
う、楽しむ場として活用
・子育て世代へ配慮した森
林整備

･地域交流
･ボランティア入門講座
･子育て世代との連携 ○ ○ ○ ○ ○ H30 P.4,10

81 H30 千葉県 一般社団法人もりびと 長生郡長
南町 ○

・危険木の伐倒技術の向上
・間伐材等の有効活用
・森林インストラクターや
宿泊施設と連携した自然観
察会

･伐倒技術の向上
･間伐材の活用
･森林インストラクター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ H30

P.13,15,1
7

82 H30 長野県 天竜川鵞流峡復活プロジェクト 飯田市 ○ ○

・新聞やＳＮＳによる地域
外への参加呼びかけ
・竹林整備とメンマの製
造・販売の取組

･ＳＮＳによる呼びかけ
･竹林整備
･メンマの製造・販売

○ ○ ○ ○ H30 P.11,14

83 H30 岐阜県 森林資源活用フォーラム 高山市 ○ ○
・林地残材を活用したアロ
マ生産・販売 ･アロマ生産・販売 ○ ○ H30 P.15

84 H30 兵庫県 NPO法人丹波グリーンパートナー 丹波市 ○ ○

・「木の駅プロジェクト」
を通じた森林再生の取組
・災害に強い森の整備と、
防災意識の啓発活動

･木の駅プロジェクト
･Iターン者、Uターン者の活用
･防災意識の啓発
･エネルギーの地産地消

○ ○ ○ ○ ○ ○ H30 P.7,9

85 H30 和歌山県 尾捨山森林クラブ
東牟婁郡
那智勝浦
町 ○ ○

・シカの食害対策のための
森林整備

･シカの食害対策
･生物多様性保全 ○ H30 P.9,11

86 H30 福岡県 フォレストセーバー「正人どんの
郷」

嘉麻市
○ ○ ○ ○ ○

・かつて子供が遊びまわっ
た里山林を、地域の力で再
生
・竹林整備における安全管
理の徹底
・県外の活動組織に活動・
フィールド紹介

･地域交流
･荒廃竹林の整備
･竹資源の活用 ○ ○ ○ ○ H30 P.5,12,16

87 H30 大分県
下毛の里自伐型林業研究会小川内
地区活動組織 中津市 ○

・集落の山林からの薪で、
地域住民と都市住民をつな
ぐ
・自伐型林業を進めるため
の作業道整備方法の習得

･Iターン者、Uターン者の活用
･薪交流会
･自伐型林業

○ ○ ○ ○ H30 P.5,13

88 H30 宮崎県 屋形原の森を育てる会 延岡市
○ ○

・地域のつながり、組織と
の関わりを活かした活動
・他団体との交流によるス
キルアップ・情報共有

･地域交流
･スキルアップ
･情報共有 ○ ○ H30 P.16

89 H30 宮崎県 尾前里山保全の会 東臼杵郡
椎葉村 ○ ○ ○

・森林整備によって地域外
から人を呼び込む

･荒廃竹林の整備
･観光振興 ○ ○ ○ H30 P.6

取組内容の
キーワード

機材及
び資材
の購入No

年
度

活動組織 活動タイプ

活動事例集の
タイトル

森林の
利活用
による
にぎわ
い・交

流

森林の
めぐみ
による
地域の
活性化

森林に
関わる
教育・
自然体

験

生物多
様性保

全

企業や
専門家
との連
携によ
る活動
の発展

活動の
仲間集
めの工

夫

活動メ
ンバー
の意識
向上・
スキル
アップ

新たな
資金の
獲得

他団体
との連
携強

化、情
報・ノウ
ハウ共

有

都道
府県

団体名
活動
場所

地域環境保全 森林
資源
利用

教育
・研修
活動
(※1)

森林
機能
強化
(※2)

地域活性化の事例 継続的活動や自立化の事例

事例集
リンク

事例集
掲載ペー

ジ

災害に
強い森
づくり
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６－２ モニタリング調査のガイドライン普及に向けた現地検討会の開催 
モニタリング調査の意義や方法、目標達成度の記載方法等、ガイドラインの内容の普及や

有効な調査の実施に向けて、静岡県静岡市内（会場：しずおか里山体験学習施設 遊木の
森）において、地域協議会や都道府県の関係者を対象とした現地検討会を令和元年 9月 20
日（金）に開催した。開催に際しては、現地での対応をサポートいただく専門家として、静

岡大学教育学部の小南陽亮教授を招聘した。 
 

 （１）実施概要 

   当日の開催概要を以下に示す。 

 
日時 令和元年９月 20日（金） 13:00～16:50 
場所 しずおか里山体験学習施設 遊木の森（静岡県静岡市） 

参加者 
都道府県：5名、地域協議会：5名、関係団体：3名、講師：1名、 
検討委員会委員：2名、林野庁：3名、事務局：4名  （計 23名） 

実施内容 

【概要紹介】 
13：00 開会あいさつ 
13：05 参加者紹介・本日の流れ説明 
13：15 遊木の森の紹介[施設概要、森林管理に係る考え方・取組み 
13：25 遊木の森の植生・特性等について（静岡大学 小南教授） 
13：40 モニタリング調査及び同調査結果報告書の問題点等を共有（事務局） 

【現場確認・意見交換】 
14：00 現地の状況をみながら参加者による意見交換 

1.小南先生による説明 
2.質疑・意見交換 

【振りかえり・まとめ】 
15：50 モニタリング調査に係る課題と解決策について参加者による意見交換 
16：50 閉会あいさつ 

 

■会場の概要 

（静岡県環境ふれあい課 木田技師、しずおか環境教育研究会 柴崎事業主任より説明） 

 森林環境教育の実践の場として、H15～17年度にかけて整備を行い、平成 18 年に開園。 
 遊木の森は 18ha ある。年間約 2 万人の来園者。森林環境教育は、しずおか環境教育研
究会（エコエデュ）に委託。エコエデュは、過去に森林・山村多面的機能発揮対策交付

金を活用。 
 

■遊木の森の植生・特性等について（静岡大学 小南陽亮教授からの説明） 

 静岡は気候としては暖温帯。海が近いこともあり、タブノキやスダジイが優占種になる
照葉樹林が潜在自然植生である。 

 1975 年時点で一帯が皆伐されたが、40 年以上あまり利用されず、古い二次林となって
いる。 

 
 

図表 6.4 現地検討会の概要 
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■調査区の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 6.5.1 遊木の森の変遷 

図表 6.5.2 調査区位置図 

図表 6.5.3  

調査区Ａにおける説明風景 

図表 6.5.4  

調査区Ｂにおける説明風景 
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■調査区における樹木の分布 
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図表 6.5.7 

調査区Ａにおける樹木の分布図 

図表 6.5.5  

調査区Ａにおけるコナラの状況 

図表 6.5.6  

調査区Ｂにおけるコナラの状況 

図表 6.5.8 

調査区Ｂにおける樹木の分布図 
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■現地調査での主な質疑 

Q: 目標林型をどう設定するのかが重要。しかし、何ができるのか、何が難しいのかといった知
識が活動団体にはないことも多い。このような相談に対し、どこで助言をもらうことができ

るのか。 
A（森本委員）：同業者ネットワークが重要である。木を伐ることなど多様なことができる横
のネットワークは、作業を進めていく上では重要である。 

A（小南教授）：「こうしたいから、どうすればよいか」については話をすることができるが、
「どうしたいのか」というのは地域の方で決めていただく必要がある。 

Q：標準地の選び方で悩んでいる方がいるが、どのように選べばよいのか。 
A(小南教授）: 代表的な場所で選んでもらえればよい。場合によっては、尾根筋、谷筋など、
代表的な場所を複数選ぶ必要がある場合もあるかもしれない。 

 
Q：活動組織が科学的調査をする際に、どこまで調べればよいのか。調査に当たり、負担を減ら
す観点でどこか省力化できるところがないのかについてお伺いしたい。 

A(小南教授）：一般の方が調べる場合には、木の高さを、10m 以上は「大」、人の背丈以上な
ら「中」、それ以下ならば「小」というように、大中小で区分して調べる方法もある。林内

の全部の種類を調べるのは大変なので、コナラ 1 種類だけを調べるようにするという手
段もある。 

 

■「振りかえり・まとめ」の際の、参加者からの主な意見 

 活動組織が目標を決めたのちに、何をすれば（どんな作業をすれば）よいのかが見えて
こない。現場ごとに異なる側面もあると思うが、それが指導書なり、ガイドラインなど

であればよい。 
 目標を達成するためにどんな作業を行えばよいのかの指導が難しい。  
 3 年間でやるべきことについて、どれくらいの作業をすればよいのかを指導することが
難しい。 

 モニタリング調査区が設定されると、その調査区のみがきれいになってしまう状況も見
られる。 

 
■「振りかえり・まとめ」の際の小南教授からの主なコメント 

 スギ・ヒノキの人工林であればある程度やり方が確立しているのでわかりやすいが、里
山林の場合には百箇所あれば百通りのやり方があるといわざるを得ない。地域地域で、

森を見る目利きの方がいなければならないと思う。 
 里山二次林は人とのつながりが重要である。人や地域とのつながりがないのであれば、
自然に戻した方が良い。人と里山二次林とのつながりを考えるところが、基本にあるの

ではないか。 
 
■参加者アンケートの結果 

Q: モニタリング調査および今後の現地検討会について、特にご意見、ご要望などがございま
したら、ご記入ください。 
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（主な意見） 

 100団体あれば 100の方法があるモニタリング計画を立てるまでの道筋が、自分の中に
ついておらず不安です。 

 楽しみながら試行錯誤していきましょうという言葉が印象に残りました。 
 植生調査、萌芽調査等、技術的な研修ができたらよいと思います。 
 各地区、各地域で頑張っている人たちに寄り添って、適切なアドバイスができる指導者
を増やす仕組みを作っていただきたい。 

 初回調査の結果を見て、どんな作業をすればよいのかの説明に苦慮しています。 
 H29の初回調査と内容が年々変わっているので、なるべく変わらないようにしてほしい。 
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６－３ 森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナーの開催 
地域協議会及び活動組織へのアンケート調査並びにヒアリング調査等の結果を踏まえて、他

地域の活動の参考となる取組を行っている地域協議会と活動組織を抽出し、活動成果等を関係

者で共有することを目的とした普及セミナーを、東京都内にて 1回開催した。 

  

（１）開催概要 

普及セミナーの開催概要を以下に示す。 

図表 6.6 普及セミナーの開催概要 

項目 内容 

目的 本交付金の取組推進の上で参考となる取組や、課題解決の方策等の共有 
対象 地域協議会、都道府県の交付金担当者など 
開催日時 令和 2年 2月 6日（木）10:00～15:00 
会場 としま区民センター（東京都豊島区） 

プログラム 

（敬称略） 

10:00～10:05 開会挨拶 

10:05～10:50 基調講演「森林と災害 森林ボランティアの観点から」 

蔵治光一郎（東京大学大学院 農学生命科学研究科 附属演習林 教授） 

10:50～10:55 休憩 

10:55～12:10 活動組織の活動事例報告  

  10:55～11:15 白山瀬波の会（石川県） 

   11:15～11:35 春日山原始林を未来へつなぐ会（奈良県） 

   11:35～11:55 現川里山保全の会（長崎県） 

11:55～12:10 質疑応答 

12:10～13:00 昼休み 

13:00～15:00 パネルディスカッション 

［コーディネーター］山本信次（岩手大学 農学部 教授） 

［パネリスト］ 

丹羽健司（特定非営利活動法人地域再生機構 木の駅アドバイザー） 

伊藤道男（千葉県里山林保全整備推進地域協議会 事務局長） 

原田 明（一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 業務第２部 

コミュニティービジネスチーム長） 

井野道幸（熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長） 

木下 仁（林野庁 森林整備部 森林利用課 山村振興・緑化推進室 室長） 

［テーマ］ 

（１）モニタリング調査の目標を効果的に設定するにはどのようにしたらよいか 
（２）人と人とのつながりなど、森林整備以外の多面的機能をどのように評価し 

ていくか 

15:00 閉会 

参加者 
計 96名 
［内訳］都道府県担当者 35名、地域協議会担当者 37名、活動組織 7名、 

検討委員会委員 4名、基調講演 1名、林野庁 3名、その他 9名 
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（２）参加者アンケート結果 

参加者の感想やニーズ等を把握するために、普及セミナー当日に紙媒体でアンケート用紙

を配布・回収した。その結果概要を以下に示す。 

 

■セミナー参加者数 

  83 名（地域協議会:39 名、都道府県 35 名、その他 9 名） 

 

■アンケート結果（回答総数︓39 名） 

Q1︓基調講演「森林と災害 森林ボランティアの観点から」（蔵治 光⼀郎 東京大学大学院  

農学生命科学研究科 附属演習林 教授）のご感想を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2︓「活動組織の活動事例報告」のご感想を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q3︓パネルディスカッションのご感想を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

12
23

4
0
0

0 5 10 15 20 25

１．大変参考になった
２．参考になった

３．ふつう
４．あまり参考にならなかった

５．参考にならなかった

回答数

13

22

4

0

0

0 5 10 15 20 25

１．大変参考になった
２．参考になった

３．ふつう
４．あまり参考にならなかった

５．参考にならなかった

回答数

11

19

5

1

0

3

0 5 10 15 20

１．大変参考になった
２．参考になった

３．ふつう
４．あまり参考にならなかった

５．参考にならなかった
無回答

回答数
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Q4︓参加してのご感想、ご意⾒を記⼊ください。（セミナーの内容に関連する回答を抽出） 

 令和 2 年度のセミナーでは、令和 4 年度からの次期施策のことについてパネルディスカッショ

ンを行っていただきたい。 

 森林ボランティア団体への相談対応方法として参考になった。新しい「森を守る団体」への方向

性を検討してほしい（セミプロ団体の育成など）。 

 活動事例報告を聞くと教育研修活動タイプや 3 年以降も継続して活動ができたほうがいいので

はないかと思うがいかがか。 

 地域の事情により様々な活動団体があることがわかった。モニタリングの考えが分かってきた。 

 モニタリングの考え方について大変参考になったので、今後の採択申請時に活かしていきたい。 

 モニタリングの考え方が前向きになった。各活動組織の方にも聞いてもらえたらよい話だった。

事前に案内はいただいたが、旅費等も必要なため、出向きにくいので、活動組織のメニューでこ

のような会議に出席できるものがあればありがたい。 

 モニタリング、チェックシートの必要性について、活動組織に理解させることは難しいと感じた。 

 春日山原始林を未来へつなぐ会の話が分かりやすく興味深かった。 

 基調講演の内容が非常に興味深く参考になった。 

 森林環境譲与税を活用した事例を聞きたい。 

 事業を運用する側と利用する側の話が聞けて良かった。 

 モニタリングの参考になった。 

 数字化チェックシートの説明が不足していて、資料の数字の意味が分からないので、持ち帰って

説明できないです。 

 活動の目的と目標を区別すること、どんな森にしたいのかのビジョンをしっかり持つことなど、

当たり前のことなのに、いつの間にか忘れていた大切なポイントを気づかせていただきました。 

 チェックシートとモニタリングという悩みの種の解決策の糸口となった。 

 多面交付金の位置づけ、活動事例等、普段あまり聞く機会なく、参考になりました。 
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（３）セミナー要旨 

 

■開会挨拶 
木下 仁（林野庁森林整備部森林利用課山村振興・緑化推進室 室長） 

（要旨） 

 平成 25年度に本交付金の事業を開始して本年度で 7年目になり 2,000を超える活動組織
が全国各地で里山林の整備活動を実施している。 

 昨年、森林経営管理法が施行され、「森林経営管理制度」がスタートした。森林管理の仕

組みが変わるなか、森林管理に地域住民がどのように参画していくか大きなテーマとな

る。 
 活動組織が継続的に活動に取り組むために、それぞれの活動組織が目指す山づくりの方

針を明確にすることが大切である。そうした中でモニタリングの意義についても再認識

していく必要がある。 
 少子高齢化、人口減少下の中で、山村地域の在り方を考えていくことも大切である。 
 
 

■基調講演（10:05～10:50） 
講演者：東京大学大学院農学生命科学研究科 
    附属演習林 教授 
    藏治 光一郎 
（要旨） 

 東京大学の演習林は、全国 7か所にあり、面
積は 3万 2253ha、全国第 9位の山主になる。 

 昨年、台風が多数襲来し、関東地方にある演

習林にも甚大な被害をもたらした。昨年の台

風による千葉演習林の被害箇所数は、15号で 141か所、19号で 33か所、21号で 94か
所にも及んだ。台風 19号における秩父演習林の被害も甚大なものがあり、被害箇所数は
103箇所。この災害では土砂崩壊が非常に多く、堆積土量は推定 4,084 ㎥にも及んだ。

ここでは、演習林にある学生が宿泊する施設も土石流の直撃を受けた。 
 森林災害には多様なタイプのものがあるが、毎年、必ず、日本全国のどこかの森林で起

こっている。森林ボランティア活動で長期計画を立てても、被災により根底から崩れる

可能性が常にあることを想定しておくほうがよい。 
 森づくりで何らかの作業をすると、多面的機能の全てが向上するというわけではなく、

ある機能は向上するが別の機能が低下するというトレードオフの関係にある可能性があ

る。全ての機能が良くなる作業というものはない。 
 各団体が自らの価値観の下、優先順位を決めて、最も重視する機能を発揮するために作

業をする。（科学的には、森林土壌の流亡を防ぐことが、他の機能の基盤となる最も重視

すべき機能） 
 いわゆる（科学的）モニタリングは労力とコストがかかる。モニタリングは楽しくなけ

れば続かない。モニタリングが森づくり同様に、楽しい中に入っているかどうかが大事

で、それが楽しいというようなモニタリングを最初から組み立てていったほうがよい。 
 

基調講演の様子 
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■活動組織発表（10:55～12:10） 
発表団体 1：白山瀬波の会〈石川県〉 
（要旨） 

 瀬波地区は、白山の麓にあって、現在、世帯数

は 24世帯で人口 43名、内、65歳以上の高齢
者 84％を占める。この 5年間で約 2割の世帯
数と人口が減少し、地区存続が危ぶまれる。 

 中山間地特有の自然を活かした整備を行うた

め、本交付金など活用し、廃道の整備、植物

や樹木の保全、子供たちの体験学習の場づく

りなど、産官学の連携により進めている。 
 作業の過程で日本最大規模のカタクリの群生地が出現。NHK全国放送などで活動や登山
道、カタクリ群生地の様子が紹介された。 

 自然への魅力が増し、登山、群生地見学、隣接キャンプ場利用が増加するなど交流人口

が大幅に増えた。 
 今後もこれまでの活動を継続しつつ、更に充実した活動を展開し、都市部と中山間地と

の地域格差の是正にも取り組む。 
 
 
発表団体 2：春日山原始林を未来へつなぐ会〈奈良県〉 
（要旨） 

 春日山は、承和 8年（841年）勅命により狩猟・
伐木が禁じられた神の山である。それが原始林と

して残っている。 
 現在、春日山では様々な問題が起きている。 

○原生的な照葉樹林を主に構成しているシイ・    
カシ類などの実生や幼樹の減少 

○シカなどの食害による下層植生の衰退 
○ナンキンハゼ、ナギといった外来植物の繁茂 
○ナラ枯れ被害の拡大 

 ナラ枯れ対策として、ペットボトルを使ったトラップ法を使い、成果がでている。 
 このほか、シカ対策としての保護柵の設置や、ナンキンハゼの数量調整、後継樹の育苗

などにも取り組む。 
 今後の活動継続に向けた資金源の確保や、活動者が高齢化する中、新たな人材確保が課

題となっている。 
 
 
 
 
 

 
 

発表風景 

発表風景 
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発表団体 3：現川里山保全の会〈長崎県〉 
（要旨） 

 長崎市現川町は世帯数 300戸、人口約 700
名、高齢化率は 34%。 

 管理が行き届かない林道沿いの森林には不法投

棄が深刻な状況にあった。 
 こうした場所のゴミ拾いなどの保全活動をボラ

ンティアで行ってきたが、市有林を対象に森林

管理などを合わせて行うことで、人々が楽しめ

る森林公園の整備を行うこととした。 
 市の担当者と相談した際に、本交付金を紹介され、地域協議会サポート、地元住民等の

協力のもと、森林整備活動を進めていくことになった。 
 本交付金等を活用した森林整備活動を通じて「現川森林公園」が整備され、敷地内に炭

焼き窯や東屋、遊歩道などが整備された。現在では、市内の子供たちが自然体験の場と

しても数多く訪れるようになっている。 
 
 
■パネルディスカッション（13:00～15:00） 
コーディネーター：山本 信次（岩手大学 農学部 教授） 

パネラー：丹羽 健司（特定非営利活動法人地域再生機構 木の駅アドバイザー） 

伊藤 道男（千葉県里山林保全整備推進地域協議会事務局長） 

原田 明（一般財団法人 都市農山漁村交流活性化機構 業務第２部 

コミュニティービジネスチーム長） 

井野 道幸（熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長） 

木下 仁（林野庁森林整備部森林利用課山村振興・緑化推進室 室長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議題１:モニタリング調査の目標を効果的に設定するためにはどのようにしたらよいか  

 

（山本氏） 

 モニタリング調査は、本交付金（税金）を使って行う事業であることからも、外部からお

金の使い方の適切性が求められるのは当然で、対外的にもちゃんと説明ができる実績を残

すという面からも必要。 

発表風景 

パネルディスカッションの様子 
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 一方、外部から評価されるから頑張りなさいではモチベーションが上がらないのも事実。

自分たちの活動をさらにレベルアップさせていくためにモニタリングを楽しくしていく

工夫が必要。 

（伊藤氏） 

 竹林の管理の場合、本数管理は案外難しい。現場では 2万本／ha くらい生えているがこれ

を 1年間で 3,000 本にするのは難しいし、伐採しても生えてくる。その意味で目標を設定

する際には、無理にハードルを上げず、その代わりにきちっと状況を把握し、3 年後の目

標を見据えた管理を行うように指導している。 

（原田氏） 

 モニタリング調査はやはり難しいというのが正直な印象。最初はとまどいつつも、最近は

モニタリング調査自体はできるようになったが、その目標設定の方法となると、数多くの

活動組織においてとまどいがある。人工林の管理の場合はある程度、数値が示せるが、そ

れ以外が難しい。 
 
（井野氏） 

 目標をはっきりすることは、目的をはっきりすること。目指す森づくりの姿によって同じ

ような林相の森でも、目標が変わってくるはず。地域協議会から活動組織へのヒアリング

の際には、活動の目的を改めて確認し、そのための目標設定としてどんなものがあるかを

提示するような形にしている。 
 

（丹羽氏） 

 そもそも本交付金事業は山に向き合う作法、山の恵みに感謝する作法を、都会に住んでい

る人も含めて学び直す機会とすることにあり、それは林業ではないということが根本にあ

るはずである。 
 理想の森づくりの答えは、いくらでもある。だから、モニタリング調査についても、どの

方法でやるように、というような言い方はしていないはず。 
 今後もっと魅力的なモニタリング手法がたくさん出てくるかもしれない。その中には他の

地区でも使えるものがあるかもしれない。そうしたワクワク感をもってモニタリング調査

もできれば良い。 
 

（木下氏） 

 自分たちが本当に山をどうしていきたいかを考えるきっかけとして、このモニタリング調

査を活用してほしいという思いがある。 
 専門家などの意見を聞いたり、仲間とコミュニケーションをとって、山と向き合い、自分

たちがやれることを決めていくことで、活動の目標が明確になると思う。 

（山本氏） 

 目標林型を定めるのは大切だが、その目標林型の前に「何のために」という目的があるはず。
モニタリングをすることで活動組織や現場の変化があれば聞きたい。 
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（伊藤氏） 

 モニタリング調査をきっかけに、森林の科学的な管理のおもしろさを感じ取れたというお

話をベテランの森林ボランティアの方からいただいた。 

 また、森林管理のやり方について、個人個人の感覚でなく、客観的な数値として示し、判

断・共有することができるようになったという話をいただいた。 

（原田氏） 

 モニタリング調査、目標設定を行うことで、活動組織と地域協議会の共通言語ができたと

感じる。 
 活動の目標が明確になったという話もある。 
 
（井野氏） 

 活動の目的に向かうための具体的な管理方法をモニタリング調査の数値目標という形で

示すことができるようになった。 
 
（木下氏） 

 今後、新たに山に関わる人が出てきたとき、多様な経験や価値観を持った人たちとの共通

言語はやはり必要だと思う。その意味でもモニタリング調査が重要になってくる。 
 モニタリング調査を行うことで、自分たちの立ち位置や森林の状態を知り、今後どうして

いくかを考えていくことができると思う。 

（山本氏） 

 モニタリング調査を、多様な森づくりや、人と森との多様な関係の再構築につなげていけ

ると良い。 
 数年で結果を出しにくい面もあるが、税金を使った事業として端的に分かる成果も求めら

れており、効果チェックシート等もうまく活用しながら成果を示す工夫が必要ではないか。 

 

 

議題２：森と人とのつながりなど、森林整備以外の多面的機能をどのように評価していくか 

 
（井野氏） 

 「数値化チェックシート」があることで、森林整備を行うことがそれ以外にどのような波

及効果があったかを自治体など対外的に説明する際に利用できる。 
 「効果チェックシート」は、新規団体の掘り起しに活用できると思う。 
 
（伊藤氏） 

 「数値化チェックシート」など、活動組織にとって追加の負担にならないかは懸念。負担

を軽減する工夫とともに、その意義が活動組織にとっても明確になるとよい。 
 
（原田氏） 

 チェックシートは林野庁の政策改善の一助にしてもらえたらありがたい。 
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（木下氏） 

 チェックシートに示された項目以外にも色々な効果があるかもしれない。地域全体の活性

化として本交付金の活用を考えることもできる。活動組織にとっては、森林整備の活動が、

単に森林を管理するだけでなく、様々な効果をもたらしていることを意識してもらう意味

もある。 
 
（山本氏） 

 林業の視点だけでなく、人と森林の多様な関係の再構築を通じて、森林が有する多面的な

機能や価値をうまく引き出し、山村社会の活性化に結び付けていく視点が重要であり、そ

のことに対する地域社会のニーズもあることが本交付金事業の実践を通じて見えて来た。

この流れを止めず、継続・発展させていくことが重要。 
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６－４ 森林・山村多面的機能発揮対策交付金の解説資料（案）の作成 
 

地域協議会や都道府県の新規担当者等を対象に、「実施要領」や「交付要綱」等の理解促進を

目的として、森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業検討委員会での議論を踏まえて、森

林・山村多面的機能発揮対策交付金の解説資料（案）を作成した。 
  作成した解説資料（案）を次ページ以降に示す。 
 
 
  



  

6－44 
 

 
 
 



  

6－45 
 

 
 
 
 
 



  

6－46 
 

 
 
 



  

6－47 
 

 



  

6－48 
 

 



  

6－49 
 

 
 



  

6－50 
 

 
 
 



  

6－51 
 



  

6－52 
 

 
 



  

6－53 
 

 
 



  

6－54 
 

 



  

6－55 
 



  

6－56 
 

 



  

6－57 
 

 
 
 
  



  

6－58 
 

  



  

6－59 
 

 
 



  

6－60 
 

 



  

6－61 
 

 
 



  

6－62 
 

 
 
 



  

6－63 
 

６－５ 森林・山村多面的機能発揮対策交付金の手引きの改訂（案）等の作成 
 

本交付金の実施要綱、交付要綱、実施要領の最終改正の内容並びに、（１）及び（２）の調査に

より明らかとなった参考事例や課題等を踏まえて、現行の交付金の手引きの改訂（案）、写真の撮

り方ガイドの改訂（案）、写真の撮り方ガイドのパンフレット（案）、モニタリング調査ガイドライ

ンの改訂（案）の作成を行った。 

今回の主な修正点を以下に記載する。 

 

○教育・研修タイプの廃止に伴い、教育・研修タイプに関する記述箇所を削除 

 

○令和元年度の交付金の申請状況に関する情報の更新（６～７ページ） 

 

○森林簿・森林計画図関連情報源リストの更新（24 ページ） 

 

○各地域協議会連絡先一覧の更新（27 ページ） 

 

○都道府県 事業担当課連絡先一覧の更新（28 ページ） 
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６－６ モニタリング調査のガイドラインの改訂 
 

本交付金を活用した取組の効果を把握するモニタリング調査について、追加調査方法の検討を行

った。追加を検討した調査方法を以下に記載する。 
 

図表 6.7 「モニタリング調査のガイドライン」の調査方法として追加を検討したもの 
調査方法 調査項目の例 調査概要 

ササの侵入率調査 
ササの被覆率、稚樹

の樹高 
ササの刈払い後におけるササの被覆率やササの高さ、樹

木の稚樹など森林の再生状況を調べる。 

倒木・危険木・枯損

木調査 

調査区内の倒木、危

険木、枯損木等の本

数 

風害や雪害などの被害により、森林内に立ち入ることが

危険な状態になったり、森林の再生が難しい状態となっ

た場所等を対象として、倒木、危険木、枯損木等の本数

を調べる。 

林内の光環境調査

（照度調査） 
天空写真撮影による

色の比率 

魚眼レンズを用いて天空写真を撮影し、該当の写真を白

黒化した上で、どれくらい森の中から空が見えるように

なったのか（白色と黒色の比率）を調べる。 

 

 検討委員会での議論を経て、汎用性の高さからササの侵入率調査をガイドラインの調査方法に追

加することとし、それ以外の調査方法については令和 2年度に引き続き検討していくこととした。

次ページにササの侵入率調査の調査方法について記載した。 
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図表 6.8 追加調査方法案（ササの侵入率調査）【タイプ：里山林】 

調査名 ササの侵⼊率調査 

調査のねらい 

ササが侵⼊した場所では、樹⽊の天然更新を阻害したり、対象地がササのみとな

って、森林内の⽣物多様性の観点からは望ましくない状態となる場合があります。

森林内の稚樹や、他の下層植⽣などの、ササ以外の植⽣を再⽣させることを目指

す場合や、ササによる藪化を防ぐことで景観等の改善を目指す場合のための調査方

法です。 

想定作業 
ササの刈り取りを⾏うことで、再⽣するササの⾼さを抑制したり、ササの被覆率

を減らします。 

調査区の設定 25 ㎡  

調査方法 【初回調査】 

 ①調査区におけるササの被覆率を調べます。 

※被覆率の目安は●ページの「植⽣調査（下層植⽣調査）」の調査方法をご確認

ください。 

②調査区内のササのおおむねの⾼さを調べます。 

※調査区内の状況の目安になるもののうち、測りやすいものを選んで調べてく

ださい。 

※⾼さにばらつきがある場合には、「●ｃｍ〜●cm」（あまり厳密に cm 単位で

計測する必要はありません。10cm 単位程度を目途におおよその値でかまい

ません）というように、おおむねの⾼さの範囲を記載してください。 

 

【年次調査】 

 ①調査区におけるササの被覆率を調べます。 

 ②調査区内に残るササのおおむねの⾼さを調べます。 

※調査内容は初回調査と同様となります。 

留意点など ササは除去してもすぐに再⽣します。樹⽊の稚樹、苗⽊や萌芽等、今後、成⻑を

促していくべき樹⽊がある場合には、そうした樹⽊よりも、ササの⾼さが低くなる

ようにササの刈払いを⾏ってください。 

また、調査区内に、今後、成⻑を促していくべき樹⽊がある場合には、その本数

と⾼さも調べて、森林の再⽣が順調に進んでいるのかどうかを確認することを推奨

します。 

下層植⽣としてのササが存在することにより、⼟壌流出などが防⽌される利点が

⽣じている場合があります。 

活動対象地や地域の事情を考慮の上で、ササを除去することが、活動組織の皆様

が目指す森林づくりを実現する上で、本当に良い方法であるかどうかを、事前によ

く検討するようにしてください。 
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特に、シカの食害などが⽣じている場合においては、ササも含めた下層植⽣の存

在そのものを守ることが望ましい場合もあります。 

調 査 を ⾏ う 上

での⼯夫例 

⾼さを測るのが難しい場合には、代表的な⾼さのササを伐採して、地面に倒した

上で、メジャー等で測ると良いでしょう。 

 

 

 
  



  

6－67 
 

６－７ 写真の撮り方ガイド改訂（案）の作成 
 
森林・山村多面的機能発揮対策交付金を取得した活動組織が、「通常の活動時」に撮影する写

真と、「モニタリング結果報告書」に掲載する写真の撮影方法について取りまとめた「写真の撮り

方ガイド」の改定案を作成した。 
 

今回の主な修正点を以下に記載する。 

 
 ○記録写真の撮影についての補足説明を追加（１ページ） 
 
 ○具体的な作業写真整理の手順を追記（２ページ） 
  
○写真撮影時の留意点（目標物の撮影等）を追記（４～６ページ） 
 
○モニタリング結果報告書の掲載用写真についての留意点を追記（10～12ページ） 

 
 ○写真撮影のポイントについて追記（13ページ）    
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６－８ 写真の撮り方ガイド パンフレット（案）の作成 
 
森林・山村多面的機能発揮対策交付金を取得した活動組織が、「通常の活動時」に撮影する写

真と、「モニタリング結果報告書」に掲載する写真を撮影する際のポイントを簡潔に記載したパン

フレット（案）を作成した。パンフレット（案）は次ページ以降に記載した。 
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第７章 検討委員会の開催  

 
７－１ 検討委員会の開催概要 
森林・山村多面的機能発揮対策の内容等について専門的な見地から検討を行い、令和 3 年度

からの次期対策についての提言を行うため、有識者 5 名からなる検討委員会を設置し、委員会
を 3回開催した。検討委員会の委員構成及び各回の開催概要を以下に示す。 

 
表 7.1 森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会 委員一覧 

  〔委託者〕林野庁  〔事務局〕公益財団法人 日本生態系協会 
 

各回の主な検討議題を以下に示す。 
 

表 7.2 検討委員会の開催状況 

氏名（敬称略） 所属・役職 備考 

山本 信次 岩手大学農学部 教授 委員長 
井野 道幸 熊本県森林・山村多面的機能発揮対策地域協議会 事務局長 

委員 
丹羽 健司 特定非営利活動法人地域再生機構 木の駅アドバイザー 

原田  明 一般財団法人都市農山漁村交流活性化機構 業務第２部 
コミュニティービジネスチーム長 

森本 淳子 北海道大学 大学院 農学研究院 准教授 

回数 開催日時 会場 主な検討議題 

第 1回 
令和元年 
9月 2日（月） 
14:00～16:00 

農林水産省本館 屋上 
共用第 6会議室 

(1)本年度の事業概要、検討事項等について 

(2)平成 30 年度実施状況とりまとめ報告書の集計
結果報告 

(3)チェックシート案の活用等について 
①今年度の実施概要について 
②チェックシート案の内容について 
③効果チェックシートに基づく評価について 

(4)モニタリング結果報告書について 

(5)「手引き」「写真の撮り方ガイド」等の改訂、「解
説資料（担当者向け）」の作成について 

第2回 
令和元年 
12月４日（水） 
13:30～15:30 

東京国際フォーラム 
G503会議室 

(1)モニタリング現地検討会概要報告 

(2)アンケート結果の速報報告 

(3)チェックシート案の活用等について 

①チェックシート結果の速報報告 

②チェックシート案の課題と今後の評価 

方法について 

(4)写真の撮り方ガイド等の改訂について 

  ①「担当者向け解説資料（案）」について 



  

7－2 
 

 
 

   ②「写真の撮り方ガイド 改訂版（案）」につい

て 

(5)森林・山村多面的機能発揮対策普及セミナーに

ついて 

第3回 
令和 2年 
2月 13日（木） 
13:30～15:30 

東京国際フォーラム 
G503会議室 

(1)効果チェックシート結果と今後の評価方法に

ついて 

(2)数字化チェックシート結果報告 

(3)モニタリング結果報告書の分析結果について 

(4)写真の撮り方ガイドの改訂等について 

①「モニタリング調査のガイドライン」の改訂

について 

 ②「担当者向け解説資料（案）」について 

③「写真の撮り方ガイド 改訂版（案）」等につ

いて 

(5)令和 3年度以降に向けた提言案について 
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７－２ 検討委員会での主な議論 
 

（1）第１回検討委員会（令和元年 9月 2日（月））での意見等 
検討議題 主な意見等 
平成 30 年
度実施状況

とりまとめ

報告書の集

計結果報告

について 

 この交付金では活動組織が増えている。農山村地域の地域コミュニテ

ィの方たちが、自分の周りの里山を何とかするために、本交付金の使い

勝手を聞いて、利用している話が増えているように思う。 

 森林ボランティアグループが結構多いはずの都道府県であっても本交

付金が活用されていないところもある。 

 地元の団体が使っているケースでは、同じ森林で活動を継続すること

が認められなくなると、辛くなる可能性がある。団体の属性別に、交付

金を上手に使ってもらうための方策を調べ始めた方が良いのではない

か。 

 地域協議会だけでなく、市町村の関与の有無・程度は都道府県・市町村

により様々だと実感する。市町村の関わり方によって、地域コミュニテ

ィに対する浸透の度合いが違ってくるのではないかという印象があ

る。 

 今年から始まった森林環境譲与税の話など、市町村が森林に関わるこ

とが多くなっている。市町村は専門部署がないところも多い。良い事例

があれば、地域協議会に周知して、地域協議会から各市町村に働きかけ

をしてもらうのが良い。 

 NPO 的な団体と地元団体を一緒に考えることはどうかと思う。地元団体

では、自分たちで資金を得ることが難しい可能性がある。減額しながら

も続いていくグループ、巣立って卒業するグループといった仕分けが

いつかはできれば良い。 

 （参加団体数を）増やしたいのであれば、いろんな申請手続きを簡略化

するのはどうか。 

 現段階では、うまく申請している団体だけが増えているという状況に

なっているので、もう少しまんべんなく広がるような形にできれば良

い。 

チェックシ

ート案の活

用等につい

て 

 今年の評価検証事業では、チェックシートについてデータとして集め

るが、集めたデータについては、該当の地域協議会にフィードバックす

る方向で考えている。 

 昨年ベースで計算する仕組みを作っているので、今年も同じやり方で

計算をして、いくらの貨幣価値があるというところまでは各団体にお

示しできると考えているが、計算方法の妥当性については別途、検討が
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必要と考えている。 

 （数字化チェックシートの経済評価の結果は）評価に使えそうなのか。

使えそうであれば是非継続したら良い。説明資料として使いづらいの

であればあえて継続する必要はないと思う。 

 数値化できない森林・山村への評価手法については、行政事業レビュー

というか、関係機関に対して説得力があるのだろうか。前よりも良くな

ったと言っているだけなのではないか。 

 結果として、アンケート式になるが、評価検証事業での議論に基づき実

施している評価として説明していきたい。 

 効果チェックシートは、里山林保全と竹林整備と森林資源利用のカテ

ゴリー別のものを混ぜると危険な感覚がある。 

 このチェックシートは、水産庁で使われるものと大体一緒になってい

るので、横並びならいいかということではないかと思う。 

 活動組織が評価するのが難しい項目がある。その他の「土砂流出が軽減

されるなど自然災害の防止に役立った」については、活動組織が分かる

ものなのか疑問が少しある。 

 活動組織も悩みながら活動に取り組んでいるところが多いので、どち

らかというと、簡単な形にしていただければと思う。 

 全部を評価項目にするとか、一部をチェックの対象から外すとか、いろ

いろなやり方があると思う。 
モニタリン

グ報告書に

ついて 

 以前はモニタリング調査など実施していなかっただけに、これだけ浸

透したのであれば、十分な成果があったと言えるのではないか。 

 作業項目ごとに達成パーセンテージを示すようなことがあれば本当は

良い。 

 モニタリング調査結果報告書の書き方の分かりやすさが改善できれ

ば、数値ももっと挙がってくると思うので、その上でどこを改善すれば

良いかを議論できると良い。 

 スギ・ヒノキの人工林の場合は、目標の設定やモニタリング調査の方法

の設定が比較的分かりやすいが、里山林のような広葉樹の森の場合、

色々なタイプの森があり、目標設定上、難しい面がある。数値目標やモ

ニタリング調査の方法の選択の時点でも混乱が生じていると認識して

いる。 

 目標とする林型があって、はじめてそのための適切な施業かどうかの

議論がある。将来の目標がしっかりと記載できているかどうか、そのた

めに必要な作業が記載できているかが重要である。目標の設定を自ら

決められるかどうか、決められない場合は近くにいる専門家に聞いて
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くださいと伝えることが大事である。ガイドラインなどで身近な専門

家に助言をもらうことを記載した方が良いのではないか。 

 本当は、こういう事が言いたいという内容を翻訳できるような事例集

などをガイドラインに付けられると良い。例えば、ヒメホタルが生育で

きる環境を目指すのであれば、そのための必要な作業や適切な目標設

定を指導できるような事例を紹介できると良い。アンケートではどの

ような内容を想定しているのか。 

 何をやれば良いのかをよく分かっていない人には、アンケートを実施

しても答えづらいことがある。勘違いが生じている点を抽出して、それ

らを改善する記載をガイドラインに加えていけると良いと思う。 

 相談に乗ってくれる専門家のストックがあると良い。地域協議会がそ

の役割を果たしてくれると良いが、それを超えて専門的なアドバイス

を受けたい場合は、今後、専門家を紹介できると良いのではないか。 
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（2）第 2回検討委員会（令和元年 12月４日（水））での意見等 
検討議題 主な意見等 
モニタリン

グ現地検討

会概要報告 

 地域協議会の方々が悩みをぶつけあうような場所はありそうでなかっ

たので、雰囲気は良かった。ただ、意見や悩みを出し合っただけで、そ

れを解決するための意見交換までの時間をとれなかったのは少し残

念。 
 アドバイザリーボードについて、この委員会でも繰り返し議論されて

いたが、なかなか前に進んでいないなという印象がある。やるならや

る、できないのであれば他の方法を考えるなど、もう少し議論を進めら

れると良い。 
 今回の現地検討会では、里山の二次林の若返りがテーマだったが、幼木

に注目して調査した方がよいという指摘を小南先生からいただいて、

気づかされたと同時に、そういった活動については、3年間では、モニ
タリング調査などしても数値としてきちんと現れないという指摘をい

ただいている。 
 この交付金は 3 年間、しかも景観の維持、保全のための雑草木の刈払

いしか対象にしていないので、里山二次林の若返りというものはもと

もと想定をしていなかった。しかし、それにニーズがあるとすれば、例

えば、5年とかもう少し時間を延長する、あるいは、交付単価を見直す
とか、新メニューを作るなどで対応すべき活動であるかもしれないの

で、第 3期対策の 1つの要素として検討したほうが良いかと思う。 
アンケート

結果の速報

報告 

（地域協議会向けアンケート結果報告） 
 教育・研修活動タイプの効果は直ぐに見えてこない。活動組織の活動そ

のもの、あるいは地域にどういう長期的な効果、マイナスの効果が生じ

るのか、というのは実際に中長期的に見てみないとわからない。 
 写真については、45 ある地域協議会のうちの大体 25 前後の地域協議
会が写真についての不具合があると回答している。これは、活動組織に

原因があるのか、地域協議会の方が細かく見過ぎているのか。後者の方

が多いのではないか。 
（活動組織向けアンケート結果報告） 
 ガイドラインに掲載されている以外の調査方法について 3 点ほど追加
すべきと考える。一つは「ササの侵入率調査」。現在あるガイドライン

の植生調査の被覆調査が該当するかどうかは、直感的にわかりにくい

かもしれない。二つ目の「風倒木、危険木調査」。これも、本数調査と

いう形で管内では認めている。アンケートの回答には、「台風による倒

木の全数調査」というのがあるが、調査区単位でやると本数が少ないの

で、エリア全体の全数調査ということでお願いしたい。三つ目に「照度

調査」。この調査は、照度計を使う方法だけではなくて、魚眼レンズの

デジタル一眼レフカメラとフリーソフトを使う手段もある。 
 ホタルの問題と、立ち枯れ木、倒木については、はたしてこのモニタリ

ング調査の数的把握に該当するのかが気になる。 
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 モニタリング調査については、活動組織が自らの活動が適切な活動で

あることを確認するという意味では、いろいろな調査があっても良い

と思う。一方で、外部に対して、この交付金がどの程度機能しているの

か示すためには、百者百様の調査をしたというのではなく、まとめない

といけないところがある。例外的にそうではない活動があることも認

めないわけではないが、多くの場合はそれなりに測れるものがある方

が良い。 
 資料 6 の 6 ページ（申請書の書類提出段階の指導）に、モニタリング

調査方法に非常に苦労したとあるが、書類の難しさとは別問題の話と

して、モニタリングや目標林型についてこれまで考えてこなかった活

動組織が取り組むのだから、ある意味当然のことではないか。逆に評価

すべきことかもしれない。モニタリング調査が導入されたことを通じ

て、学ぶようになったことを評価しても良いと思う。 
 さっき委員長が外部の人たちに対して説明するための話をされたが、

それに加えて、このアンケートから読み取れる、皆さんが苦労して考え

るようになったという報告を記載すると良いのではないか。 
 数値評価の部分は絶対に前面に出していってほしい。こちらとしては

それが重要だと思っている。向こうに合わせるだけではなくて、本質的

にはここは重要だということは常に伝えていかないと、将来的にも評

価の対象から外れてしまいかねない。 
 教育的なことについて、この事業でやるのかどうかの話をしたのは、正

にその点である。森林経営計画に入らなかった森林の手入れをするこ

とを題目にすると、森林の手入れがどこまで進んだのかという点にと

らわれてしまう。そのこと自体がいいのかということの議論もあるか

と思う。 
 施業の効果だけでなく、山に向き合う人たちを増やすことが一番大き

なミッションである。このことについては、ずっと全国を回ってみて

も、アンケート等のコメントを見ても確実に増えている。安全技術講習

のように、技術的にできる人が増えている。目標林型や山のデザインを

考える人たちが、この事業の中でこんなにできたことは、胸を張って言

った方が良い。 
チェックシ

ート案の活

用等につい

て 

 評価について、一定の比率を上げていこうとすると、中身が変わらない

のならば、評価の仕方でだんだん練度が上がっていくのは良いことで

ある。新しい団体が入れば（点数が）下がり、見かけ上はどんどんハー

ドルが高くなるところに、無理があるのではないか。 
 数が増えるということを考えると、全体の総得点を増やす方向で考え

るのであればわからなくはない。 
 年度ごとの変化や全体の中での自分たちの位置付けを確認できるよう

にするなど、このシート自体をどうやって活動組織のモチベーション

に変えるのか、どう使っていただくかということや、チェックシートを

継続的に付けてもらうための仕組み作りも論点にあると思う。 
 活動組織のモチベーションにつなげるのは少し難しい。極力シンプル
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に、簡単に書けるように簡易化することが大事だと思う。 
 前回どのようなことを書いたのかが分からなくなるような気がするの

で、3 年間を 1 枚のシートで少しずつ確認しながら記入するフォーマ
ットにする方が良い気がする。 

 分たちのモチベーションにつながるような自己チェック表の位置付け

になればいいと思う。回収方法はどんな形でも良いと思うが、何か問題

があるのか。 
 効果チェックシートは、もともとは外部の評価に対して、数量評価にな

じまない色々なことを拾うためにやろうということであった。行政事

業レビューだけでなくて、市町村や都道府県などに、説明をするときに

使える資料などがあった方が良い。 
 書き方を簡易化するとか、活動組織の負担にならないようにするなど、

そういったあたりを改善することが一つの方向かと思う。 
写真の撮り

方ガイド等

の改訂につ

いて 

 今のタイミングで、改めて、こういう基礎的な資料を用意してお配りす

るという必要性が本当にあるのかどうか。こういった資料を一回作る

と、メンテナンスしていくのが大変である。 
 まず重要なところを囲み、記事で解説するというのは非常に良い。でき

たら冒頭に、事例付きで、吹き出しなどの形で「ここに注意をしてくだ

さい」というポイントを記載するなど、概略を冒頭で説明して、各論で

細かい説明をしてはどうかと思う。 
 良い例と悪い例を並べて、見開きの左右のページで、視覚的に訴えると

いうのも大事かと思う。 
 申請の段階で一番気を遣うのが、地目である。地目を確認するために、

納税通知、納税明細書、登記簿あたりは取るようにしているが、果たし

てそこまでする必要があるのかどうか。 
 この交付金も森林経営計画から外れる森林ということで、林業関係の

色々な制度にかかりにくいところを整備しようとするものである。登

記簿上森林でないと対象にならないと活動組織に受け取られてしまう

のは、必ずしも望ましくはないのではないか。藪などで地域が困ってい

る場所があるのであれば、それを地域で片付ければよいわけで、かつて

森林法 2 条と 5 条の関係で、現況か地目かという話があったが、現況
で森林に該当するところが整備されていればよいと個人的には思う。 

 写真に関しては、あまり過度に細かいことを言わないのが原則だと思

う。書き込むべき事項が網羅されていれば、できるだけ書きやすいフォ

ーマットにしてはどうか。この項目が書いてあって、この項目の中に写

真と文章があればいいから、というような形にしないと、50代以上の
あまりコンピューターに詳しくない方たちが記入するのは難しくなる

と思う。 
 丁寧なマニュアルがついていて素晴らしいと思うが、それ以前に書き

込む書類自体を簡素化することについても、少し検討する必要がある

かと思う。 
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（3）第 3回検討委員会（令和２年 2月 13日（木））での意見等 
検討議題 主な意見等 
効果チェッ

クシート結

果と今後の

評価方法に

ついて 

 3年目の団体を対象に、1年目と 3年目を比較して示す形が良いので
はないか。あるいは、効果チェックシートのチェック項目数で判断す

る形もある。 
 自らチェックすることで努力の過程が把握できる。目標設定に関連付

けて使えるのではないか。 
数字化チェ

ックシート

結果報告 

 簡単に誰でも入力でき、作業負担が少ない形が良い。 
 指標は頻繁に変えず、一定期間は継続する形が良いのではないか。 
 無作為抽出で費用対効果が 1 を超える状態であれば修正の必要はな

いのではないか。全体を示すのであれば、実施状況報告書を基に計算

できるようにする形もある。 
 活動組織が他の支援金等の申請や、自分たちの活動を対外的にアピー

ルする際に使えるのではないか。 
 評価結果は市町村などにも提示ができると思う。 
 評価結果がどのような意味を持つのかをきちんとアナウンスしてい

くことが重要。 
 自由に使ってもらえるように、webサイト等での公開も検討しても良
いと思う。 

 昨年度の検討委員会で、項目の種類には大きな問題はないことを確認

しており、来年度も継続して検討する形で良いのではないか。 
モニタリン

グ結果報告

書の分析結

果について 

 照度調査は課題もあるので、来年度の継続審議でよいと思う。 
 ササの進入率調査については明るくなった森に限定するのは、生態学

的にはあまり意味がないのではないか。 
 ササの進入率調査は、天然更新だけではなく、大径木化したクヌギ、

コナラ林の林床にササが侵入して藪になっているケースでも適用で

きると思う。稚樹の高さなどは留意点に記載すればよい。 
 ササの存在そのものも意味合いは違うことがあるので、「これ以外の

調査の方法も考慮ください」と言ったような注意書きを入れた方が良

いかもしれない。 
 「倒木・危険木・枯損木調査」については、危険を伴う点を懸念して

いる。調査のために森林内に入って事故が生じないように、除去作業

はプロが行うものであると、釘を刺しておく必要があると思う。 
 台風によってねじれて跳ね返りそうな木や、枯損が進んでどの方向に

倒れるか分からないような木の除去に関しては、基本的にはプロへの

委託をお薦めするような注意書も必要ではないか。 
 倒木や枯損木は生態学的な意味でもとても重要。取り払うのではな

く、逆に置いておくことで発揮される効果がある。逆にそれを取り払

うことで下に残っている色々な実生や稚樹を壊してしまうこともあ

る。むしろそこに再生する生きものがあるのでその成長を見守る、観

測する等の対応があっても良いのではないか。 
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 枯損木の保護に関しては、注釈として、きれいにすることが適切な場

合もあれば、残すことに意味がある場合もある旨を記載してはどう

か。 
 （フローチャート案について）モニタリング調査は目的に合わせて調

査方法や目標を設定すべきではないか。 
 （フローチャート案について）どういう目的・目標を設定するか分か

らない活動組織が使うにはよいのかもしれないが、それならば最後に

はモニタリング方法ではなく目的を書いた方が良い。目的が分かった

ら次にこのモニタリングをするという形にしたほうが良いのではな

いか。 
 現在のフローチャート案と目的のフローチャートがうまく融合する

ことができれば、ボランティアグループなどが活動する際の目的が、

より明確に見えてくるのではないか。 
 フローチャートについては来年度の継続審議としたい。フローチャー

トで目的が選べるようにして、モニタリング調査リストの表を見て内

容を参照できるようにする形は一つの改善方法になるのではないか。 
（４）写真の

撮り方ガイ

ドの改訂、担

当者向け解

説資料（案）

について 

 （担当者向けの解説資料について）市町村が予算計上するために毎年

10~11月頃に来年度の予算を計上する。4月に市町村に説明に行くと、
もう今年の当初予算はないので、10 月頃に予算を計上してほしいと
言われる。地域協議会の担当がこの資料を基にすると、4月から募集
を始めて市町村に説明に行くと既に予算がないとの話になる懸念が

ある。その点はコメント等で記載しておいた方が良いのではないか。 
（５）令和 3
年度以降に

向けた提言

案について 

 人身事故等の危険回避も含めて、普及研修的な内容の取組に専門家を

呼ぶことはできる旨を位置付けておくことが重要ではないか。 
 森林の多面的機能の発揮がまず求められていて、その発揮を促す過程

で「コミュニティが育つ」、「森に対する人々の理解が深まる」という

位置付けにしたほうが良いのではないか。 
 森林の面積やタイプも様々な森林が管理されている、という点も書き

込んでも良いのではないか。 
 市町村の行政界を超える活動や協力を推進する点について、県や市町

村ごとに上乗せの仕方が違う。 
 具体的な中身はともかく、もう少し広域で動ける形が良いのではない

かという方向性でよいのではないか。 
 類似の事業として農業の多面的機能支払交付金から学ぶことは多々

あるのではないか。特に事務負担の軽減のところで、農業の交付金は

写真が不要である点、次年度への交付金の繰越が比較的容易にできる

など、参考にできる面があると思うので、来年度以降に検討してほし

い。 
 農林水産業の諸課題は、最後は「人」に行きつく。山村対策事業が一

時期なくなり、ようやく復活した中で本交付金事業がある。人と森と

の関係に重点を置いている点は本交付金の特徴ではないか。 
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 文化的なサービスについて触れられていないので、何らかの形で入れ

た方が良いのではないか。里山の問題の一つとして獣害の増加がある

が、その点も入れたほうが良いと思う。 
 農山村の地域コミュニティだけに仕事を押し付けるのは無理があり、

森林の多面的機能を発揮させるための多様な主体の連携、協力の推進 
が ポイントとなる。都市側から来るボランティアの人たちを受け入
れ、一緒に仕事をすることをセットにして考えた方が良いのではない

か。 
 申請書を見ていると、獣害対策が一番多い。その次が災害。最近では、

集中豪雨などの対策をしたいというニーズもある。そのための見回

り、点検なども対象とすることができないか。 
 森林に限定せずに、地域の農山村地域の方が暮らして行ける条件を作

り、結果としてその森が良くなるようなストーリーが良いのではない

か。その中で、具体的に予算付けが可能な範囲については、行政側で

見ていただく形になると思う。既に成功している事例は、他分野の施

策の例であっても可能な範囲で取り込んでいけば良いのではないか。

その際に、地域の方が、身近な森林に対して発言権や責任を有するこ

とが前提になる。 
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第８章 令和３年度以降の森林・山村多面的機能発揮対策に向けた提言  

 
令和 3年度に第 3期を迎える森林・山村多面的機能発揮対策に向けた、交付金のあり方につい
て、「森林・山村多面的機能発揮対策評価検証事業 検討委員会」での議論を経て、以下のように
整理した。 
 
（１）提言の趣旨 

森林は、国土の保全、水源の涵養、生物多様性の保全等の多面的機能の発揮を通じて、国民が

安全で安心して暮らせる社会の実現に寄与するだけでなく、我が国の有する貴重な再生可能な資

源である木材等の林産物の供給源として地域の経済活動と深く結びついている。その恩恵を国民

が将来にわたって永続的に享受するには、森林を適正に整備・保全することが重要である。 
しかし、我が国の森林・林業を支える山村の過疎化・高齢化が進む中、これまで様々な資源の

利用を通じて地域住民の生活を支えていた森林との関わりが希薄になっている。特に、集落周辺

の里山林をはじめとした生活圏に隣接した旧薪炭林のような森林においては、藪化の進行や竹の

侵入 、シカによる食害などの鳥獣害の深刻化等により、森林の有する多面的機能の発揮が難しく
なっている。 
このような集落周辺の森林の保全については、木材生産を主目的とした森林整備だけでは対応

できないものであり、地域住民のコミュニティへの関心や活力が向上することで対応を促すこと

が最も効率的かつ効果的である。 
このため、林野庁では、平成 25年度から森林所有者や地域住民等が協力して森林の有する多面
的機能を発揮させるための保全活動、及び山村地域の活性化に資する取組に対し支援する「森林・

山村多面的機能発揮対策」に取り組んでいる。平成 29年度からはモニタリング調査によって交付
金による森林整備の成果を確認することとしている。令和元年度には効果チェックシートを用い

て、本交付金によりどのような効果が高まったのかを評価する取組が開始された。 
平成 25 年度から令和元年度にかけて、全国累計で 2,700 を超える団体が本交付金を活用し、
里山林等の保全活動を各地で幅広く行っている。その結果、本交付金が、地域の方々が再び山や

森林へ目を向けるきっかけともなっており、森林のきめ細かな整備・保全につながっている。平

成 30 年度には、日本全国で 7,000ha 近い面積が本交付金の対象となり、それぞれの活動場所ご
とに、多様な目的を有する森林づくり活動が行われている。森林の多面的機能をより効果的に発

揮されるようにするためには、森に関わる人を増やし、森についての理解を深め、森と人との関

係の改善を進めていくことができるように、活動成果を客観的に示しながら、本交付金のさらな

る発展が必要であると考えられる。 
このような状況に鑑み、令和 3 年度以降の本交付金の改善に向け、次年度以降の継続的な検討
が必要な課題を整理する。 
 
（２）モニタリング調査に対する支援策の拡充 

 本交付金では、木材生産を目的とする形とは限らない「適正な森林の森林の整備・保全」を行

うことで、森林の多面的機能の発揮・向上をめざしている 。 
本交付金を使った活動の「適正な森林の森林の整備・保全」の成果を客観的に評価・検証する

ために導入されたモニタリング調査は、活動組織にとっても、活動対象地の状況の理解に寄与し、

効果的な活動を進める上で大きな役割を果たしている。モニタリング調査を今後も継続すること
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で、本交付金の効果を示すのみならず、森林ボランティア等による人と森の関係改善にも寄与す

ることが期待できる。 
 しかし一方で、モニタリング調査を実施することは、『モニタリング調査のガイドライン』の読

み込み（内容の理解）などが必要となり、林業にあまりなじみのない方には容易ではないことも

懸念される。この点に関しては、今年度のアンケート調査においても、無回答の項目があったり

数値目標が必要な箇所に記載がない活動組織があるなど、記入に苦労したことが伺える結果とな

っている。また、モニタリング結果報告書においても、数値目標の達成状況を把握するために必

要な情報が記載されていない事例が多数見られた。 
モニタリング結果報告書については、記入例を付けるなどの「様式の改善」を検討する余地が

あると考えられる。なお、活動組織間でモニタリング結果報告書の記載状況に差が生じている点

については、地域協議会による指導内容の違いも大きく影響していると考えられる。そのため、

地域協議会、活動組織を対象として、モニタリング調査実施に向けた現地検討会や講習会・勉強

会等の実施、専門家との協力の促進など、モニタリング調査の円滑な実施に向けた支援策の充実

が望まれる。 
 
（３）より効果的な本交付金の評価方法の検討 

 本交付金については、平成 28年度に行政事業レビューにおいて、「事業全体の抜本的な廃止又
は改善」との厳しい評価を受けている。その結果、平成 29年度よりモニタリング調査が導入され、
令和 2 年度からは効果チェックシートが実施要領に記載される予定であるなど、本交付金の効果
を把握し、評価するための取組が導入されている。 
 ただし、これらの評価方法の実施に当たっては、例えば、モニタリング調査では活動組織や地

域協議会に係る作業負担が大きいなどの課題も生じている。また、森林整備だけにとどまらない

多様な効果・機能の発揮に寄与できることが本交付金の特徴でもある。 
活動組織や地域協議会等の関係主体への負担を抑えつつ、本交付金の効果を、信頼性のある形

で、より正確に把握することができるようにするために、本交付金の評価方法及び評価に当たっ

ての支援策については、引き続き検討が必要である。 
 
（４）森に関わる地域コミュニティの活性化に向けた支援策の検討の必要性 

要綱の第１の「趣旨」では、「集落周辺の森林の保全については、通常の木材生産を主目的とし

た森林整備では対応できないものであり、コミュニティの関心や活力を向上することで対応を促

すことが最も効率的かつ効果的である。」とされている。 
本交付金の目的である森林の多面的機能を効果的に発揮にさせていくためには、実際に該当の

森林に関わる地域のニーズを把握し、 森に関わる地域コミュニティを活性化させていくことが極
めて重要である 
このような地域コミュニティの活性化に当たっては、直接、森林整備活動を行う方の作業への

支援だけでなく、森林 教育を通じた森林についての理解の向上、農林連携などのように森林整備
と他産業との協力関係の促進、森林に関わる文化の維持など、単純な森林内での作業にとどまら

ない多様な活動の実践が重要であると考えられる。 
本交付金による活動を通じて、森林に関わる人を増やすことや、森林と人との関係改善がさら

に進むことで、森に関わる地域のコミュニティの活性化にもつながり、森林の多面的機能のより

効果的な発揮にもつながることが期待できる。 
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 「森林での活動」と「地域コミュニティの活性化」を効果的に結びつけ、双方の活性化に寄与で
きるようにするために、どのような取組や支援が効果的であるのかについて、さらなる検討が必

要である。 
 
（５）森に関わる人と人とをつなげる取組の促進の必要性  

 森林づくりや森林に関わる文化の維持・発展を目指していくためには、地域の森林の状態に詳

しい専門家等との連携や助言を得やすい環境づくりを行い、活動組織が森林についての理解を深

めていくための支援を行うことが非常に有効であると考えられる。 
 さらに、森林についての理解を深めるだけでなく、実際の作業を行う上でも、森林での作業を

行う活動組織間での作業経験の共有や、不測の事態が生じた場合の助け合いを行うことができる

ようになることも、活動組織が効果的な活動を長期的に続ける上では有効であると考えられる。 
 また、森林づくり活動を通じて、地域住民と都市部の住民の交流が広がり、強化されることで、

地域の活性化とともに、森林の多面的機能及び森林での作業の重要性に関する全国的な理解の進

展に寄与すると考えられる。 
 そのため、活動組織と専門家、活動組織と行政、活動組織と活動組織など、多種多様な「森に

関わる人と人とをつなぐ支援体制」を構築していくことが望ましいと考えられる。 
 また、本交付金の申請団体として、異なる団体による合同事業も承認することにより、森に関

わる人と人とをつなげ、より本交付金の活動の活性化に寄与することが期待できる。それぞれの

活動組織の異なる得意分野を組み合わせた活動を推進することで、これまでにない新たな参加者

を生み出すとともに、より効果的な活動につながることが期待できる。  
 
（６）交付金に関する事務負担の軽減に向けた検討の必要性 

 アンケート調査によると、活動組織にとって、特に大きな負担を感じているのが書類作成であ

る。また、活動組織の書類作成において不備が多数生じることは、同時に地域協議会にとっても

大きな負担要因となる。 
 令和元年度では、『担当者向け解説資料（案）』を作成することで、地域協議会が業務を推敲す

る際に留意すべき点を共有できるようにした。また、書類作成時において大きな課題の一つであ

る写真に関しても、『写真の撮り方ガイド』の改訂版を作成することにより、書類作成等の事務対

応についての負担を軽減するための資料を作成した。 
 さらなる負担の軽減のため、今後の令和４年度からの第３期対策に向けた制度改正の方向性等

を考慮しつつ、国の別の交付金施策における書類等も参考にしながら、 活動計画書等の書類につ
いて、可能な範囲で選択式の導入や必要な記載内容の絞り込みなど、書類上の負担軽減に関する

工夫を検討すべきである。 
 地域によって活動組織数に大きな違いがあり、申請のしやすさについての違いが生じているこ

とを鑑み、事務関係書類等の優良な事例については、各地域協議会間での共有や、国の様式への

反映などを検討することが望ましいと考えられる。 
   
（７）都道府県を超える活動組織間の協力の促進  

 現在、本交付金では、「活動する森林の所在する都道府県内に主たる事務所を置いていること」

が活動組織の条件とされている。ただし、実際には都道府県境を超えて森林整備活動を行う森林

ボランティア団体の存在や、都道県境を超えた森林ボランティア団体間での協力も存在している。 
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 そこで、「活動する森林の所在する都道府県内に主たる事務所」を置いていない場合でも、活動

場所のある地域協議会に申請ができるように制度を改正することや、異なる都道府県の団体によ

る合同事業の形での申請が可能となるように、本交付金の制度を改正することが考えられる。こ

れにより、都道府県境 での活動についての申請を行いやすくするだけでなく、広域的な森づくり
活動の交流や連携を促進することにつながることが期待できる。 
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